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第１節 働き方改革の更なる推進と
多様で柔軟な働き方の実現

① 長時間労働の抑制のため、法定労働条件の履
行確保及び監督指導体制の充実強化を行うととも
に、労務管理等の専門家によるコンサルティング
などを行う。また、労働時間の縮減に取り組む中
小企業事業主等への助成等を実施する。【厚生労
働省】

② 人手不足が深刻化する中、長時間労働を是正す
るためには、生産性を向上させる必要があること
から、省力化に効果のある設備・システムの導入
や生産性向上に資する設備投資を行う中小企業・
小規模事業者に対して、助成を実施する。【厚生
労働省、経済産業省】

③ 働き方の実態とニーズを踏まえた労働基準法制
の見直しについて労働政策審議会で検討する。【厚
生労働省】

④ 管理職の時間外・休日労働の実態も踏まえ、管
理職を含む長時間労働の改善に係る対応を検討す
る。【厚生労働省】

⑤ 労働者の心身の疲労の回復や生産性の向上にも
資する年次有給休暇の取得を促進するため、連続
した休暇を取得しやすい時季を捉えた集中的な広
報の実施等により機運の醸成を図る。また、育児・
介護・治療等とキャリア形成の両立が可能となる
よう、時間単位の年次有給休暇制度について、時
間単位の年次有給休暇制度を新たに導入した中小
企業事業主への助成金による支援や、企業の好事
例紹介等を実施する。さらに、病気休暇等の特別
休暇制度について、パンフレットやリーフレット
等による制度の普及促進を図る。【厚生労働省】

⑥ 働き方や休み方の見直しに取り組む企業等に対
し、長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進
に向けた労働時間や休暇制度に係るコンサルティ
ング等を実施する。【厚生労働省】

⑦ 勤務間インターバル制度について、専門家によ
るコンサルティングや労働者の健康管理等を行う
産業医等に対する制度の内容・効果の周知、導入
マニュアルの周知等、制度導入促進に向けた機運
の醸成を図るとともに、制度の在り方についても
検討する。【厚生労働省】

⑧ 勤務時間、勤務地、職務・職種を限定した「多
様な正社員」制度について、支援員による導入支
援や好事例の周知等を実施する。また、労働契約
の締結に際し明示すべき労働条件として、令和６

（2024）年４月から就業の場所・従事する業務の
変更の範囲を追加する等したことについて、適切
な施行のため、周知徹底するとともにその履行確
保を図る。【厚生労働省】

⑨ 地方においても時間や場所を有効に活用でき柔
軟に働ける環境整備に向け、テレワークの導入・
改善を検討している企業に対するコンサルティン
グや、中小企業事業主に対する助成金等の各種支
援策を推進するとともに、リモートによる副業・
兼業の推進等の地方の課題解決等を図る取組等を
推進する。【内閣府、総務省、厚生労働省、経済
産業省、国土交通省】

⑩ 柔軟な働き方を選択できるフレックスタイム制
について、制度の導入時における適切な労務管理
を徹底するため、パンフレットや説明会等による
周知を図る。【厚生労働省】

⑪ ライフイベントに応じた働き方の支援や人材確
保に資する選択的週休三日制について、企業の好

Ⅰ �男女共同参画の推進による多様な
幸せ（well-being）の実現

ライフステージに応じて全ての人が希望する
働き方を選択できる社会の実現第� 章１
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事例を周知する。【厚生労働省】
⑫ 生理に関して理解のある職場環境を整備するた

め、企業の取組の支援や好事例等の周知により機
運の醸成を図る。【厚生労働省】

⑬ 不妊治療と仕事の両立がしやすい職場環境整備
のため、周知啓発や企業の取組の支援を図るとと
もに、不妊治療と仕事との両立に積極的に取り組
む企業を認定する。【厚生労働省】

⑭ 令和７（2025）年に改正された労働施策の総
合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生
活の充実等に関する法律（昭和41年法律第132号。
以下「労働施策総合推進法」という。）に基づき、
新たに企業に努力義務とされた治療と就業の両立
支援の取組を推進するため、その改正内容及び治
療と就業の両立支援指針の周知啓発、都道府県産
業保健総合支援センターを通じた企業支援に取り
組む。【厚生労働省】

⑮ 仕事と生活の調和の推進に係る調査研究の結果
等を踏まえ、仕事と生活の調和の実現を促進する
ため、好事例を周知する。【内閣府】

⑯ 令和７（2025）年に改正された女性の職業生
活における活躍の推進に関する法律（平成27年
法律第64号。以下「女性活躍推進法」という。）
の基本原則において、女性の職業生活における活
躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に配
慮して行われなければならない旨が盛り込まれた
ことを踏まえ、女性の健康上の特性に配慮した取
組を推進する。

内閣官房内閣人事局においては、「国家公務員
健康週間」（毎年10月１日から同月７日まで）に
おいて、婦人科検診の重要性を含めた女性の健康
に関する講演会を開催することにより、国家公務
員の意識啓発を図る。また、新規採用職員を対象
に、合同初任研修やｅラーニングによる研修を実
施することにより、性差・年齢等に応じた様々な
健康課題への理解を促進する。さらに、各府省等
の管理監督職に新たに昇任した職員を対象に、ｅ
ラーニングによる女性特有の健康課題と健康管理
に関する研修動画を視聴させることにより、子宮
頸がん検診・乳がん検診の受診を促すことの重要
性について啓発する。【内閣官房、内閣府、総務省、
厚生労働省、関係省庁】

⑰ 「過労死等の防止のための対策に関する大綱」

（令和６年８月２日閣議決定）を踏まえた取組を着
実に推進するとともに、メンタルヘルスの確保等、
職場における健康確保対策を推進する。【厚生労
働省】

⑱ 企業の経営者、業界単位の企業ネットワーク、
経済団体等と連携し、女性の活躍の必要性に関す
る経営者や管理職の意識改革、女性の活躍やワー
ク・ライフ・バランスの推進に向けた経営者のコ
ミットメントを促す。【内閣府、関係省庁】

⑲ 11月の「しわ寄せ」防止キャンペーン月間など、
大企業等による長時間労働の削減等の取組が取引
先中小事業者への「しわ寄せ」とならないような
取組を実施する。【公正取引委員会、厚生労働省、
経済産業省】

第２節
共働き・共育ての実現に向けた�
仕事と育児の両立支援、男女双方�
の意識改革・理解促進

① 労働者が育児休業等を取得し、継続就業できる
よう、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を
行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第
76号。以下「育児・介護休業法」という。）の履
行確保を図るとともに、令和６（2024）年の改正
法の周知・理解促進を実施する。【厚生労働省】

② 中小企業に対して、仕事と育児を両立する柔軟
な働き方の導入や業務の代替等の支援を実施す
るとともに、男女ともに労働者が円滑な育児休業
の取得や職場復帰、その後の仕事・キャリア形成
と育児との両立が図られる雇用環境を整備するた
め、専門家が中小企業・労働者の状況や課題に応
じた支援を実施する。【厚生労働省】

③ 共働き・共育ての推進に向けた社会的機運の醸
成を図るため、共働き・共育てに関する意識調査
結果を企業等に周知する。また、企業が従業員と
その配偶者を対象に両立支援制度や配偶者との協
力の大切さ等を学ぶ場として開催する企業版両親
学級の取組促進や育児休業取得にとどまらない男
性の家事・育児の参画を促進する企業の好事例等
についての経営層や管理職層等への周知啓発を行
う。【厚生労働省】

④ 「共働き・共育て」の推進の観点から、子の出
生直後の一定期間以内に、両親が14日以上の育
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児休業を取得する場合に、最大28日間、育児休
業給付金に加えて、休業開始前賃金の13％を出生
後休業支援給付として支給し、育児休業給付と合
わせて休業開始前賃金の80％（手取りで10割相
当）を実現するとともに、引き続き制度の周知に
取り組む。

また、子の出生・育児休業後の労働者の育児と
キャリア形成の両立支援の観点から、男女ともに
時短勤務を選択しやすくなるよう、２歳未満の子
を養育するために時短勤務をする場合に、育児時
短就業給付として時短勤務中の賃金の10％を支
給するとともに、引き続き制度の周知に取り組む。

【厚生労働省】
⑤ 育児休業中の代替要員を新規雇用で確保した中

小企業事業主等及び育児休業中又は育児短時間勤
務制度利用中の労働者の業務を代替する周囲の労
働者に手当を支給した事業主に対する助成金によ
る支援を実施する。【厚生労働省】

⑥ 育児休業の取得等を理由とする不利益取扱い
や、企業における育児休業等に関するハラスメン
トを防止するための対策等を推進する。【厚生労
働省】

⑦ 「キャリア形成と育児等の両立を阻害する要因
に関する調査」の結果を踏まえ、男女が家事・育
児等を分担し、共にライフイベントとキャリア形
成を両立できる環境整備に向けて、啓発を図る。

【内閣府】
⑧ 男性が、妊娠・出産の不安と喜びを妻と分かち

合うパートナーとしての意識を高めていけるよう、
両親ともに参加しやすい日時設定やオンラインで
の開催など、両親学級等の充実等により、父親に
なる男性を妊娠期から側面支援する。【こども家
庭庁】

⑨ こどもの健全な育成を念頭に置きつつ、不登校
の児童や障害児を含め、就学児のいる親が希望に
応じて働くことができる観点からも、放課後児童
クラブの待機児童の解消に向けた受け皿整備等の
放課後児童対策に係る取組の強化、多様な学びの
場の確保、放課後児童クラブにおける障害児受入
推進、企業等の活力を生かし、多様な場所で小学
生の預かり機能を生み出すモデル事業等に取り組
む。【こども家庭庁、文部科学省】

⑩ キャリア形成における多様な選択を可能とする

観点から、地域の現状・課題を踏まえつつ入所時
期等も含めた保育ニーズを踏まえて保育所等の環
境整備を図る。【こども家庭庁】

⑪ 育児等が原因となる離職を防止し、仕事と子育
ての両立を支援する観点から、ベビーシッターを
利用する家庭の利用実態や保育ニーズについての
調査、ベビーシッターが認可外保育施設指導監督
基準の有資格者要件を満たすための研修機会や、
有資格者要件を満たしたベビーシッター向けの更
なる研鑽のための研修機会の拡充、認可外保育施
設指導監督基準への適合状況等を掲載するプラッ
トフォームを構築し、利用者が安心して選択でき
るための情報提供といった取組を通じて、安全で
質の高いベビーシッターの利用促進を図る。【こ
ども家庭庁】

⑫ 家事支援サービスの利用促進に取り組むべく、
事業者・団体との連携の下、家事支援サービスの
普及広報や実態・ニーズの調査を行う。【経済産
業省】

⑬ 男性の育児休業取得を促進する観点からも、男
性の育児休業取得率を公表義務とする育児・介護
休業法の履行確保を図るとともに、くるみん認定
等を通じて男性の育児休業取得期間の延伸につい
ての取組を図る。【厚生労働省】

⑭ 公共交通機関、都市公園や公共性の高い建築物
において、ベビーベッド付男性トイレ等の子育て
世帯に優しいトイレの整備等を推進するほか、こ
ども連れの乗客等への配慮等を求めることによ
り、男性が子育てに参画しやすくなるための環境
整備を行う。【国土交通省】

第３節 仕事と介護の両立支援制度を
利用しやすい雇用環境の整備

① 労働者が介護で離職することなく仕事を継続で
きるよう、育児・介護休業法の履行確保を図ると
ともに、令和６（2024）年の改正法の周知・理解
促進を実施する。また、「企業による社員の仕事
と介護の両立支援に向けた実務的な支援ツール」
や付属資料の積極的な活用促進を図る。【厚生労
働省】

② 働き続けながら介護を行う労働者の雇用の継続
を図るための就業環境整備に取り組む中小企業事
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第１節 政治分野

ア 政党、国会事務局等における取組
の促進

① 政党に対し、政治分野における男女共同参画の
推進に関する法律（平成30年法律第28号。以下

「政治分野における男女共同参画推進法」という。）
の趣旨に沿って、国政選挙における女性候補者の
割合を高めることを要請する。具体的には、同法
第４条の規定を踏まえた数値目標の設定や、候補
者の一定の割合を女性に割り当てるクオータ制等
の積極的改善措置（ポジティブ・アクション）等
の自主的な取組の実施、議員活動と家庭生活との
両立支援策等の環境整備を要請する。また、政党
内役員の女性割合を高めるため、数値目標の設定
や積極的改善措置（ポジティブ・アクション）等
の自主的な取組の実施を要請する。【内閣府】

② 各政党における男女共同参画の取組状況及び課
題について調査し、公表する。【内閣府】

③ ハラスメント防止のための取組を始めとする政
治分野における男女共同参画推進法に定める施策
を踏まえた男女の議員が活躍しやすい環境の整備
について、衆議院事務局及び参議院事務局に要請
する。【内閣府】

1	 全国都道府県議会議長会、全国市議会議長会及び全国町村議会議長会。

イ 地方議会・地方公共団体における
取組の促進

① 女性の地方公共団体の長や地方議会議員のネッ
トワークの形成について、政党や地方六団体に要
請する。【内閣府】

② 女性を始めとする多様な人材が参画しやすい環
境整備のため、各地方議会に対し、出産・育児・
介護等に配慮した会議規則の整備や、委員会のオ
ンライン出席を可能とする条例等の整備がより一
層促進されるよう、三議長会1を通じて要請する。

【内閣府】
③ 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会

が令和７（2025）年６月に取りまとめた報告書に
おいて、特に女性、若者、勤労者等の参画を促進
するため今後も着実に進める必要があるとされた
デジタル技術を活用した議会運営、プライバシー
への配慮に関する取組やハラスメント防止のため
の研修の実施等について普及を図る。また、候補
者となり得る女性の人材育成等にも資する「女性
模擬議会」や「議会モニター」等の優良事例につ
いて情報提供を行う。【総務省】

ウ 政治分野における女性の参画状況
の情報収集・提供の推進

① 政治分野における女性の参画状況等を調査し、
「見える化」を推進する。「女性の政治参画マップ」、

業主に対する助成金について、その趣旨を踏まえ
た活用促進を図る。【厚生労働省】

③ 介護離職防止のため、専門家が中小企業・労
働者の状況や課題に応じた支援を実施するととも
に、介護休業制度等特設サイトの運営・普及等を
通じた介護休業制度の周知・理解促進を図る。【厚
生労働省】

④ 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイ
ドラインの活用を促進することにより、介護離職
を防止するとともに、全ての企業が我が事として
仕事と介護の両立支援に向けた取組の充実を行う
に当たってのマインドセット醸成や情報提供を行
う。【厚生労働省、経済産業省】

あらゆる分野における政策・方針
決定過程への女性の参画拡大第� 章２
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「都道府県別全国女性の参画マップ」及び「市区
町村女性参画状況見える化マップ」を作成し、ホー
ムページで公表する。【内閣府】

② 出産・育児・介護等に配慮した会議規則の整備
やハラスメント防止に関する取組の実施状況等、
地方公共団体における両立支援状況を始めとする
施策の推進状況を調査し、「見える化」の推進や
好事例の横展開を行う。【内閣府】

③ 地方公共団体の議会の議員及び長の男女別人数
並びに国政選挙における立候補届出時の男女別人
数の調査結果を提供するとともに、地方公共団体
に対する当該調査等への協力の依頼を行う。【総
務省】

④ 女性の政治参画に関する取組事例等を調査し、
広く情報提供を行う。【内閣府】

エ 人材の育成に資する取組
① 令和７（2025）年度に実施した女性議員のネッ

トワークに関する調査結果等を踏まえつつ、政治
に参画しようとする女性の育成やネットワークに
関する情報について、政党や地方六団体、地方公
共団体に結果を提供する。【内閣府】

② 政治に参画しようとする女性の人材育成に資す
るよう、女性の政治参画の意義等を分かりやすく
発信するなど啓発活動を実施するとともに、各種
セミナー・講座や模擬議会等、身近な地域課題の
解決等について考える機会の提供を推進する。【内
閣府、総務省】

③ 政治的中立性を確保しつつ、国や社会の問題を
自分の問題として捉え、自ら考え、自ら判断し、
行動していく主権者を育てる主権者教育を推進す
る。【総務省、文部科学省】

④ 各種研修や講演等の場において活用可能な男女
共同参画の推進状況や女性の政治参画に関する情
報等の資料の提供を行う。【内閣府】

第２節 司法分野

ア 検察官
① 女性検察官の積極的な登用を進めるとともに、

出産・育児休業を経て子育てをしながら勤務する

女性検察官や法務省・他省庁に出向して活躍する
女性検察官などのロールモデルとなる女性法曹に
よる教育等を通じ、法曹養成課程における女性法
曹輩出のための取組（活躍事例の提供、メンター
制度の充実、法曹志望者に対する各種説明会・座
談会等の開催等）を進める。【法務省】

② 継続就業のため、本人の意向を把握しながら、
個々の事情に応じた柔軟な勤務を可能とするため
の取組や情報の提供を行うとともに、転勤の際に
両立環境の整備に配慮するなど、ワーク・ライフ・
バランスの実現等に向けた具体的施策や、ハラス
メント防止のための取組を着実に推進する。【法
務省】

③ 「女性の政策・方針決定参画状況調べ」の中で、
検察官、裁判官、弁護士など司法分野における女
性の参画状況を公表する。【内閣府】

イ 裁判官
① 最高裁判事も含む裁判官全体に占める女性の割

合を高めるよう裁判所等の関係方面に要請する。
【内閣府、法務省】

② 多様なキャリアプランがあることを前提に、出
産・育児休業を経て子育てをしながら勤務する女
性裁判官や様々な役割を担って各裁判所で活躍す
る女性裁判官などのロールモデルとなる女性法曹
による教育等を通じ、法曹養成課程における女性
法曹輩出のための取組（活躍事例の提供、メンター
制度の導入、法曹志望者に対する各種説明会等の
開催又は協力等）を要請する。【内閣府、法務省】

③ 継続就業のため、転勤の際に両立環境の整備に
配慮するなど、ワーク・ライフ・バランスの実現
に向けた取組や、ハラスメント防止のための取組
を着実に進めるよう要請する。【内閣府、法務省】

④ 「女性の政策・方針決定参画状況調べ」の中で、
検察官、裁判官、弁護士など司法分野における女
性の参画状況を公表する。（再掲）【内閣府】

ウ 弁護士
① 弁護士に占める女性の割合を高めるよう弁護士

会等の関係方面に要請する。【内閣府、法務省】
② 出産・育児休業を経て子育てをしながら執務す

る女性弁護士や企業、中央省庁及び地方公共団体
等の組織で勤務する女性弁護士など、多様な働き
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方を実現している女性法曹がロールモデルとなっ
て行う教育等を通じ、法曹養成課程における女性
法曹輩出のための取組（活躍事例の提供、メンター
制度等の充実、法曹志望者に対する各種説明会・
座談会の開催等）を要請する。【内閣府、法務省】

③ 継続就業のための環境整備に配慮する取組を進
め、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取
組やハラスメント防止のための取組を着実に進め
るよう要請する。【内閣府、法務省】

④ 弁護士会内部でのクオータ制を含めた積極的改
善措置（ポジティブ・アクション）の取組が更に
広がるよう検討を要請する。【内閣府、法務省】

⑤ 「女性の政策・方針決定参画状況調べ」の中で、
検察官、裁判官、弁護士など司法分野における女
性の参画状況を公表する。（再掲）【内閣府】

エ 法曹養成課程
① 法科大学院の公的支援の枠組みや、法曹養成課

程における女性法曹輩出のための取組例を各法科
大学院や高等学校の進路指導担当者等に共有する
ことなどを通じて女性法曹輩出のための取組を推
進する。【文部科学省】

第３節 行政分野

ア 国の政策・方針決定過程への女性
の参画拡大

（ア）国家公務員に関する取組
① 国の各府省等は、令和７（2025）年に改正さ

れた女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の策
定や、公表義務が拡大された情報公表等の仕組み
を活用し、取組を積極的に推進する。その際、働
き方改革や女性の採用・登用の拡大等について定
めた「採用昇任等基本方針」（平成26年６月24
日閣議決定）に基づく取組指針に基づき各府省等
が策定した取組計画の内容と整合性を図るものと
する。また、各府省等において、数値目標を設定
した事項の進捗状況及び取組の実施状況を経年で
公表する。【内閣官房、内閣府、全省庁】

2	 （人事院）とは、人事院に対して検討を要請するものである。以下同じ。

② 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法による情報公表義務の拡大を踏まえ、各府省等
の取組について、比較できる形での更なる「見え
る化」を行う。【内閣府】

③ 各府省等や教育現場と連携し、「第６次男女共
同参画基本計画」（令和８年３月13日閣議決定）
における国家公務員採用試験からの女性の採用割
合及び技術系区分の女性の採用割合に係る目標等
の実現に向け、高校生といった早期の段階から国
家公務員の理系分野への興味・関心を喚起する取
組や、理系の女子学生を対象とした説明会等を開
催し、働き方改革の進展の状況や専門性を生かし
た多様なキャリアパス等を具体的に示すなどの取
組を実施することに加え、ホームページやＳＮＳ
などによる情報発信の強化や、オンライン配信等
を積極的に活用した説明会やイベントの開催、国
家公務員の業務内容や働き方等が具体的に伝わる
動画等の作成及びそれを活用した広告など、幅広
い層に対する戦略的な広報活動を積極的に実施す
る。また、管理職以上の官職も含めた外部女性人
材の採用・登用に取り組む。【内閣官房、全府省、（人
事院）2】

④ 女性職員の登用拡大に向けて、研修や多様な職
務機会の付与による積極的・計画的な育成や相談
体制の整備、出産・育児期等を迎える前又は出産・
育児期等を超えてから将来のキャリアアップに必
要とされる重要な職務経験を積ませ、登用につな
げるなどの柔軟な人事管理を進める。【内閣官房、
全府省、（人事院）】

⑤ 育児休業等から復帰した女性職員等について、
管理職等への昇任意欲の向上を図るため、育児と
仕事の両立とともに着実にキャリア形成を実現し
ている管理職等の活躍事例などを掲載した事例集
の公表を通じ、両立やキャリア形成の課題に対応
した意識啓発に資するロールモデル等の展開を進
める。【内閣官房、全府省】

⑥ 育児・介護等の状況に配慮し、転勤が個々のキャ
リアパスの支障にならないよう、本人の意向を把
握しながら柔軟な人事管理を進める。【内閣官房、
全府省】

⑦ 各府省等の幹部職員・管理職員が職員の勤務状
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況を直接把握した上で、超過勤務の徹底した削減
や各種休暇の取得促進を行う。また、内閣官房内閣
人事局と人事院が連携して、個人の事情に配慮した
働き方を推進し柔軟な働き方が可能となるよう、フ
レックスタイム制の見直しを検討するほか、テレ
ワーク等を活用した働く時間と場所の柔軟化等の働
き方改革を進める。【内閣官房、全府省、（人事院）】
⑧ 男女ともに子育てをする共育て社会を実現する
ため、特に男性職員の育児に伴う休暇・休業の取
得を促すべく、こどもが生まれた全ての男性職員
が１か月以上を目途に育児休業等を取得できるよ
うな環境の実現に向けて、休暇・休業中の体制の
準備や業務分担の見直し等を行うなど、業務面に
おける環境整備を行う。また、男性職員の育児等
に係る状況を把握し、「こども未来戦略」（令和５
年12月22日閣議決定）及び「第６次男女共同参
画基本計画」に定める政府目標を踏まえ、育児休
業等の取得を呼びかける。【内閣官房、全府省】
⑨ 女性職員の活躍及びワーク・ライフ・バランス
に関する管理職の理解促進や行動変容を促すた
め、管理職向けの研修等を進める。【内閣官房、
全府省】

⑩ 女性職員の活躍及び男女のワーク・ライフ・バ
ランスを進め、限られた時間を効率的に生かすこ
とを重視する管理職を人事評価において適切に評
価することを徹底するよう、研修等を通じて、継
続的な周知徹底を図るとともに、多面観察などの
取組を通じて管理職のマネジメント能力の向上を
図る。【内閣官房、全府省、（人事院）】
⑪ ハラスメント防止等のための人事院規則等に基
づき、各府省においてハラスメント防止対策が円
滑かつ効果的に実施されるよう、職員に対する一
層の周知啓発、研修やセミナーの開催、苦情相談
体制の整備、ハラスメントが生じた場合の被害職
員の救済、行為職員に対する厳正な処分等の迅速
かつ適切な措置等を実施する。
内閣官房内閣人事局においては、ハラスメント

防止に関するｅラーニング講習を行うとともに、
「国家公務員健康週間」（毎年10月１日から同月７
日まで）において、ハラスメント防止をテーマと
した意識啓発講演会を開催する。【内閣官房、全
府省、（人事院）】
⑫ 各府省が実施する子宮頸がん検診・乳がん検診に

ついて、女性職員が受診しやすい環境整備を行う。
人事院においては、引き続き、女性職員が受診

しやすい環境となるよう周知を行うことにより取
組を推進する。
内閣官房内閣人事局においては、「国家公務員

健康週間」（毎年10月１日から同月７日まで）に
おいて、婦人科検診の重要性を含めた女性の健康
に関する講演会を開催することにより、国家公務
員の意識啓発を図る。また、各府省等の管理監督
職に新たに昇任した職員を対象に、ｅラーニング
による女性特有の健康課題と健康管理に関する研
修動画を視聴させることにより、子宮頸がん検診・
乳がん検診の受診を促すことの重要性について啓
発する。【内閣官房、全府省、（人事院）】
⑬ 公務組織を構成する多様な職員が、心身の健康
を保持しながら活躍することができるよう、性差・
年齢等に応じた様々な健康課題への理解を促進す
る。特に女性については月経、出産等、個人差は
大きいもののライフステージごとに特有の健康課
題が存在することに留意して、研修等を通じ、理
解を促進する。
内閣官房内閣人事局においては、新規採用職員

を対象に、合同初任研修やｅラーニングによる研
修を実施することにより、性差・年齢等に応じた
様々な健康課題への理解を促進する。【内閣官房、
全府省、（人事院）】
⑭ 治安、矯正、安全保障等の分野で働く国家公務
員の女性の採用、育成及び登用並びに生活環境・
両立環境の整備を進めるとともに、ハラスメント
等の各種相談体制の整備・防止策を行う。また、
女性の参画状況について広く理解を得るために、
情報発信を行う。【警察庁、法務省、国土交通省、
防衛省】
⑮ 衆議院事務局、衆議院法制局、参議院事務局、
参議院法制局、国立国会図書館、最高裁判所等に
対し、女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の
策定の仕組みを活用し、女性の参画拡大・女性の
活躍推進に向けた積極的な取組を推進するよう要
請する。【内閣府】

（イ）国の審議会等委員等の女性の参画拡大
① 各審議会等の女性委員の人数・比率について定
期的に調査・分析・公表を行うとともに、女性委
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員登用が進んでいない場合には、その要因等につ
いて各府省等で分析した結果を公表する。【内閣
府、関係省庁】
② 審議会等委員の選任に際しては、引き続き、性
別のバランスに配慮するとともに、団体推薦によ
る審議会等委員について、各団体等に対して、団
体からの委員の推薦に当たって格段の協力を要請
する。【関係府省】
③ あらゆる分野における政策・方針決定過程への
女性の参画を促進する。国の審議会等委員又は審
議会等専門委員等に加え、行政運営を補佐するた
め各行政機関において開催される複数の外部有識
者が含まれるあらゆる合議体（複数の外部有識者
から個別に意見聴取を行い、それらの意見を総合
的に参考とするような場合を含む。）において、そ
の外部有識者たる構成員についても性別の偏りが
ないよう取組を進める。【全府省】

（ウ）�独立行政法人、特殊法人及び認可法人におけ
る女性の参画拡大

① 独立行政法人、特殊法人及び認可法人を含む
事業主を対象とする説明会の実施や個別訪問によ
る、個別事業主の雇用管理状況に応じたコンサル
ティング等の実施により、事業主行動計画の策定
を支援するとともに、それぞれの機関の役員や管
理職への女性の積極的な登用を推進するよう強く
要請する。【内閣府、厚生労働省、関係省庁】

イ 地方公共団体の政策・方針決定過
程への女性の参画拡大

（ア）�地方公務員に関する取組
① 女性職員の活躍に資する以下の取組について、
各地方公共団体の実情に即し、主体的かつ積極
的に取組を推進するよう要請する。また、令和７
（2025）年に改正された女性活躍推進法に基づく
特定事業主行動計画について数値目標を設定した
項目の進捗状況及び取組の実施状況が経年で公表
されることを徹底するとともに、公表義務が拡大
される情報公表について、適切に対応する。また、
各団体の取組について、比較できる形での更なる
「見える化」を行う。【内閣府、総務省】
② 女性職員の登用拡大に向けて、研修や多様な職
務機会の付与等による積極的・計画的な育成や相

談体制の整備、出産・育児期等を迎える前又は出
産・育児期等を超えてから将来のキャリアアップ
に必要とされる重要な職務経験を積ませ、登用に
つなげるなどの柔軟な人事管理を促進する。また、
女性人材の外部からの採用・登用を促進する。【総
務省】
③ 育児休業等から復帰した女性職員等について、
管理職等への昇任意欲の向上を図るため、育児と
仕事の両立とともに着実にキャリア形成を実現し
ている管理職等の活躍事例などを掲載した事例集
の公表を通じ、両立やキャリア形成の課題に対応
した意識啓発に資するロールモデル等の展開を進
める。（再掲）【総務省】
④ フレックスタイム制の導入・拡充の検討、テレ
ワークの推進等による職場の働き方改革、時間外
勤務の上限規制の実効的な運用等を通じた時間外
勤務の縮減、年次有給休暇の取得促進など、ワー
ク・ライフ・バランスの推進に取り組む。【総務省】
⑤ 管理職の意識変革を促すとともに、女性職員の
活躍及び男女のワーク・ライフ・バランスを進め、
限られた時間を効率的に生かすことを重視する管
理職が人事評価において適切に評価されるよう促
進する。【総務省】
⑥ 「男性育休は当たり前」になる社会の実現に向
けて、男性職員の育児等に係る状況を把握し、育
児に伴う休暇・休業等の取得を積極的に呼びかけ
るとともに、周囲のサポート体制や代替要員の確
保を図り、全ての男性職員が子育て等に参画でき
る職場環境の整備を促進する。【総務省】
⑦ 地方公共団体における女性職員の活躍及び働き
方改革の好事例を収集・周知することにより、各
地方公共団体の実情に即した主体的かつ積極的な
取組を促進する。【総務省】
⑧ 市区町村における職員の旧氏使用に関する規定
等の整備状況を調査・公表するとともに、職員が
旧氏を使用しやすい職場環境づくりを促進する。
【内閣府、総務省】
⑨ 地方公共団体が実施する子宮頸がん検診・乳が
ん検診について、女性職員が受診しやすい環境整
備を促進する。【総務省】
⑩ 公務組織を構成する多様な職員が、心身の健康
を保持しながら活躍することができるよう、性差・
年齢等に応じた様々な健康課題への理解を促進す
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る。特に女性については、月経、出産等、個人差
は大きいもののライフステージごとに特有の健康
課題が存在することに留意して理解を促進する。

【総務省】
⑪ 非常勤職員を含めた全ての女性職員が、その個

性と能力を十分に発揮できるよう、育児休業や介
護休暇等の普及・啓発の実施や、ハラスメント等
の各種相談体制の整備等を促進する。地方公共団
体で働く非常勤職員について、地方公共団体の業
務において重要な役割を果たしている会計年度任
用職員に対し、期末・勤勉手当の適切な決定を行
う旨や、給与改定について、改定の実施時期を含
め、常勤職員の給与改定に係る取扱いに準じて改
定することが基本である旨の助言を行うなど、会
計年度任用職員の適正な処遇の確保・改善に引き
続き取り組むとともに、職務経験等を考慮した適
切な給与水準の決定や、能力実証を経た常勤化の
普及促進を図る。【総務省】

⑫ 警察では、令和13（2031）年度当初までに地
方警察官に占める女性の割合を全国平均で14％と
することを目標として、各都道府県警察において
それぞれが策定している計画等を踏まえ、女性警
察官の採用の拡大に向けて積極的な情報発信等の
取組を推進していくほか、都道府県警察の幹部職
員に対する男女共同参画に関する施策についての
教育を実施するなどの取組を推進する。【警察庁】

⑬ 消防庁では、女性消防吏員の比率について将来
的に10％程度まで引き上げることを目指し、まず
は令和13（2031）年度までに採用者に占める女
性の比率を10％以上とすることを目標として掲げ
ており、各消防本部に対し、消防庁の掲げる目標
を踏まえ、それぞれの実情に応じた数値目標を設
定した上で計画的に取組を推進するよう要請する
とともに、女性消防吏員の採用に向けた積極的な
広報を実施する。また、女性専用施設等の職場環
境の整備について支援を行うとともに、先進的な
取組事例の全国展開、管理職員向け研修会等を実
施する。【総務省】

（イ）�地方公共団体の審議会等委員への女性の参画
拡大

① 各都道府県・政令指定都市が設定している審議
会等委員への女性の参画に関する数値目標や、こ

れを達成するための様々な取組、女性比率の現状、
女性が一人も登用されていない審議会等の状況等
を調査し取りまとめて提供し、審議会等委員への
女性の参画を促進する。【内閣府、関係省庁】

第４節 経済分野

ア 企業における女性の参画拡大
① 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏ま

えた目標設定、目標達成に向けた取組を内容とす
る事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に関す
る情報公表等の女性活躍推進法に基づく取組によ
り、企業等が行う積極的改善措置（ポジティブ・
アクション）等の女性活躍に向けた取組を促進す
るとともに、令和７（2025）年に改正された女性
活躍推進法に基づき、男女間賃金差異及び女性管
理職比率の公表等の新たに義務付けられた取組内
容について、あらゆる機会を通じて事業主に対し
周知し、円滑な施行及び実効性の確保を図る。【内
閣府、厚生労働省】

② 事業主、特に中小企業を対象として、女性の活
躍推進に関する自社の課題を踏まえた取組内容の
在り方、男女間賃金差異の要因分析等について、
個別企業の雇用管理状況に応じたコンサルティン
グを実施するとともに、男女間賃金差異について
容易に分析できるツール等の各種支援ツールやマ
ニュアル等の提供・活用促進による支援を実施す
る。【厚生労働省】

③ 職場における固定的な性別役割分担意識や、無
意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）は
女性のキャリア形成の障壁ともなっており、その
解消のための周知啓発や、学生等を対象とした
キャリア形成支援等に関する周知啓発等を行い、
職業生活における女性の活躍推進を促す。【厚生
労働省】

④ 事業主や人事労務担当者等を対象とした女性活
躍推進法の内容に関する説明会を開催するほか、
都道府県労働局の雇用均等指導員による女性活躍
推進法に関する事業主からの問合せ・相談等の対
応を行う。【厚生労働省】

⑤ 多くの企業が女性活躍推進法に基づく男女間賃
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金差異や女性管理職比率等の情報公表を女性の
活躍推進企業データベース上で実施するよう周知
や登録勧奨等を行い、女性活躍等に関する企業
情報の見える化を推進する。また、大学・キャリ
アセンター等との連携等により、学生等求職者が
同データベースを活用して企業選択を行うよう周
知・啓発を進めるとともに、データベースの機能
強化やコンテンツの充実等によりユーザビリティ
の向上を図る。【厚生労働省】

⑥ 公共調達において、女性活躍推進法、次世代育
成支援対策推進法（平成15年法律第120号。以
下「次世代法」という。）及び青少年の雇用の促
進等に関する法律（昭和45年法律第98号。以下

「若者雇用促進法」という。）に基づく認定の取得
等をしたワーク・ライフ・バランス等推進企業を
加点評価することにより、これらの企業の受注機
会の増大を図る。【内閣府、厚生労働省、全省庁】

⑦ 企業における女性の活躍に関し、投資判断に有
用な企業情報の開示を促進するため、有価証券報
告書において企業の判断で行う情報開示の好事例
を収集し、周知する。【金融庁】

⑧ 企業における女性役員の登用に関し、企業にお
いて目標を設定し、行動計画を策定することを推
進するため、企業の好事例を含めた啓発資料等を
周知する。【内閣府】

⑨ 有価証券報告書に掲載された女性役員に係る情
報の集計及び開示の取組や女性役員の登用が進ん
でいない要因の調査等を通じ、女性の活躍に積極
的に取り組む企業が評価されることや、企業にお
ける女性役員登用・育成の課題の克服につながる
よう努める。【内閣府】

⑩ ジェンダー平等の推進と企業価値の向上の両
立に向けた行動指針として、国連グローバル・
コンパクトとＵＮ Ｗｏｍｅｎが策定した「女性
のエンパワーメント原則」（ＷＥＰｓ）及び国際
標 準 化 機 構（International Organization for 
Standardization）が発行した「ジェンダー平等
と女性のエンパワーメントの推進と実施のための
ガイドライン」（ＩＳＯ 53800）の普及を行う。【内
閣府】

⑪ 経営戦略の実現に必要な知・経験を持った人材
が、属性を問わず活躍することができる環境の整
備と、組織文化の醸成を行うことで、イノベーショ

ンを生み出し、価値創造につなげていく「ダイバー
シティ経営」について、経営陣の考え方や具体的
取組方法について示したレポートを各種支援ツー
ルと併せて企業に対して発信する。【経済産業省】

イ 女性の能力の開発・発揮のための
支援

① 長期的な視野から女性リーダーを養成していく
ため、学校等における女性リーダーの養成プログ
ラムの開講を促す。【文部科学省】

② 役員候補者となり得る女性人材のデータベース
「女性リーダー人材バンク」の利用者増加に向け
た取組の検討を行う。【内閣府】

ウ 女性起業家に対する支援等
① 女性がアクセスしやすい男女共同参画センター

等を女性の起業支援の拠点として、地方公共団体
において実施する、女性のための起業セミナーや
チャレンジショップ等の継続的な開催を通じた女
性起業家のネットワーク形成など、女性の起業支
援の取組を、地域女性活躍推進交付金を始めとす
る財政支援等により後押しする。【内閣府】

② 男女共同参画センター等の関係機関とも連携し
つつ、全国各地における女性起業家支援の好事例
についての横展開や女性起業家支援ネットワーク
の構築を図ることで、女性起業家を総合的に支援
する。【内閣府、経済産業省】

③ 女性の起業・創業の活性化や女性起業家の成長・
発展を促進するため、多様なロールモデルについ
て、関係機関等に周知・普及を図る。【内閣府】

④ 「女性、若者／シニア起業家支援資金」等によ
る資金調達支援を実施するほか、株式会社産業革
新投資機構による女性キャピタリストを採用・育
成する民間ファンドや女性起業家に積極的に投資
する方針の民間ファンドへの出資等を促進し、女
性の起業を引き続き後押しする。【経済産業省】

⑤ 女性も含めた後継者の事業承継を後押しし、中
小企業・小規模事業者の事業承継・Ｍ＆Ａを促す
ため、予算・税制等を含めた総合的な支援策を推
進する。また、その活用事例を展開していく。【経
済産業省】

⑥ ベンチャーキャピタル等の支援機関に対し、女
性起業家へのセクシュアルハラスメントを含めた
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ハラスメントの防止に関する周知等を実施する。
【経済産業省】

⑦ 令和６（2024）年10月に策定した｢ベンチャーキャ
ピタルにおいて推奨・期待される事項（ＶＣＲＨｓ）｣ 
において、広く内外機関投資家から資金調達を目
指すベンチャーキャピタルに対してハラスメント
防止を含めコンプライアンス管理の体制確保を推
奨しており、業界団体への周知などを通じて、こ
れらの浸透を図る。【金融庁、経済産業省】

⑧ 女性起業家に対するハラスメントも含め、相談
を受け付ける「みんなの人権110番」等について、
引き続き周知を図る。【内閣府、法務省、経済産
業省】

第５節 学術分野

ア 学術分野における女性の採用・登
用の促進及び研究力の向上

① 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法の適用がある事業主（大学を含む。）について
は、同法に基づく事業主行動計画の策定等の仕組
みを活用し、研究者として研究開発の分野で指導
的地位に占める女性の割合を高める等、女性の活
躍推進に向けた取組を推進するよう要請する。【内
閣府、文部科学省、厚生労働省、関係省庁】

② 第7期「科学技術・イノベーション基本計画」（令
和8年3月27日閣議決定）における数値目標を踏
まえ、学術分野における女性の登用に関する数値
目標の達成に向けて、各主体（大学、研究機関、
学術団体、企業等）が自主的に登用に関する目標
を設定し、その目標及び推進状況を公表するよう
要請する。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

③ 若手研究者含む女性研究者の比率向上や学長、
副学長及び教授における女性登用を促進するた
め、国立大学法人運営費交付金や私立大学等経
常費補助金を始めとする大学への資源配分におい
て、引き続きインセンティブを付与するとともに、
女性を含む様々な人材が活躍できる環境整備のた
め、現在の仕組みの効果や課題も踏まえつつ、必
要な施策を検討する。【文部科学省】

④ 男女共同参画会議、総合科学技術・イノベーショ

ン会議及び日本学術会議の連携を強化するととも
に、「統合イノベーション戦略2026」において、
男女共同参画及び女性活躍の視点を踏まえた具体
的な取組を明記する。【内閣府、関係省庁】

⑤ 国が関与する科学技術プロジェクト等における
積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の取
組を推進するなど、学術分野に係る政策・方針決
定過程への女性の参画を拡大する。【内閣府、文
部科学省】

⑥ 研究者及び研究補助者等に係る男女別の実態を
把握するとともに統計データを収集・整備し、分
野等による差異、経年変化を分析し、改善策を見
いだす。【内閣府、総務省、文部科学省、関係省庁】

イ 学術分野における女性人材の育成等
① 女性研究者の採用の拡大や研究現場を主導する

女性リーダーの育成に向けて、上位職へのキャリ
アパスの明確化、メンタリングを含めたキャリア
形成支援プログラムの構築、その他女性研究者の
採用及び登用に関する積極的改善措置（ポジティ
ブ・アクション）の取組について、大学、研究機
関、学術団体、企業等への普及を図る。【内閣府、
文部科学省、関係省庁】

② 女性研究者の就業継続や研究力の向上に向けた
女性研究者のネットワーク形成支援、メンター制
度の導入、ロールモデル情報の提供、定期的な研
修や相談窓口の活用及び各種ハラスメントのない
職場環境の整備等を促進する。【内閣府、文部科
学省、関係省庁】

③ 大学、研究機関、学術団体、企業等の経営層や
管理職が多様な人材を生かした経営の重要性を理
解し、女性研究者の活躍推進に積極的に取り組む
よう、男女共同参画に関する研修等による意識改
革を促進する。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

④ 男女双方に対する研究と出産・育児、介護等と
の両立支援や、女性研究者の研究力向上及びリー
ダー経験の機会の付与、博士後期課程へ進学する
女子学生への支援の充実等を一体的に推進する、
ダイバーシティ実現に取り組む大学等を支援す
る。【文部科学省】
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ウ 研究活動と育児・介護等の両立に
対する支援及び環境整備

① 大学、研究機関、企業等において、男女の研究
者・技術者が正規・非正規等の雇用形態を問わず
に仕事と育児・介護等を両立できるようにするた
め、長時間労働の解消、短時間勤務やフレックス
タイム勤務、テレワークによる多様な働き方の推
進、育児・介護等に配慮した雇用形態や両立支援
制度の確立、キャリアプランや育児・介護等に関
する総合相談窓口の設置など保育・介護サービス
や病児・延長保育の確保等を促進する。【こども
家庭庁、文部科学省、厚生労働省、関係府省】

② 男女の研究者向けの柔軟な勤務体制の構築や
研究支援員の配置、家族帯同に関する支援制度な
ど、女性研究者のみでなく男女が共に育児や介護
を担っていくことへの支援を積極的に進める大学
等を支援する。【文部科学省】

③ 出産・育児・介護等により研究から一時的に離
脱せざるを得ない場合において、研究期間中の研
究中断・中断後の研究再開ができるよう、各事業
の公募要領等に記載する等の取組を推進する。【内
閣府、文部科学省、関係省庁】

④ 若手研究者向け支援事業の公募要領における年
齢制限等において、出産・育児・介護等により研
究から一時的に離脱した者が不利な取扱いを受け
ないよう、各事業の公募要領に記載する等の取組
を推進する。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

⑤ 博士の学位取得者で優れた研究能力を有する者
が、出産・育児による研究中断後、円滑に研究現
場に復帰することができるよう支援する。【文部
科学省】

エ 大学や研究機関におけるハラスメ
ントの防止

① 大学や研究機関に対して、各種ハラスメントの
防止のための取組が進められるよう必要な情報提
供等を行うなど、各種ハラスメント防止等の周知
徹底を行う。また、各種ハラスメントの防止のた
めの相談体制の整備を行う際には、第三者機関の
設置を含めた第三者的視点に加え、性別割合に配
慮した担当者を配置するなど、真に被害者の救済
となるようにするとともに、被害者の学修・研究

環境を守る取組、再発防止のための改善策等が大
学運営に反映されるよう促す。また、雇用関係に
ある者の間だけでなく、学生等関係者間も含めた
防止対策の徹底を促進する。【文部科学省、関係
府省】

第６節 教育・スポーツ・メディア等

ア 教育分野
① 管理職を含む学校関係者が男女共同参画の意義

を理解し、女性管理職登用を促進するため、研修
プログラムの周知・普及を行うことで学校での研
修機会の充実を図る。【文部科学省】

② 独立行政法人教職員支援機構が実施する校長、
副校長・教頭等、及び中堅教員・次世代リーダー
教員が参加する各種研修において、女性教職員の
参加割合の目標を25％に設定するなど、女性教職
員の積極的な参加を引き続き促進する。【文部科
学省】

③ 独立行政法人男女共同参画機構（以下「男女共
同参画機構」という。）において、教育長、教育
委員、教育委員会や教育センターの職員、学校の
管理職等が、学校における男女共同参画に関する
現状・課題を把握し、女性の管理職登用促進や教
職員のキャリア形成支援等の意義・必要性につい
て理解を深め、地域の実情に合わせた課題解決の
方策を検討できるよう研修や教育・学習支援等を
実施する。また、研修を効果的なものとするため
現状の把握と課題の抽出のためのアンケート調査
を行う。【内閣府、文部科学省】

④ 各教育機関や教育関係団体における意思決定層
への女性の登用について、具体的な目標設定を行
うよう要請する。その際、学校に関しては校長と
副校長・教頭のそれぞれについて目標設定を行う
よう促す。【文部科学省】

⑤ 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法に基づき、特定事業主である教育委員会や一般
事業主である学校法人における女性管理職比率の
公表等を通じた女性の管理職登用に向けた取組等
を推進する。【内閣府、文部科学省、厚生労働省】

⑥ 管理職選考について女性が受けやすくなるよ
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う、教育委員会における検討を促す。【文部科学省】
⑦ 女性管理職の割合が高い地方公共団体における

取組の好事例の横展開を図る。【文部科学省】
⑧ 教職員の男女が共に仕事と育児・介護等の両立

を図ることができるよう、勤務時間管理の徹底や
業務の明確化・適正化等の働き方改革、男性の育
児休業取得促進やマタニティハラスメント防止等
の両立支援を進める。なお、その際、育児・介護
休業法、次世代法その他の労働関係法令は学校法
人についても適用されることに留意する。【文部
科学省】

⑨ 学校運営に地域の声を反映するために設置する
ことが努力義務となっている学校運営協議会の委
員の構成について、女性の登用を推進するよう教
育委員会に促す。【文部科学省】

⑩ 大学や研究機関に対して、各種ハラスメントの
防止のための取組が進められるよう必要な情報提
供等を行うなど、各種ハラスメント防止等の周知
徹底を行う。また、各種ハラスメントの防止のた
めの相談体制の整備を行う際には、第三者機関の
設置を含めた第三者的視点に加え、性別割合に配
慮した担当者を配置するなど、真に被害者の救済
となるようにするとともに、被害者の学修・研究
環境を守る取組、再発防止のための改善策等が大
学運営に反映されるよう促す。また、雇用関係に
ある者の間だけでなく、学生等関係者間も含めた
防止対策の徹底を促進する。（再掲）【文部科学省、
関係府省】

イ スポーツ分野
① スポーツ指導者における女性の参画を促進する

ため、競技団体や部活動等の指導者を目指す女性
競技者等を対象として、コーチングのための指導
プログラムを活用し、女性特有の身体的特徴や、
ニーズ等への配慮、ハラスメント等についての研
修を実施する。【文部科学省】

② 「スポーツ団体ガバナンスコード」で設定され
た女性理事の目標割合（40％以上）達成に向けて、
各中央競技団体における目標設定及び具体的方策
の実施を促し、女性理事のいない各中央競技団体
をなくすための支援を行う。【文部科学省】

③ 地域の実態や住民のニーズに応じたスポーツに
関する指導ができる人材について、各地方公共団体

が養成・活用に努めるよう支援する。【文部科学省】
④ 女性競技者に対する男性指導者等からのセク

シュアルハラスメントや性犯罪の防止に向けた取
組を推進する。【文部科学省】

⑤ 競技者に対する性的意図を持った写真や動画の
撮影・流布などによるハラスメントの防止に向け
た取組を推進する。【文部科学省】

⑥ 「スポーツ団体ガバナンスコード」に基づき、各
スポーツ団体における、競技者等に対する各種ハ
ラスメント根絶に向けたコンプライアンス教育の
実施を推進する。【文部科学省】

ウ メディア分野
① メディア分野等における意思決定過程への女性

の参画拡大に関する取組の好事例を周知する。【内
閣府】

② 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏ま
えた目標設定、目標達成に向けた取組を内容とす
る事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に関す
る情報公表等の女性活躍推進法に基づく取組によ
り、企業等が行う積極的改善措置（ポジティブ・
アクション）等の女性活躍に向けた取組を促進す
るとともに、令和７（2025）年に改正された女性
活躍推進法に基づき、男女間賃金差異及び女性管
理職比率の公表等の新たに義務付けられた取組内
容について、あらゆる機会を通じて事業主に対し
周知し、円滑な施行及び実効性の確保を図る。（再
掲）【内閣府、厚生労働省】

③ メディア分野のハラスメント防止に向けて、
・ ハラスメント防止に関する環境についての意

思疎通を図る。
・ メディア分野の経営者団体等に対して、ハラ

スメント防止に関する政府の取組を周知すると
ともに、メディア分野における政策・方針決定
過程への女性の参画拡大などについての要請を
行う。【内閣府、全省庁】

第７節 専門・技術職、各種団体等

① 役員登用に自主的なクオータ制を導入するなど
女性登用を促進する積極的改善措置（ポジティブ・
アクション）を実施している職能団体等を参考に、
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第１節
積極的改善措置（ポジティブ・アク
ション）の推進等による女性の参画
拡大・男女の均等な機会の確保

① 雇用管理の各ステージにおける性別を理由とす
る差別、婚姻、妊娠・出産等を理由とする不利益
取扱いについて、法違反があった場合には是正指
導を行うなど、雇用の分野における男女の均等な
機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年
法律第113号。以下「男女雇用機会均等法」とい
う。）の履行確保に取り組むとともに、労使紛争
があった場合には紛争解決の援助制度及び調停を
活用し、円滑な紛争解決を図る。【厚生労働省】

② コース等で区分した雇用管理制度を導入してい
る企業に対して、実質的な男女別雇用管理となら
ないようコース別雇用管理についての指針や間接
差別となるおそれがある措置を定めた省令の周知
徹底を図る。【厚生労働省】

③ 男女雇用機会均等法等の関係法令や、制度につ
いて、労使を始め社会一般を対象として幅広く効
果的に周知啓発を行う。また、学校等の教育機関
においても、男女の平等や相互の協力、男女共同
参画の重要性等についての指導を通じて、その制
度等の趣旨の普及に努める。【文部科学省、厚生
労働省】

④ 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏ま
えた目標設定、目標達成に向けた取組を内容とす
る事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に関す
る情報公表等の女性活躍推進法に基づく取組によ
り、企業等が行う積極的改善措置（ポジティブ・
アクション）等の女性活躍に向けた取組を促進す
るとともに、令和７（2025）年に改正された女性

活躍推進法に基づき、男女間賃金差異及び女性管
理職比率の公表等の新たに義務付けられた取組内
容について、あらゆる機会を通じて事業主に対し
周知し、円滑な施行及び実効性の確保を図る。（再
掲）【内閣府、厚生労働省】

⑤ 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法の施行後５年の見直しについて、取組の進捗を
確認した上で必要な対応を図る。【内閣府、厚生
労働省】

⑥ 公共調達において、女性活躍推進法、次世代法
及び若者雇用促進法に基づく認定の取得等をした
ワーク・ライフ・バランス等推進企業を加点評価
することにより、これらの企業の受注機会の増大
を図る。（再掲）【内閣府、厚生労働省、全省庁】

⑦ 企業向けの相談会・説明会の実施や個別企業訪
問により女性の活躍推進に向けた取組を行う中小
企業を支援する。【厚生労働省】

⑧ 中小企業等を対象として、女性の活躍推進に関
する自社の課題を踏まえた取組内容の在り方、男
女間賃金差異の要因分析等について、個別企業の
雇用管理状況に応じたコンサルティングを実施す
る。【厚生労働省】

⑨ 職場における固定的な性別役割分担意識や、無
意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）は
女性のキャリア形成の障壁ともなっており、その
解消のための周知啓発や、学生等を対象とした
キャリア形成支援等に関する周知啓発等を行い、
職業生活における女性の活躍推進を促す。（再掲）

【厚生労働省】
⑩ キャリアコンサルティング面談と多様なキャリ

ア研修などを組み合わせたキャリア形成支援を体
系的・定期的に実施したい企業に対して、制度の

各団体において自主的かつ実効的な積極的改善措
置（ポジティブ・アクション）が進むよう促す。【内
閣府】

② 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進

法に基づき、一般事業主である各団体等の更なる
取組を促す。【内閣府、関係省庁】

③ 各分野における関連施策を着実に実施し、女性
の参画拡大を推進する。【関係府省】

女性の所得向上の実現と経済的
自立に向けた環境整備第� 章３
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導入支援を実施する。【厚生労働省】
⑪ 経済社会の変化に対応する労働者の学び・学び

直しを支援するため、教育訓練給付金制度におけ
るデジタル分野等の講座の拡大と教育訓練を受講
しやすい環境整備を図る。

あわせて、労働者の主体的な能力開発を一層支
援する観点から、雇用保険被保険者が自発的に教
育訓練を受けるための無給の休暇を取得した場合
に、基本手当に相当する給付として、賃金の一定
割合を支給する教育訓練休暇給付金や、雇用保険
被保険者ではない等の要件を満たす者が教育訓練
を受講する場合に教育訓練費用と教育訓練期間中
の生活費を融資するリ・スキリング等教育訓練支
援融資について、引き続き周知徹底を図る。【厚
生労働省】

⑫ 組織における指導的立場を目指すなど、女性が
社会で更に活躍するためのスキル等の向上を目的
とした教育プログラムの開発・普及等を促進する。

【文部科学省】
⑬ 短時間勤務制度利用者の育児期におけるキャリ

ア形成を促進する観点から、次世代法に基づく一
般事業主行動計画において、育児休業制度や短時
間勤務制度等を利用しても中長期的に処遇上の差
を取り戻すことが可能となるような昇進基準及び
人事評価制度の見直しに向けた取組を盛り込むこ
とが望ましい旨、「行動計画策定指針」（平成26
年内閣府・国家公安委員会・文部科学省・厚生労
働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環
境省告示第１号）において示されていることの周
知を図る。【厚生労働省】

⑭ 短時間正社員を含む「多様な正社員」制度につ
いては、人事評価の方法を含む各企業の実情に応
じた雇用管理等について、好事例の収集・周知に
取り組む。【厚生労働省】

⑮ 管理職登用に向けた人材育成のため、非管理
職の女性に対するメンター制度導入やロールモデ
ルの提供・提示、管理職に必要なスキルを習得す
る勉強機会の提供を目的とした研修の実施に向け
て、マニュアルや好事例の周知啓発等の支援を行
う。【厚生労働省】

⑯ 管理職の時間外・休日労働の実態も踏まえ、管
理職を含む長時間労働の改善に係る対応を検討す
る。（再掲）【厚生労働省】

⑰ 女性を含む多様な人材の活躍を通じ、人手不
足の解消や生産性向上を始めとする企業価値の向
上を実現するため、ダイバーシティ経営を推進す
る企業の好事例の周知啓発を行うとともに、ダイ
バーシティ経営の実践に向けた支援を実施する。

【経済産業省】
⑱ 管理職、更には役員へという女性登用のパイプ

ライン構築に向けて、好事例の横展開等により、
企業への周知啓発を図る。【内閣府】

⑲ 観光産業における人材の確保と定着、経営力強
化・生産性向上に向けて、経営戦略や組織マネジ
メント等の知識・技能を備えた、観光地・観光産
業をけん引する人材育成のため、教育プログラム
を充実させるとともに、普及啓発を図る。【国土
交通省】

⑳ 建設産業、海運業、自動車運送事業等（トラッ
ク運転者、バス運転者、タクシー運転者、自動
車整備士）、女性の少ない業種・職種において、
ＩＣＴの活用による生産性向上や多様な人材が働
きやすい環境の整備等により、女性の就業及び定
着を促進する。【厚生労働省、国土交通省】

第２節 非正規雇用労働者の正社員
転換・待遇改善の推進

ア 同一労働同一賃金、正規雇用労働
者への転換等の推進

① 同一労働同一賃金の遵守の徹底に向けて、施行
状況の積極的な確認等による短時間労働者及び有
期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律

（平成５年法律第76号）の履行確保を図るととも
に、非正規雇用労働者の待遇改善に取り組む企業
に対するコンサルティングを実施する。また、待
遇差が問題となり得る事案を労働基準監督署が把
握した場合に、都道府県労働局の指導につなげる
とともに、基本給・賞与の差の根拠の説明が不十
分な企業等へ文書で要請を行うほか、集団指導等
の場において、同一労働同一賃金の遵守の更なる
徹底を要請する。【厚生労働省】

② 有期雇用労働者等の非正規雇用労働者の企業内
におけるキャリアアップを促進するため、正社員
転換、処遇改善の取組を実施した事業主に対して
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助成を行う。【厚生労働省】
③ 派遣労働者の同一労働同一賃金の遵守の徹底に

ついては、派遣元事業主及び派遣先の連携・協力
の下で、派遣労働者が能力を発揮し、公正な待遇
を得て働ける環境の整備を図る。【厚生労働省】

④ 同一労働同一賃金の施行状況を勘案しつつ制度
見直しについて検討を行った労働政策審議会同一
労働同一賃金部会の報告を踏まえ、「同一労働同
一賃金ガイドライン」の更なる明確化や、労働者
に対する待遇に関する説明義務の改善等を図る省
令、指針等の改正を行い、その改正内容の円滑な
施行等に向けた周知・広報等に取り組む。【厚生
労働省】

⑤ 無期労働契約への転換（無期転換ルール）の周
知徹底を図るとともに、無期転換ルールの受け皿
となる「多様な正社員」制度について、企業の取
組事例の周知や正社員転換制度の整備に係る支援
等により、正社員転換を後押しする。【厚生労働省】

⑥ 適切な価格転嫁と生産性向上支援等により、最
低賃金を含む賃上げを可能とする環境整備を進め
ていくとともに、中小企業が最低賃金引上げ等の
事業環境変化に円滑に対応できるよう、相談体制
を含めた賃上げしやすい環境整備に取り組む。【厚
生労働省、経済産業省】

⑦ 同一労働同一賃金の実現に向けて、「同一労働
同一賃金ガイドライン」や各種マニュアルの周知
徹底を行うとともに、支援ツールの活用促進を図
る。【厚生労働省】

⑧ 行政機関で働く非常勤職員3について、育児休業
や介護休暇等の制度の周知・普及を図るとともに、
非常勤職員の制度の趣旨、勤務の内容に応じた処
遇が確保されるよう、引き続き配慮や助言を行う。

【内閣官房、総務省、（人事院）】

イ 非正規雇用労働者に対するリ・ス
キリングの推進

① 非正規雇用労働者が自らのキャリアについて主
体的に考え、自身の能力開発の目標や身につける
べき能力を確認する機会を提供する。【厚生労働
省】

② 雇用保険の給付を受けられない方に対して、安

3	 国の期間業務職員等や地方の会計年度任用職員をいう。

定した雇用につなげるため、無料の職業訓練と生
活支援の給付金等を通じた支援を実施する。【厚
生労働省】

③ 職業訓練等の機会が少ない非正規雇用労働者
が、離職することなく、働きながら学ぶことで、
より待遇の高い仕事に挑戦できるよう、オンライ
ン訓練の環境整備を図る。【厚生労働省】

④ アルバイト・パート社員の正社員登用に向けて、
雇用型訓練を実施したい企業に対して、キャリア
コンサルタントによるジョブ・カードを活用した
個別相談の実施、キャリアコンサルタントの派遣
等による支援を実施する。【厚生労働省】

⑤ 非正規雇用労働者等に対し、職務に関連した専
門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練
等を実施した事業主に対して助成を実施する。【厚
生労働省】

⑥ 非正規雇用労働者のキャリア形成に資する効果
的な支援を提供できるよう、キャリアコンサルタ
ントに対して多様な働き方に応じたキャリア形成
支援に関わる課題、支援に有用な支援制度等、必
要な知識・技能を付与する研修を提供する。【厚
生労働省】

⑦ 在職者に対して、キャリア相談対応からリ・ス
キリング提供、転職支援までを一体的に実施する
民間事業者が行う取組を支援する。【経済産業省】

⑧ デジタル分野におけるジェンダー・ギャップを
解消するため、就労やキャリアアップ、起業等に
直結するデジタルスキルの習得支援及びデジタル
分野への就労支援並びにこれらを支える社会基
盤・環境の整備に取り組み、地域女性活躍推進交
付金を始めとする財政支援その他の支援により後
押しする。また、官民で実施している効果の高い
デジタルスキル習得支援や就労支援などの優良事
例を事例集により周知・啓発し、全国各地域への
横展開を図る。【内閣府、関係省庁】

⑨ 就職氷河期世代を含む中高年層は、非正規雇用
期間が長く、能力開発機会が乏しいため、処遇面
も含めて現在も厳しい状況に置かれている方々が
一定数存在している。このため、国・地方公共団
体と民間団体が一体となり、安定就労の実現に向
けた支援を実施する。【厚生労働省】

              



209

第
３
章

女
性
の
所
得
向
上
の
実
現
と
経
済
的
自
立
に
向
け
た
環
境
整
備

第３節
多様な働き方における就業
環境の整備、再就職等への
支援

ア フリーランス、副業・兼業等への
支援

① 特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する
法律（令和５年法律第25号。以下「フリーランス・
事業者間取引適正化等法」という。）の周知を図
るとともに、特定受託事業者（フリーランス）か
ら同法に違反する事実がある旨の申出があった場
合等には調査等適切に対応することを通して履行
確保を図る。また、フリーランス・事業者間取引
適正化等法に規定する特定受託事業者が行う事業
を、令和６（2024）年11月から労働者災害補償
保険法（昭和22年法律第50号）の特別加入制度
の対象としたことから、積極的な周知・広報を図
る。【公正取引委員会、厚生労働省、経済産業省】

② 副業・兼業における労働時間管理、健康管理等
を示したガイドラインや、簡便な労働時間の管理
方法、企業の取組事例等を周知啓発する。【厚生
労働省】

③ 女性が家族従業者として果たしている役割に鑑
み、事業所得等の適切な申告に向けた取組を進め
ながら、税制等の各種制度の在り方を検討する。

【財務省】
④ 家内労働手帳の普及、工賃支払の確保、最低工

賃の決定及び周知、労災保険特別加入の促進等に
より家内労働者の労働条件の改善を図る。【厚生
労働省】

イ 再就職等に向けた支援
① 子育て中の女性等を対象に、多様な求職者の

ニーズに応じた職業訓練及び就職支援を実施する
とともに、育児等の家庭の事情により制約がある
場合でも、託児サービス付きの訓練コースを提供
する等により職業訓練が受講しやすい環境の整備
を図る。【厚生労働省】

② 社会人や企業等のニーズに応じた、大学等にお
ける実践的・専門的なプログラムを文部科学大臣
が認定する制度を推進するとともに、社会人の学
びを支援する各種制度や、女性のための学び直し

等に関する情報提供及び学習歴の可視化・キャリ
アアップへの活用に関する取組等を通じて、社会
人が効率的に情報収集できる環境の創出・普及を
図る。【文部科学省】

③ 中小企業・小規模事業者が抱える経営課題の解
決に向け、女性を含む多様な人材の確保・育成・
活用や職場環境改善による人材の定着を図るた
め、人材戦略の検討・策定・実行のための取組に
ついて調査・分析を実施する。【経済産業省】

第４節 ハラスメントに係る意識啓発�
及び防止対策の徹底

① 企業におけるハラスメント防止措置の推進を図
るため、説明会の開催や総合的なハラスメントの
対策を促すパンフレットの配布等による周知啓発
を図るほか、12月の「職場のハラスメント撲滅月
間」においてシンポジウムの開催等集中的な広報・
啓発を行う。【厚生労働省】

② 令和７（2025）年に改正された労働施策総合
推進法に基づき、職場におけるハラスメントを
行ってはならないことについて国民の規範意識を
醸成するために、啓発活動を行うとともに、職場
におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・出産
等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関
するハラスメント及びパワーハラスメントの防止
措置を定めた男女雇用機会均等法、育児・介護休
業法、労働施策総合推進法及びそれらに基づく指
針の履行確保に取り組む。【厚生労働省】

③ 令和７（2025）年の労働施策の総合的な推進
並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等
に関する法律等の一部を改正する法律（令和７年
法律第63号）により、カスタマーハラスメント
及び求職者等に対するセクシュアルハラスメント
を防止するために事業主に雇用管理上必要な措置
を義務付けることとした改正労働施策総合推進法
及び改正男女雇用機会均等法の円滑な施行を図る
ため、周知・理解促進を図る。あわせて、令和８

（2026）年10月１日の施行後の履行確保に取り組
む。【厚生労働省】

④ 就職活動中の学生に対するセクシュアルハラ
スメントについて、学生の就職・採用活動開始時
期等に関する調査において実態を把握するととも
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第１節 生涯にわたる男女の健康の
包括的な支援

ア 包括的な健康支援のための体制・
環境の整備

① 女性の身体的・精神的な健康及び性差医学に関
する調査・研究を進めるとともに、性差に配慮し
た医療（性差医療）に関する普及啓発、医療体制
整備、女性の健康について包括的な支援施策を推
進する。【こども家庭庁、厚生労働省】

② 年代に応じて女性の健康に関する教育及び啓発
を行うとともに、女性の健康の増進に関する情報
の収集及び提供を行う体制を整備するために必要
な措置を講じ、女性が健康に関する各種の相談、
助言又は指導を受けることができる体制を整備す
る。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省】

③ 女性の健康総合センターにおいて、研究や情報
発信、診療体制の充実を進める。さらに、同セン
ターを司令塔として、女性特有の疾患について、
診療拠点の整備や研究、情報発信の強化に取り組
むとともに、自治体等における女性の健康相談支
援体制の構築・強化を進め、その成果を全国に広
げる。【厚生労働省】

④ 女性の健康総合センターを中心として、国立研究
開発法人日本医療研究開発機構（Japan Agency 
for Medical Research and Development。 以

下「ＡＭＥＤ」という。）や関係府省の各種研究
事業を活用しながら、妊娠・出産を含めた女性の
生涯にわたる健康課題に関わる研究等に取り組む
とともに、リテラシーの向上も図りながら、「ジェ
ンダード・イノベーション」を推進する。【こども
家庭庁、厚生労働省】

⑤ 女性の心身の特性に応じた保健医療サービスを
専門的・総合的に提供する体制の整備（例：女性
の専門外来、総合診療を行う医療体制の整備）、
福祉等との連携（例：心身を害した女性を治療す
る医療施設と民間シェルター、自立支援施設等と
の連携）等を推進する。【厚生労働省】

⑥ 女性が必要な医療を適切に受けられるように、
産婦人科の受診に対する心理的なハードルを下げ
るための方策について、オンライン診療の活用等
を含め、研究課題として取り上げる。【厚生労働省】

⑦ 性別を問わず、適切な時期に、性や健康に関す
る正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めたライフ
デザイン（将来設計）や将来の健康を考えて健康
管理を行うプレコンセプションケアについては、
生涯を通じて健康に過ごすためにも重要な取組で
ある。関係省庁や関係機関と連携し、政府一丸と
なって、「プレコンセプションケア推進５か年計画」

（令和７年５月22日プレコンセプションケアの提
供のあり方に関する検討会決定）に基づき、社会
全体での認知度向上と支援体制の整備等に取り組
んでいく。また、性と健康の相談センターにおい

に、経済団体・業界団体や大学等に対して周知啓
発を実施する。【内閣官房、内閣府、文部科学省、
厚生労働省、経済産業省】

⑤ フリーランス・事業者間取引適正化等法の施行
状況を踏まえつつ、発注事業者が同法におけるフ
リーランスに対するハラスメント対策を円滑に実
施できるよう、引き続き発注事業者に対する周知・
啓発を行うとともに、同法違反の申出があった場
合等には調査等適切に対応することを通して履行

確保を図る。
また、業務委託におけるハラスメントに関する

ものも含め、フリーランスが発注事業者から業務
委託を受けた際に発生したトラブルに関する相談
を受け付ける「フリーランス・トラブル110番」
について、引き続き周知を図る。【厚生労働省】

⑥ 上記のほか、「第６次男女共同参画基本計画」
第２分野等におけるハラスメントに係る取組を推
進する。【全府省、（人事院）】

生涯を通じた男女の健康への支援第� 章４
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ては、思春期、妊娠、出産等のライフステージに
応じた相談支援等を継続的に実施する。あわせて、
プレコンセプションケアの情報発信等を図る。【こ
ども家庭庁、文部科学省、厚生労働省、経済産業
省】

⑧ 女性の心身に多大な影響を及ぼす暴力や貧困等
の社会的要因と、女性の疾患や生活習慣との因果
関係について調査を行うなど、女性の生涯にわた
る健康維持に向けた保健医療の在り方等に関する
調査研究を推進する。その成果の普及啓発に当
たっては、行動科学の専門家の知見も活用し、必
要な層に必要な情報を効果的に届ける方法を検討
する。あわせて、子宮頸がん検診・乳がん検診の
受診率及び精密検査受診率の更なる向上に向け、
科学的知見に基づき女性の負担にも配慮した乳が
ん検診の推進、がん検診の個別の受診勧奨・再勧
奨、子宮頸がん検診・乳がん検診のクーポン券の
配布、精密検査未受診者への再勧奨を行う。また、
がんを始めとする疾患についても、治療と仕事を
両立できる環境を整備する。【こども家庭庁、厚
生労働省】

⑨ 予期せぬ妊娠の可能性が生じた女性に対し、緊
急避妊薬に関する専門の研修を受けた薬剤師の十
分な説明の上で、緊急避妊薬を処方箋なしに販売
可能になったことを踏まえ、緊急避妊薬を販売す
る薬局等において、必要に応じて地域の相談支援
機関や医療機関等を紹介する等、適切な対応がで
きる連携体制を整備する。【内閣府、こども家庭庁、
厚生労働省】

⑩ 女性の健康の包括的支援に必要な保健、医療、
福祉、教育等に係る人材の確保、養成・資質の向
上及び連携を図るとともに、各大学の医学教育に
おいて、性差を考慮した医療に関する教育の充実
を促すための検討を行う。【こども家庭庁、文部
科学省、厚生労働省】

⑪ 成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦
に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するた
めの施策の総合的な推進に関する法律（平成30
年法律第104号）に基づき、妊娠期から子育て期
に至るまでの切れ目のない支援の在り方の検討な
どを推進する。【こども家庭庁】

⑫ 不適切養育などの成育歴や、生きづらさや社会
的孤立などの背景を理由とした、覚醒剤・大麻等

の乱用者も認められることから、末端乱用者への
再乱用防止対策及び社会復帰支援施策等を推進す
る。【警察庁、法務省、厚生労働省】

⑬ 生涯を通じた健康づくりのため、運動習慣の定
着や身体活動量の増加に向けた取組を推進する。

【厚生労働省】
⑭ 保険者努力支援制度など、各保険者等のインセ

ンティブ制度において、女性の健康に関する取組
を実施していることを評価したり、乳がん、子宮
頸がんに特化した平均受診率を評価したりするこ
との現状を踏まえ、更なる検討を行う。【厚生労
働省】

⑮ 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法等を踏まえて設計を行った保険者等へのインセ
ンティブの効果を検証する。【厚生労働省】

⑯ 「健康寿命をのばそう！アワード」において、女
性の健康支援も含め健康づくりについて優れた取
組を行っている団体を表彰し、厚生労働省ホーム
ページに受賞例として公表する。【厚生労働省】

⑰ 自治体検診における子宮頸がん検診について、
「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため
の指針」（平成20年３月31日付け厚生労働省健
康局長通知別添）で推奨されているＨＰＶ検査単
独法の実施に取り組む地方公共団体を支援する。

【厚生労働省】
⑱ 経済的な理由等により生理用品を購入できない

女性がいるという「生理の貧困」は、女性の健康
や尊厳に関わる重要な課題である。このため、地
域女性活躍推進交付金により、地方公共団体が女
性への寄り添った相談支援の一環として行う生理
用品の提供を支援する。また、地域女性活躍推進
交付金を活用した取組や各地方公共団体による独
自の取組についての調査・公表を通じ、各地方公
共団体における「生理の貧困」に係る取組の横展
開及び生理用品を必要とする女性の必要な情報に
基づくアクセスの向上を促進する。【内閣府】

⑲ 女性競技者の三主徴（利用可能エネルギー不足、
運動性無月経、骨粗しょう症）に対応した医療・
科学サポート体制の確立に向けた取組を推進する
とともに、女性競技者や指導者に対する啓発を実
施する。【文部科学省】

⑳ 関係省庁、地方公共団体、スポーツ団体、経済
団体、企業等で構成するコンソーシアムを設置し、
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加盟団体が連携・協同して、身近な地域で健康づ
くりを図るための環境整備を行う等、女性におけ
る運動・スポーツへの参加促進に向けた取組を推
進する。【文部科学省】

㉑ 男性自殺者が女性自殺者の約２倍である4ことも
踏まえ、「自殺総合対策大綱」（令和４年10月14
日閣議決定）に基づいた対策に引き続き取り組む。

【厚生労働省】

イ フェムテックの推進
① 企業における製品の研究開発において、性差の

視点を取り入れる「ジェンダード・イノベーション」
を促進する。

セルフチェック、セルフケアを促進するため、
フェムテック事業者が、医療機関や、女性の健
康総合センター、その他研究機関等と連携し、
ＡＭＥＤの補助金等も活用しながら、ニーズの把
握、製品開発を行うことができる取組を推進する。

医薬品、医療機器の研究開発プロセスにおいて
も、女性特有の健康課題に留意するよう、独立行
政法人医薬品医療機器総合機構（Pharmaceuticals 
and Medical Devices Agency）の相談における指
摘等を通じて、製薬業界における取組を促進する。

承認審査に当たっても、諸外国の取組も参考に、
女性の身体にどのような影響があるかという点に
も着目するよう留意する。

根拠に基づく良質なフェムテックサービス・製
品が評価され、社会に普及するような環境整備が
必要であり、利用者の安全性への配慮が特に必要
と考えられる分野の製品について、製品の品質や
広告表現等に関するガイドラインを策定・拡充す
べく、既に設置されている産官のワーキング・グ
ループの場などを活用して引き続き検討する。【厚
生労働省、経済産業省】

② 質の担保されたフェムテック関連機器、サービ
ス等が消費者に届くよう、第三者認証や自己宣言
などを含む品質担保スキームについて、業界団体
等における検討を支援する。【経済産業省】

③ 地方公共団体が、令和７（2025）年度補正予
算において創設された地域未来交付金の申請に
当たって参照する要綱や記載例などの資料におい

4	 厚生労働省・警察庁「令和７年中における自殺の状況」。

て、フェムテック製品の活用を含む女性の健康に
関する取組なども対象であることが明確にわかる
よう示す。【内閣府】

ウ 妊娠・出産・産後ケアに対する支援
① 妊娠・出産・産後の経済的負担の軽減のため、

第221回国会（令和８（2026）年）に提出した
健康保険法等の一部を改正する法律案を踏まえ、
産科医療機関等の経営実態等にも十分配慮しなが
ら、医療保険制度における出産に対する新たな給
付体系の導入等に向け、必要な準備を進める。【厚
生労働省】

② 市町村において妊婦等に対してなるべく早期の
妊娠届出を促すことや、妊婦健診等の保健サービ
スの推進、出産育児一時金及び産前産後休業期間
中の出産手当金、社会保険料免除などにより、妊
娠・出産期の健康管理の充実及び経済的負担の軽
減を図る。【こども家庭庁、厚生労働省】

③ 性と健康の相談センターにおいて、不妊治療や
不育症治療に関する情報提供や相談体制の整備を
推進する。【こども家庭庁】

④ 不妊治療と仕事の両立に関する環境整備に取り
組む中小企業に対して助成を行うとともに、事業
主や人事部門向けのマニュアル等の作成・周知、
企業等を対象とした研修会の実施等を通じて、不
妊治療と仕事との両立に関する理解を深め、不妊
治療を受けやすい職場環境整備を推進する。【厚
生労働省】

⑤ 地域やサービスの条件を設定して、出産を取り
扱う病院等を検索することができる「出産なび」
について、ユーザビリティの改善と認知度向上に
努めつつ、掲載情報の充実を更に進める。【厚生
労働省】

⑥ 「出産なび」に蓄積された施設・医療機関のデー
タを活用し、官民でのデータ利活用や民間におけ
る国への政策提言に活用する体制について、デー
タの利用許諾等の観点で問題がないかなどに配慮
しつつ、検討を進める。【厚生労働省】

⑦ 妊婦が正しい理解の下、希望に応じて安全で質
の高い無痛分娩を選択できるよう、環境の整備を
進める。【厚生労働省】
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⑧ 令和７（2025）年度から産後ケア事業が子ども・
子育て支援法（平成24年法律第65号）の「地域
子ども・子育て支援事業」に位置付けられたこと
に基づき、都道府県負担の導入や都道府県による
広域調整等を踏まえた産後ケア事業の体制整備を
着実に進める。また、産後ケア事業実施により女
性の健康に与える影響について調査を行うととも
に、産後ケア事業の利用率の向上に向け、継続的
に事業の運用改善に取り組む。【こども家庭庁】

⑨ Public Medical Hub（ＰＭＨ：自治体・医療
機関等をつなぐ情報連携システム）内における産
後ケア利用料の償還払い手続のデジタル完結を実
現する等、自治体関係者の負担軽減に努める。【こ
ども家庭庁】

⑩ 小児・ＡＹＡ世代（Adolescent and Young 
Adult：思春期・若年成人）のがん治療に伴う不
妊に対しても、引き続き支援を行う。【厚生労働省】

⑪ 性と健康の相談センターなどにおいて、予期せ
ぬ妊娠に関する悩みに対し、専門相談員を配置す
るなどして相談体制を強化し、市町村や医療機関
への同行支援や、学校や地域の関係機関と連携す
る。特に、出産前後に配慮を要する場合や、暴力、
貧困、孤立、障害等の困難を抱える場合において
は、より手厚い支援を行えるようにする。

また、家庭生活に支障が生じている特定妊婦や
出産後の母子等の支援の強化を図るため、妊産婦
等生活援助事業において、一時的な住まいや食事
の提供、その後の養育等に係る情報提供や、医療
機関等の関係機関との連携を行う。【こども家庭
庁、厚生労働省】

⑫ 産後うつの早期発見など出産後の母子に対する
適切な心身のケアを行うことができるよう、「こど
も家庭センター」等の関係機関と連携しつつ、地
域の実情に応じ、産後ケア事業の全国展開や産
前・産後サポートの実施を通じて、妊産婦等を支
える地域の包括支援体制を構築する。シングルマ
ザーを始め、出産・育児において、家族・親族の
支援を得られにくい女性に対しても、手厚い支援
を行えるようにする。【こども家庭庁】

⑬ 産後うつのリスクも踏まえ、いわゆるワンオペ
育児による負担の軽減のため、男性の育児参画を
促す。公共交通機関、都市公園や公共性の高い建
築物において、ベビーベッド付男性トイレ等の整

備等を推進するほか、こども連れの乗客等への配
慮等を求めることにより、男性が子育てに参画し
やすくなるための環境整備を行う。【こども家庭
庁、厚生労働省、国土交通省】

⑭ 妊婦や子育てに温かい社会づくりに向けて、ベ
ビーカーマークの普及促進を図る。【国土交通省】

⑮ 若手産婦人科医の女性割合の増加などに鑑み、
医師の働き方改革による、産科医師の労働環境の
改善をしつつ、安全で質が高い周産期医療体制の
構築のための産科医療機関の集約化・重点化を推
進する。【厚生労働省】

⑯ 出生前検査等に関する制度等の在り方につい
て、多様な国民の意見を踏まえた上で検討が行わ
れる必要があり、その議論に資するよう、必要に
応じ実態の把握等を行う。【こども家庭庁】

⑰ 遺伝性疾患や薬が胎児へ与える影響などの最新
情報に基づき、基礎疾患を抱える妊産婦や妊娠を
希望している人に対する相談体制を整備する。【こ
ども家庭庁、厚生労働省】

⑱ ヒトの生体機能について、親から子へ世代を越
えて現れる外部環境（社会環境や生活習慣など）
からの影響を解明するため、個体内の様々な組織
に対して長時間・臓器横断的なアプローチで研究
を推進することにより、不妊や不育、小児疾患な
どの諸課題について、メカニズムの解明や予測・
介入技術の開発等につなげることを目指す。【文
部科学省】

⑲ 女性競技者の出産後の復帰を支援するととも
に、競技生活と子育ての両立に向けた環境を整備
する。【文部科学省】

エ 年代ごとにおける取組の推進
（ア）�学童・思春期
① 学校・行政・地域・家庭が連携し、若年層に対

して、以下の事項について、医学的・科学的な知
識を基に、個人が自分の将来を考え、多様な希望
を実現することができるよう、包括的な教育・普
及啓発を実施するとともに、相談体制を整備する。

【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省】
・ 学童・思春期における女子の心身の変化や健

康教育に関する事項（例えば、月経関連症状及
びその対応、子宮内膜症・子宮頸がん等の早期
発見と治療による健康の保持、ワクチンによる
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病気の予防に関する事項）
・ 思春期から若年成人期までのがん罹患及び治

療による、将来の妊娠や年代ごとの健康に関す
る事項

・ 医学的に妊娠・出産に適した年齢、計画的な
妊娠及びその間隔、葉酸の摂取、男女の不妊、
性感染症の予防など、性別を問わず、適切な時
期に、性や健康に関する正しい知識を持ち、妊
娠・出産を含めたライフデザイン（将来設計）
や将来の健康を考えて健康管理を行うプレコン
セプションケアに関する事項

・ 睡眠、栄養、運動、低体重（やせ過ぎ）・肥満、
喫煙など、女性の生涯を見通した健康な身体づ
くりに関する事項

② 学校においても、健康診断で月経随伴症状につ
いて所見を有する児童生徒の把握及び必要に応じ
た産婦人科医等への相談や治療の案内に努める。

【文部科学省】
③ 10代の性感染症罹患率、人工妊娠中絶の実施

率及び出産数等の動向を踏まえつつ、性感染症の
予防方法や避妊方法等を含めた性に関する教育を
推進する。また、予期せぬ妊娠や性感染症の予防
や必要な保健・医療サービスが適切に受けられる
よう、養護教諭と学校医との連携を図る等、相談
指導の充実を図る。【こども家庭庁、文部科学省、
厚生労働省】

（イ）�成人期
① 子宮頸がん検診・乳がん検診の受診率及び精密

検査の受診率の向上を図るため、がん検診の個別
の受診勧奨・再勧奨、子宮頸がん検診・乳がん検
診のクーポン券の配布、精密検査未受診者への再
勧奨を行う。【厚生労働省】

② ＨＩＶとエイズ、梅毒を始めとする性感染症は、
次世代の健康にも影響を及ぼすものであり、その
予防から治療までの総合的な対策を推進する。【厚
生労働省】

③ 個人が自分の将来を考え、健康を守りながら妊
娠・出産を実現することができるよう、以下の事
項について、行政・企業・地域が連携し、普及啓
発や相談体制の整備を行う。【こども家庭庁、文
部科学省、厚生労働省、経済産業省】
・ 子宮内膜症・子宮頸がん等の早期発見と治療

による健康の保持に関する事項
・ 医学的に妊娠・出産に適した年齢、計画的な

妊娠及びその間隔、男女の不妊など、性別を問
わず、適切な時期に、性や健康に関する正しい
知識を持ち、妊娠・出産を含めたライフデザイ
ン（将来設計）や将来の健康を考えて健康管理
を行うプレコンセプションケアに関する事項

・ 暴力による支配（配偶者等からの暴力、ハラ
スメントなど）の予防に関する事項

・ 睡眠、栄養、運動、低体重（やせ過ぎ）・肥満、
喫煙など、本人及び次世代に影響を与える行動
に関する事項

④ 思春期から若年成人期までのがん罹患及び治療
による、将来の妊娠や年代ごとの健康に関する情
報の集積・普及啓発を行い、相談体制を整備する。

【こども家庭庁、厚生労働省】
⑤ 喫煙、受動喫煙及び飲酒について、その健康被

害に関する正確な情報の提供を行い、喫煙・飲酒
が胎児や生殖機能に影響を及ぼすことなど十分な
情報提供に努める。【こども家庭庁、厚生労働省】

（ウ）�更年期
① 女性特有の疾患に対応した検診として、骨粗

しょう症検診、子宮頸がん検診、乳がん検診が実
施されており、特にがん検診の受診率及び精密検
査の受診率の向上を図るため、検診の個別の受診
勧奨・再勧奨、精密検査未受診者への再勧奨を行
う。【厚生労働省】

② 性ホルモンの減少等により、心身に様々な症状
が発生しやすく、また更年期以降に発生する疾患
の予防が重要で効果的な年代であるため、更年期
障害及び更年期を境に発生する健康問題の理解や
ホルモン補充療法等の治療の普及を含め、性差を
考慮した包括的な支援に向けた取組を推進する。

【厚生労働省】
③ この時期は、更年期以降に発生する疾患やフレ

イルを予防するために重要な年代であることから、
運動や栄養、睡眠などの生活習慣が老年期の健康
に及ぼす影響について、性差も考慮しながら老年
期の心身の健康に資する総合的な意識啓発に取り
組む。また受診率の低い被扶養者への働きかけな
ど、特定健康診査・特定保健指導の受診率向上を
図り、生活習慣病の予防に取り組む。【厚生労働省】
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（エ）�老年期
① 我が国における高齢化の進展及び疾病構造の変
化を踏まえ、口腔機能低下、低栄養、認知機能低
下及びロコモティブシンドローム（運動器症候群）
等の予防により、男女ともに健康寿命（健康上の
問題で日常生活が制限されることなく生活できる
期間）の延伸を実現する。【厚生労働省】
② 加齢に伴う心身機能や認知機能の低下により支
援が必要な状態（フレイル状態）になることが多
いことから、性差等を考慮したフレイル予防対策
を実施する。【厚生労働省】

第２節 仕事と健康課題の両立の支援

ア 健診やセルフチェック、相談事業
等の活用による女性の健康確保に
向けた取組の推進

① 約８割の女性が就業していることから、企業に
おける健診の受診促進や妊娠・出産を含む女性の
健康に関する相談体制の構築等を通じて、女性が
セルフケアを行いつつ、仕事に向かう体力・気力
を維持できる体制を整備する。また、職場の理解
も重要なことから、職場等における女性の健康に
関する研修や啓発活動の取組を進める。その際、
科学的に正しい情報を行動科学等の専門的知見も
活用して効果的に伝える。がんを始めとする疾患
についても、治療と仕事を両立できる環境の整備
を推進するため、がん患者の就労に関する総合支
援事業による取組を進める。【厚生労働省、経済
産業省】
② 国家公務員及び地方公務員については、各府省
及び地方公共団体が実施する子宮頸がん検診・乳
がん検診に関し、女性職員が受診しやすい環境整
備を行う。
内閣官房内閣人事局においては、引き続き、「国
家公務員健康週間」（毎年10月１日から同月７日
まで）において、婦人科検診の重要性を含めた女
性の健康に関する講演会を開催することにより、
国家公務員の意識啓発を図る。また、各府省等
の管理監督職に新たに昇任した職員を対象に、ｅ
ラーニングによる女性特有の健康課題と健康管理

に関する研修動画を視聴させることにより、子宮
頸がん検診・乳がん検診の受診を促すことの重要
性について啓発する。【内閣官房、総務省、全府省、
（人事院）】
③ 働く女性の月経、妊娠・出産、更年期等、女性
のライフステージごとの健康課題に起因する望ま
ない離職等を防ぎ、女性が活躍し、また、健やか
で充実した毎日を送ることができるよう、プライ
バシーに十分配慮した上で、事業主健診（労働安
全衛生法（昭和47年法律第57号）に基づく一般
定期健康診断）の標準的な問診票に、月経随伴症
状や更年期障害等に係る質問を追加する。あわせ
て、自治体検診における骨粗しょう症検診につい
て検診受診率向上に向けた取組を進める。【厚生
労働省】
④ 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法の基本原則において、女性の職業生活における
活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に
配慮して行われなければならない旨が盛り込まれ
たことを踏まえ、職場における女性の健康支援に
係る取組を促す。【厚生労働省】
⑤ 事業者向けマニュアルや健診機関向けマニュア
ルにおいてセルフチェックの重要性に触れるとと
もに、女性特有の健康課題に関する啓発を含め情
報提供を行う。【厚生労働省】
⑥ 更年期に係る症状を自己評価により把握し、受
診などの適切な行動に結びつけられるようセルフ
チェックを活用するなどの取組を、企業や地方公
共団体に促す。あわせて、事業所内に働く女性の
相談に対応する担当者を配置するなど女性の健康
を話題とする場づくりを推進する。【厚生労働省】
⑦ 労働者が女性特有の健康課題で職場において
困っている場合、事業者が産婦人科医等の専門医
の早期受診を勧奨すること及び専門医の診断書を
持って事業者に相談することが可能であること等
を示した事業者向けマニュアルや健診機関向けマ
ニュアルについて、普及、活用促進を進める。【厚
生労働省】
⑧ 企業において、従業員の産婦人科受診に対する
ハードルを下げることに資する相談事業が行われ
ることを促進する。【厚生労働省】
⑨ 母性健康管理指導事項連絡カードの活用を促進
し、妊娠中及び出産後の女性労働者に対する適切
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な母性健康管理の推進を図る。また、男女雇用機
会均等法の着実な施行により、妊娠・出産等を理
由とする不利益取扱いや、妊娠・出産等に関する
ハラスメントを防止するための対策を推進する。

【厚生労働省】
⑩ 働く女性の健康課題や母性健康管理措置、母性

保護等に必要な知識を労働者や企業の人事労務担
当者等に周知し、ヘルスリテラシーを高めるため、
研修会の開催、「働く女性の心とからだの応援サ
イト」による情報提供、同サイトを通じた動画配
信等による啓発を実施するとともに、同サイトの
コンテンツの充実や利便性の向上を図る。【厚生
労働省】

⑪ 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法やそれに伴って改正された事業主行動計画策定
指針において女性の健康支援に係る取組例を示し
たことを踏まえ、企業が一般事業主行動計画を策
定する際に女性の健康支援に係る取組を盛り込む
ことを促す。【厚生労働省】

⑫ 月経や更年期といった女性の健康課題に対応で
きる職場環境整備を推進するため、中小企業に対
して助成を行う。【厚生労働省】

⑬ 中小企業の経営支援機関や女性の健康ワンス
トップ窓口を通じて、中小企業における女性の健
康に関する取組を支援する。【経済産業省】

⑭ 精神障害の労災認定件数が増加しているなどの
状況を踏まえ、男女問わず、非正規雇用労働者を
含む全労働者に対して、職場のメンタルヘルス対
策等を通じた労働者の健康確保のための対策を講
ずる。また、労働者数50人未満の事業場へのス
トレスチェックの義務付け等を内容とする労働安
全衛生法の改正法（施行日は公布後３年以内に政
令で定める日）が、令和７（2025）年５月14日
に公布されたことを踏まえ、小規模事業場で働く
労働者の健康確保についても、引き続き、支援施
策等を推進する等、対策を講ずる。【厚生労働省】

イ 女性の健康課題に取り組む企業の
評価制度の活用・促進

① 中小企業における女性の健康施策の導入を促進
するとともに、より個人の状況に寄り添った質の
高い健康経営を推進する。【経済産業省】

② 健康経営において、女性の健康課題等に取り組

み、成果を上げている企業や自治体、一般社団法
人等の多様な法人における女性の健康課題への取
組をより促進する。【厚生労働省、経済産業省】

③ 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法の基本原則において、女性の職業生活における
活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に
配慮して行われなければならない旨が盛り込まれ
たことを踏まえつつ、女性の健康支援に取り組む
優良な企業を認定する。【厚生労働省】

ウ 女性の健康課題に対応する施策の
充実に向けた効果検証

① 女性特有の健康課題による社会全体の経済損失
は年間約3.4兆円と推計されるとの試算もあり、
企業における女性の健康施策の重要性が一層高
まっていることを踏まえ、関係機関と連携し、企
業が適切な支援やサービスに円滑につながるため
の環境整備を進める。具体的には、中小企業及び
経営支援機関を対象としたワンストップ型相談窓
口の設置・運営を通じて、女性特有の健康課題に
関する支援機関・専門職等との連携体制を構築す
るとともに、企業の実情に応じた取組メニューや
活用可能な支援策の提示、研修・講師派遣等を行
う。【経済産業省】

② 人材不足が深刻な地域の中小企業においては、
女性特有の健康課題に対応する施策に取り組むこ
とは、企業のレジリエンスや人材確保の面で、企
業経営にとって効率的な投資となる可能性が高い
が、一方で、支援サービスの活用や体制整備に必
要な情報やノウハウが十分に行き届いていない場
合も多い。そのため、よろず支援拠点等の経営支
援機関における情報提供や事例紹介を行うととも
に、健康経営における女性の健康サポートデスク
との連携を実施する。【経済産業省】

③ 企業価値向上に資する取組の一環として、企業
における女性の健康支援に関する先進的な取組等
について、テーマ別に評価する仕組みの構築を検
討し、優良事例の横展開を促進する。【経済産業省】

エ 働く女性の健康を支えるための更
なる取組の推進

① 公務組織を構成する多様な職員が、心身の健康
を保持しながら活躍することができるよう、性差・
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年齢等に応じた様々な健康課題への理解を促進す
る。特に女性については、月経、出産等、個人差
は大きいもののライフステージごとに特有の健康
課題が存在することに留意して、研修等を通じ、
理解を促進する。

内閣官房内閣人事局においては、「国家公務員
健康週間」（毎年10月１日から同月７日まで）に
おいて、婦人科検診の重要性を含めた女性の健康
に関する講演会を開催することにより、国家公務
員の意識啓発を図る。また、新規採用職員を対象
に、合同初任研修やｅラーニングによる研修を実
施することにより、性差・年齢等に応じた様々な
健康課題への理解を促進する。さらに、各府省等
の管理監督職に新たに昇任した職員を対象に、ｅ
ラーニングによる女性特有の健康課題と健康管理
に関する研修動画を視聴させることにより、子宮
頸がん検診・乳がん検診の受診を促すことの重要
性について啓発する。【内閣官房、総務省、全府省、

（人事院）】
② 更年期に見られる心身の不調については、個人

差があるものの、就業や社会生活等に影響を与え
ることがあり、職場等における更年期の健康に関
する研修や啓発活動の取組及び相談体制の構築を
促進する。【厚生労働省、経済産業省】

③ 女性ならではの健康課題を解決することや、女
性のライフイベントに応じた支援策を講じること、
女性自身が健康課題に気が付き、早期のケアを行
うことの重要性について、企業の経営層に理解を
深めてもらい、企業における支援を促すことが必
要である。中小企業にも波及させることを念頭に、
女性従業員の健康支援について好事例を収集し、
ホームページでの公表を行う。【厚生労働省】

④ 企業における女性の健康支援に係る取組や、事
業主健診に関する取組について、連携して周知・
啓発を行う。【厚生労働省】

⑤ 病気休暇等の特別休暇制度の導入を推進するた
め、特別休暇制度導入事例集の作成・周知に取り
組む。【厚生労働省】

⑥ 産業保健スタッフ、保健師、助産師、看護師、
薬剤師、養護教諭等が、職場や地域、学校など様々
な場で、更年期及び更年期後の健康課題を含め、
女性のライフステージごとの健康課題とその対処
法について性差も考慮した知識の普及に取り組め

るよう、人材育成を図る。【文部科学省、厚生労
働省】

第３節 医療分野における女性の
参画拡大

① 女性医師の更なる活躍に向けて、医師の働き方
改革を推進するとともに、復職支援や勤務体制の
柔軟化（短時間勤務や当直等の配慮）、チーム医
療の推進、複数主治医制の導入、医療機関におけ
る院内保育や病児保育の整備など、女性医師が活
躍するための取組を実施・普及する。【こども家
庭庁、厚生労働省】

② 大学病院等に勤務する非常勤扱いの医師や大学
院生などの勤務形態の違い、出産時期による入所
困難などの運用上の問題、救急対応による不規則
な勤務などにより、保育が利用できず活躍が阻害
されることがないよう、事業所内保育や企業主導
型保育等も含めた保育所、病児保育、民間のシッ
ターサービスなど、社会全体として様々な保育
を利用しやすい環境を整備する。【こども家庭庁、
厚生労働省】

③ 育児等により一定期間職場を離れた女性の医
師や看護師等の復職が円滑に進むよう、最新の医
学・診療知識へのキャッチアップ、相談・職業あっ
せん等を推進する。【厚生労働省】

④ 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法に基づき、同法の適用がある事業主における女
性管理職比率の公表等を通じて、医療の分野で
指導的地位に占める女性の割合を高める等、女性
医師等を始めとする女性の活躍推進に向けた取組
を推進するよう要請する。【内閣府、厚生労働省、
関係省庁】

⑤ 医学部生に対するキャリア教育や多様なロール
モデルの提示などの取組を進め、固定的な性別役
割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・
バイアス）がもたらす悪影響の除去に努めるとと
もに、男女を問わず医師としてキャリアを継続で
きるようその取組を推進する。【文部科学省】

⑥ 女性医師が出産・育児又は介護などの制約の有
無にかかわらず、その能力を正当に評価される環
境を整備するため、固定的な性別役割分担意識や
無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）
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第１節
テクノロジー関連施策のジェンダー�
主流化、ジェンダード・イノベーション
の推進及び安全・安心な利用環境の整備

ア テクノロジー関連施策のジェン
ダー主流化及びジェンダード・イ
ノベーションの推進

① 男女共同参画会議、総合科学技術・イノベーショ
ン会議及び日本学術会議の連携を強化するととも
に、「統合イノベーション戦略2026」において、
男女共同参画及び女性活躍の視点を踏まえた具体
的な取組を明記する。（再掲）【内閣府、関係省庁】

② 各地域における交通やまちづくりの分野におい
て、ジェンダー平等及びジェンダーの視点をあら
ゆる施策に反映する「ジェンダー主流化」を進め
るため、業界の枠を超えて交流を深め、横の連
携を図ることのできるコミュニティの構築を推進
することにより、女性活躍の取組や男女の異なる
ニーズを反映したサービス提供の促進を図る。【国
土交通省】

③ 女性用トイレの利用環境の改善に向けて、国内
外の動向等の把握を進め、対策を推進する。【内
閣官房、内閣府、国土交通省、関係省庁】

④ 性差等を考慮した研究・技術開発を実施し、よ
り有効な研究成果を生み出し、その研究成果を社
会に役立てる。また、性差のみならず、性的指向・
ジェンダーアイデンティティ、年齢、障害の有無、
人種、地域差、経済的格差等の交差性も考慮する
ことで、より多様な人々のニーズに対応し得る研
究・開発体制の構築を検討する。【内閣府、文部
科学省、厚生労働省、関係省庁】

⑤ 女性が担うことの多い無償労働を代替・支援す

るＡＩやロボットの開発は女性の活躍を後押しす
る社会基盤の構築に資するため、積極的に取り組
む。【経済産業省】

⑥ 各大学の医学教育において、性差を考慮した医
療に関する教育の充実を促すための検討を行う。

【文部科学省】
⑦ 女性の健康総合センターにおいても、各種研究

事業を活用しながら、妊娠・出産を含めた女性の
生涯にわたる健康課題に関わる研究等に取り組む
とともに、リテラシーの向上も図りながら「ジェ
ンダード・イノベーション」を推進する。【厚生労
働省】

⑧ 国が関与する公募型の大型研究費はもとより競
争的研究費について、採択条件に、事業の特性も
踏まえつつ、男女共同参画の視点の有無と取組状
況を評価するよう、競争的研究費に関する関係府
省連絡会申し合わせを踏まえた取組を推進する。

【内閣府、文部科学省、関係省庁】
⑨ 国が関与する競争的研究費において、事業の特

性も踏まえつつ、性差の視点を踏まえた研究の促
進や採択条件に出産・育児・介護等に配慮した取
組を評価するよう、競争的研究費に関する関係府
省連絡会申し合わせを踏まえた取組を推進する。

【内閣府、文部科学省、関係省庁】
⑩ 多様な価値観を持つ評価者の育成や配置、次代

を担う理工系分野の人材育成の促進、研究現場に
おける性別役割分担など固定観念の打破、性別や
年齢による差別がない人事運用や優秀な女性研究
者のプロジェクト責任者への登用等を促進する。

【内閣府、文部科学省、関係省庁】

がもたらす悪影響の除去及びハラスメントの防
止、背景にある長時間労働の是正のための医師の
働き方改革や主治医制の見直し、経営層・管理職

等に向けたセミナーの実施や研修資料の配信など
キャリア向上への取組を推進する。【厚生労働省】

テクノロジーの進展・利活用の広がり
を踏まえた男女共同参画の推進第� 章５
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イ 安全・安心なテクノロジーの利用
環境の整備

① デジタル分野におけるジェンダー・ギャップを
解消するため、就労やキャリアアップ、起業等に
直結するデジタルスキルの習得支援及びデジタル
分野への就労支援並びにこれらを支える社会基
盤・環境の整備に取り組み、地域女性活躍推進交
付金を始めとする財政支援その他の支援により後
押しする。また、官民で実施している効果の高い
デジタルスキル習得支援や就労支援などの優良事
例を事例集により周知・啓発し、全国各地域への
横展開を図る。（再掲）【内閣府、関係省庁】

② ＡＥＤ（自動体外式除細動器）について、女性
のプライバシーへの配慮等を踏まえた適切な使用
方法を周知することにより、対象者の性別にかか
わらず適切に使用されるよう取組を進める。【警
察庁、総務省、厚生労働省】

③ インターネット上の違法・有害情報への対策と
して、大規模プラットフォーム事業者に対し削除
対応の迅速化及び運用状況の透明化を求める、特
定電気通信による情報の流通によって発生する
権利侵害等への対処に関する法律（平成13年法
律第137号）の適切な運用を図るなど、プラッ
トフォーム事業者に対する実効的な対策を推進す
る。【総務省】

④ インターネット上の性的な暴力やハラスメント
の被害者にも加害者にもならないようにするとい
う観点から、関係機関・団体等と連携して、安
全・安心な利用のための広報啓発を行うとともに、
ＩＣＴリテラシーやメディア・リテラシーの向上
のための取組を推進する。特に、自画撮り被害を
防止するため、若年層・児童生徒等や保護者に対
する教育・啓発等の対策を総合的に推進する。【内
閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、法務省、
文部科学省、経済産業省】

⑤ ＳＮＳに起因する事犯を防止するため、こども
の性被害等につながるおそれのある不適切な書き
込みをサイバーパトロールにより発見し、注意喚
起・警告のためのメッセージを投稿する取組を推
進するとともに、より効果的な手法の導入を検討
する。【警察庁】

⑥ リベンジポルノや人工知能関連技術の研究開発

及び活用の推進に関する法律案の附帯決議にも
指摘されるＡＩ技術を悪用したディープフェイク
ポルノ等に関し、各種法令の規定に基づき、違法
行為に対する厳正な対処に努めるなど、必要な対
策を検討する。【内閣府、警察庁、こども家庭庁、
総務省、法務省、文部科学省、経済産業省】

⑦ インターネット上の私事性的画像記録、児童ポ
ルノ画像や盗撮事犯に係る画像等の流通防止対策
を推進する。また、インターネット・サービス・
プロバイダによるブロッキング等の自主的な取組
を引き続き支援し、児童ポルノ画像の閲覧防止対
策を推進する。【警察庁、総務省、経済産業省】

⑧ インターネット上に拡散した画像の削除等につ
いて相談・通報を受け付ける窓口の周知に取り組
む。【警察庁、総務省、法務省、関係府省】

第２節 科学技術分野における
男女共同参画の推進

ア 科学技術分野における女性の採用・
登用の促進及び研究力の向上

① 令和７（2025）年に改正された女性活躍推進
法に基づき、同法の適用がある事業主（大学を含
む。）における女性管理職比率の公表等を通じて、
研究職や技術職として研究開発の分野で指導的地
位に占める女性の割合を高める等、女性の活躍推
進に向けた取組を推進するよう要請する。【内閣
府、文部科学省、厚生労働省、関係省庁】

② 第７期「科学技術・イノベーション基本計画」
における数値目標を踏まえ、科学技術・学術分野
における女性の登用に関する数値目標の達成に向
けて、各主体（大学、研究機関、学術団体、企業等）
が自主的に登用に関する目標を設定し、その目標
及び推進状況を公表するよう要請する。【内閣府、
文部科学省、関係省庁】

③ 若手研究者含む女性研究者の比率向上や学長、
副学長及び教授における女性登用を促進するた
め、国立大学法人運営費交付金や私立大学等経
常費補助金を始めとする大学への資源配分におい
て、引き続きインセンティブを付与するとともに、
女性を含む様々な人材が活躍できる環境整備のた
め、現在の仕組みの効果や課題も踏まえつつ、必

              



第２部 令和８年度に講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策220

要な施策を検討する。（再掲）【文部科学省】
④ 国が関与する科学技術プロジェクト等における

積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の取
組を推進するなど、科学技術・学術に係る政策・
方針決定過程への女性の参画を拡大する。【内閣
府、文部科学省】

⑤ 研究者・技術者、研究補助者等に係る男女別の
実態を把握するとともに統計データを収集・整備
し、分野等による差異及び経年変化を分析し、改
善策を見いだす。【内閣府、総務省、文部科学省、
関係省庁】

イ 科学技術分野における女性人材の
育成等

① 女性研究者・技術者の採用の拡大や研究現場を
主導する女性リーダーの育成に向けて、上位職へ
のキャリアパスの明確化、メンタリングを含めた
キャリア形成支援プログラムの構築その他女性研
究者・技術者の採用及び登用に関する積極的改善
措置（ポジティブ・アクション）の取組について、
大学、研究機関、学術団体、企業等への普及を図
る。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

② 女性研究者・技術者の就業継続や研究力の向上
に向けた女性研究者･技術者のネットワーク形成
支援、メンター制度の導入、ロールモデル情報の
提供、定期的な研修や相談窓口の活用及び各種ハ
ラスメントのない職場環境の整備等を促進する。

【内閣府、文部科学省、関係省庁】
③ 大学、研究機関、学術団体、企業等の経営層

や管理職が多様な人材を生かした経営の重要性を
理解し、女性研究者・技術者の活躍推進に積極的
に取り組むよう、男女共同参画に関する研修等に
よる意識改革を促進する。【内閣府、文部科学省、
関係省庁】

④ 男女双方に対する研究と出産・育児、介護等と
の両立支援や、女性研究者の研究力向上及びリー
ダー経験の機会の付与、博士後期課程へ進学する
女子学生への支援の充実等を一体的に推進する、
ダイバーシティ実現に取り組む大学等を支援す
る。（再掲）【文部科学省】

第３節 男女の研究者・技術者が共に
働き続けやすい環境の整備

ア 研究・技術開発と育児・介護等の
両立に対する支援及び環境整備

① 大学、研究機関、企業等において、男女の研究
者・技術者が正規・非正規等の雇用形態を問わず
に仕事と育児・介護等を両立できるようにするた
め、長時間労働の解消、短時間勤務やフレックス
タイム勤務、テレワークによる多様な働き方の推
進、育児・介護等に配慮した雇用形態や両立支援
制度の確立、キャリアプランや育児・介護等に関
する総合相談窓口の設置など保育・介護サービス
や病児・延長保育の確保等を促進する。（再掲）【こ
ども家庭庁、文部科学省、厚生労働省、関係府省】

② 男女の研究者向けの柔軟な勤務体制の構築や
研究支援員の配置、家族帯同に関する支援制度な
ど、女性研究者のみでなく男女が共に育児や介護
を担っていくことへの支援を積極的に進める大学
等を支援する。（再掲）【文部科学省】

③ 出産・育児・介護等により研究から一時的に離
脱せざるを得ない場合において、研究期間中の研
究中断・中断後の研究再開ができるよう、各事業
の公募要領等に記載する等の取組を推進する。（再
掲）【内閣府、文部科学省、関係省庁】

④ 若手研究者向け支援事業の公募要領における年
齢制限等において、出産・育児・介護等により研
究から一時的に離脱した者が不利な取扱いを受け
ないよう、各事業の公募要領に記載する等の取組
を推進する。（再掲）【内閣府、文部科学省、関係
省庁】

⑤ 博士の学位取得者で優れた研究能力を有する者
が、出産・育児による研究中断後、円滑に研究現
場に復帰することができるよう支援する。（再掲）

【文部科学省】

イ 大学や研究機関におけるハラスメ
ントの防止

① 大学や研究機関に対して、各種ハラスメントの
防止のための取組が進められるよう必要な情報提
供等を行うなど、各種ハラスメント防止等の周知
徹底を行う。また、各種ハラスメントの防止のた
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めの相談体制の整備を行う際には、第三者機関の
設置を含めた第三者的視点に加え、性別割合に配
慮した担当者を配置するなど、真に被害者の救済
となるようにするとともに、被害者の学修・研究
環境を守る取組、再発防止のための改善策等が大
学運営に反映されるよう促す。また、雇用関係に
ある者の間だけでなく、学生等関係者間も含めた
防止対策の徹底を促進する。（再掲）【文部科学省、
関係府省】

第４節
女子学生・生徒の理工系分
野の選択促進及び理工系人
材の育成

ア 次代を担う理工系女性人材の育成
① デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する

高度専門人材の育成に向けて、学部等転換・重点
分野の人材育成に踏み切る大規模大学を含む大
学・高等専門学校（以下「高専」という。）を機
動的かつ継続的に支援することを通じて、成長分
野への女子の進学者増を目指す。【文部科学省】

② Society 5.0の実現に向けてＡＩやＩｏＴ等の
ＩＴ分野の教育を推進する。【内閣府、文部科学省、
経済産業省】

③ スーパーサイエンスハイスクールの充実等、高等
学校における理数系教育の強化を通じて、女子生徒
の科学技術に関する関心を高める。【文部科学省】

④ 理工チャレンジプログラムやロールモデルの提
示等の取組について女子中高生・女子学生等への
広報や周知を強化する。また、人口５万人未満の
地域においては、理工系に対する興味を深める機
会等が相対的に不足しているとの調査研究結果を
踏まえ、当該地域において、ロールモデルによる出
前授業を実施すること等により、女子中高生の理
工系分野への進路選択の促進に取り組む。【内閣府】

⑤ 好事例やロールモデルの紹介等を通じ、理工系
女性人材の育成について、企業による取組を促進
する。【内閣府】

⑥ 大学等における理工系分野の女性など入学者の
多様性を確保する観点から対象になると考えられ
る者に関し、合理的な理由なく単に属性のみを理
由とした一律な差異を設けることなく、公平性・

公正性を確保した大学入学者選抜の実施や環境
整備等の積極的な取組を促進する。このような学
生の多様性の確保に資する取組を実施する大学等
に対して、国立大学法人運営費交付金や私立大学
等経常費補助金による支援を行う。また、国立大
学・高専の整備計画に応じて、女子学生の増加等
に対応した施設整備の取組を着実に実施する。ま
た、大学入学者選抜に係る好事例の収集・公表等
のフォローアップを通じて、理工系女子を含め多
様な背景を持った者等、入学者の多様性を確保す
る選抜の実施等に積極的に取り組む大学の取組を
促進する。【文部科学省】

⑦ 女子生徒の理工系分野への進学を促進するた
め、全国各地の教育委員会や男女共同参画セン
ターと連携して、女子児童・生徒、保護者及び教
員を対象として理工系分野に対する興味・関心を
喚起する地域における取組を支援し、取組の成果
等を全国に展開する。【文部科学省】

⑧ 理工農系の女子学生の修学や卒業後の活躍機会
の確保を目的として、大学が民間企業等と連携し
て行う取組を、好事例の収集・展開を通じて引き
続き促進する。【文部科学省】

⑨ 関係府省や経済界、学界、民間団体等産学官か
ら成る支援体制等を活用した地域における意識啓
発や情報発信等を実施し、地域の未来を担う理工
系女性人材の育成や地方定着につながる取組を促
進する。【内閣府】

⑩ 大学と小・中・高等学校が連携して授業開発・
授業研究を行う際、男女共同参画の視点にも配慮
するよう促す。【内閣府、文部科学省】

⑪ 未就学児がジェンダーバイアスにより自分の可
能性を狭めてしまわないよう、幼少期の教育現場
等における固定的な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に
資する方策について周知・普及に努める。【文部
科学省】

⑫ 海洋人材の育成に当たっては、国立大学等が保
有する船舶において、女性に配慮した環境整備を
促進する。【文部科学省】

イ 理工系分野に関する女子児童・生
徒、保護者及び教員の理解促進

① 大学、研究機関、学術団体、企業等の協力の
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第１節
ジェンダーに基づくあらゆ
る暴力の予防と被害者支援
の基盤強化

① 性犯罪・性暴力、配偶者等への暴力、ストーカー
行為、セクシュアルハラスメント等の暴力の予防
と根絶に向けて、集中的な啓発期間を定め、国民
各層へ向けた効果的な広報啓発を一層推進する。

【内閣府、関係省庁】
② 性犯罪・性暴力が個人の尊厳を著しく踏みにじ

る許されない行為であること、相手の同意のない
性的な行為は性暴力であること等についての認識
が社会全体で共有されるよう、社会の幅広い組
織・団体等の協力を得て、各界各層を対象とする
啓発に取り組む。また、「性的同意」について啓
発に取り組む。【内閣府、関係省庁】

③ こどもたちを性暴力の加害者、被害者及び傍観
者にさせないための「生命（いのち）の安全教育」
を推進するため、幼児期・小学校・中学校・高校
の各段階に応じて授業等で活用できる教材や指導
の手引、指導例動画の活用等を促す。【文部科学省、
関係府省】

④ 学校や保健所等において、性に関する科学的
知識に加え、性情報への対処や互いを尊重しあう
人間関係などの様々な観点から、産婦人科医や助
産師等の専門家を外部講師として活用する等によ
り、性と健康に関する教育等を行う。【こども家
庭庁、文部科学省、厚生労働省】

⑤ 様々な状況に置かれた被害者に情報が届くよ
う、相談窓口等の周知を含め官民が連携した広報
啓発を実施するとともに、加害者や被害者を生ま
ないための若年層を対象とする予防啓発の拡充を

図る。また、広報啓発を実施する際は、男性、性
的マイノリティ、高齢者、障害者、外国人等の多
様な被害者にも支援の情報が届きやすくなるよう
留意する。【内閣府、こども家庭庁、文部科学省、
厚生労働省、関係省庁】

⑥ 性暴力やセクシュアルハラスメントが「ビジネス
と人権」に係る取組においても十分認識されるべき
人権問題であることについて、企業等への周知・啓
発を図るとともに、令和７（2025）年度に改定さ
れた「『ビジネスと人権』に関する行動計画」の内
容の普及に取り組む。【内閣府、こども家庭庁、法
務省、外務省、厚生労働省、経済産業省、関係省庁】

⑦ 性犯罪・性暴力、配偶者等への暴力、ストーカー
行為、セクシュアルハラスメント等のジェンダー
に基づく暴力の被害の状況等について、男女別を
含め的確に把握するよう努める。

内閣府では、男女間の取り巻く環境の変化に応
じた被害傾向の変化等に対応する施策の検討に
必要な基礎資料を得ることを目的として平成11

（1999）年度から実施している「男女間における
暴力に関する調査」について、令和８（2026）年
度調査を実施する。【内閣府、警察庁、厚生労働省、
関係省庁】

⑧ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律
（令和４年法律第52号。以下「女性支援新法」と
いう。）に基づき、女性相談支援センターや女性
自立支援施設の機能強化、女性相談支援員の人材
の養成・処遇改善の推進、若年女性を含む困難な
問題を抱える女性への支援に取り組む民間団体が
行う活動や事業継続への支援、民間団体と地方公
共団体との協働の促進、民間団体を含めた女性支
援を担う者の育成強化等を図る。【厚生労働省】

下、女子児童・生徒、保護者及び教員に対し、理
工系選択のメリットに関する意識啓発、理工系分
野の仕事内容、働き方及び理工系出身者のキャリ
アに関する理解を促すとともに、無意識の思い込

み（アンコンシャス・バイアス）の払拭に取り組み、
女子生徒の理工系進路選択を促進する。【内閣府、
文部科学省、関係省庁】

ジェンダーに基づくあらゆる暴力を容認しない
社会基盤の形成と被害者支援の充実第� 章６
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⑨ 被害者と直接接することとなる警察、検察、矯
正、更生保護官署、地方出入国在留管理局、犯罪
被害者等早期援助団体、配偶者暴力相談支援セン
ター、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストッ
プ支援センター（以下「ワンストップ支援センター」
という。）、女性相談支援センター、女性自立支援
施設、児童相談所、こども家庭センター等の関係
機関の職員、女性相談支援員等の関係職員等につ
いて、専門性の向上を図り、被害者等に対し適切
な対応をとることができるよう、研修機会の充実
に努める等、支援に携わる人材の育成を図る。

内閣府では、性犯罪・性暴力被害者等が安心し
て必要な相談・支援を受けられる環境を整備する
ために、ワンストップ支援センターの相談員等を
対象としたオンライン研修を実施する。【内閣府、
警察庁、こども家庭庁、法務省、厚生労働省、関
係省庁】

⑩ 医師、看護師、薬剤師等の医療関係者、教職員、
法曹、公認心理師等の被害者に接する可能性のあ
る専門職にある者が、性犯罪・性暴力等の暴力に
対する理解を深め、被害者の置かれた状況に十分
配慮して職務に従事することができるよう、各職
能団体への情報提供等により、これらの専門職に
対する研修機会の充実を図る。また、これらの職
の養成課程にある者に対する教育等の充実を図る。

内閣府では、医療的支援の更なる充実のため、
産婦人科に加え、小児科、精神科等の多様な診療
科における医療関係者等を対象としてオンライン
研修を実施する。【内閣府、法務省、文部科学省、
厚生労働省】

⑪ 海外で邦人がＤＶや性被害を含む犯罪等の被害
に遭った場合における、在外公館（大使館、総領
事館等）による現地での支援に関する情報提供の
充実を図るとともに、当該邦人等の要請に応じて、
現地の弁護士や通訳に関する情報提供、警察署へ
の同行、警察等への保護要請等の支援を行うよう
努める。また、当該邦人の帰国後は、国内におけ
る犯罪被害者と同等の支援の確保を図る。【外務省】

第２節 性犯罪・性暴力への対策の
推進

① 令和５（2023）年の性犯罪に対処するための

刑事法の整備（ア 刑法及び刑事訴訟法の一部を
改正する法律（令和５年法律第66号）及びイ 性
的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記
録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消
去等に関する法律（令和５年法律第67号）の趣旨・
内容の周知を徹底するとともに、性犯罪への厳正
かつ適切な対処に努める。また、これらの法律の
施行後の適用状況等を的確に把握するとともに、
必要な措置の検討を行う。【法務省、関係府省】

② 各地域での被害者支援における中核的な機能を
担うワンストップ支援センターが、個々の被害者
の置かれた状況に対応して、医療的支援、法的支
援、心理的支援、同行支援等を総合的に提供し、
また、必要に応じて専門機関等による支援につな
ぐことができるよう、都道府県等に対する交付金
により、運営の安定化及び支援の質の向上に係る
都道府県等の取組を支援する。【内閣府】

③ 年齢・性別を問わず、多様な被害者がためらう
ことなく被害を訴え、相談し、適切な支援を受け
ることができるよう、ＳＮＳ相談「Cure time（キュ
アタイム）」の実施、「性暴力被害者のための夜間
休日コールセンター」の運営、各都道府県等にお
ける相談体制・支援事例等の共有に努めるととも
に、各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につな
がる全国共通番号「#8103（ハートさん）」やワ
ンストップ支援センターの全国共通番号「#8891

（はやくワンストップ）」等の相談先等の周知を更
に進める。【内閣府、警察庁】

④ 入学・就職等に伴い、若年層の生活環境が大き
く変わり、被害に遭うリスクが高まる時期である
４月を「若年層の性暴力被害予防月間」と定め、
若年層に向けた広報啓発を集中的かつ効果的に実
施する。【内閣府、関係省庁】

⑤ ワンストップ支援センターと、警察、犯罪被害
者等早期援助団体、医師会等の医療関係団体、日
本司法支援センター（法テラス）、弁護士会、女
性相談支援センター、女性自立支援施設、児童相
談所、教育委員会等の地域における関係機関との
ネットワークの構築に係る各都道府県等の主体的
な取組を推進する。特に、ワンストップ支援セン
ターと連携・協力する医療機関における支援環境
の整備等の推進を図る。【内閣府、警察庁、こど
も家庭庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、関
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係省庁】
⑥ 性犯罪捜査担当係への女性警察官の配置推進、
性犯罪に関する被害の届出がなされた場合の明白
な虚偽又は著しく合理性を欠くものである場合を
除く即時受理の更なる徹底等、性犯罪の被害者が
安心して警察に届出ができる環境づくりのための
施策を推進し、性犯罪被害の潜在化防止に努める。
【警察庁】
⑦ 性犯罪・性暴力被害者に対する医療的支援の更
なる充実のため、産婦人科に加え、小児科、精神
科等の多様な診療科における医療関係者等へのオ
ンライン研修の実施や研修教材の提供等により、
必要な情報の周知に努める。【内閣府、厚生労働省】
⑧ 性犯罪・性暴力被害者がＰＴＳＤ（心的外傷後
ストレス障害）等の精神的な疾患に苦しむケース
が少なくないことを踏まえ、捜査関係者を含む関
係者において、被害者の精神面の被害についても
的確に把握し、事案に応じた適切な対応に努める。
【警察庁、法務省】
⑨ 医師や看護師を養成する教育の中で、性犯罪被
害等に関する知識の普及に努める。医師、看護師、
保健師、精神保健福祉士等を対象に、ＰＴＳＤ（心
的外傷後ストレス障害）に関する専門的知識・技
能を習得させる「ＰＴＳＤ対策専門研修」を実施
し、医療機関、精神保健福祉センター、保健所等
における地域住民等に対する相談支援の充実を図
る。また、トラウマを抱えた被害者への対応を含
め、必要な治療を行える医師等の専門職の育成を
促進するとともに、適切な処遇について検討を行
う。【厚生労働省】
⑩ 障害者に対する性的虐待の実態把握に努めると
ともに、厳正かつ適切な対処を行う。【厚生労働省】
⑪ 性犯罪被害者を含む犯罪被害者等に対して、そ
の多岐にわたるニーズに対応し、必要な支援を適
時適切に提供するため、全ての都道府県において
犯罪被害者等支援コーディネーターを中心とした
多機関ワンストップサービス体制が構築・運用さ
れるよう、各都道府県の取組を促進する。【警察庁】
⑫ 二次被害防止の観点から、被害者支援、捜査及
び公判手続における被害者のプライバシー保護を
図る。また、性犯罪被害者等の心理的・精神的負
担の軽減のため、被害者からの聴取の在り方につ
いて引き続き検討を行うとともに、研修等により

職員の対応能力の向上に努める。【内閣府、警察庁、
法務省、関係省庁】
⑬ 刑事施設及び保護観察所において性犯罪者処遇
プログラムの更なる充実等の再犯防止対策の強化
を図る。【法務省】
⑭ 「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」（令和５年
３月30日内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、
国土交通省取りまとめ）に基づき、痴漢は重大な
性犯罪であるという認識の下、徹底した取締り等
により加害者に厳正に対処するとともに、特に電
車内における痴漢防止対策や、国民の痴漢撲滅に
対する意識の向上などの広報・啓発等に取り組む。
【内閣府、警察庁、こども家庭庁、法務省、文部
科学省、国土交通省】
⑮ 令和８（2026）年１月13日から運用が始まっ
た犯罪被害者等支援弁護士制度について、日本
弁護士連合会等の関係機関・団体と連携して、引
き続き、担い手となる弁護士の確保や同制度の周
知・広報等を進め、同制度の円滑な運用に努める。
【法務省】

第３節
こどもに対する性犯罪・性
暴力の根絶に向けた対策の
推進

① こども・若者の性被害防止対策を進めるため、
「こども大綱」（令和５年12月22日閣議決定）、「こ
ども・若者の性被害防止のための総合的対策」（令
和６年４月25日性犯罪・性暴力対策強化のため
の関係府省会議・こどもの性的搾取等に係る対策
に関する関係府省連絡会議合同会議取りまとめ）
等に基づき、加害の防止、相談・被害申告をしや
すくする、被害者支援及び治療・更生の４つの観
点から総合的な取組を推進する。【こども家庭庁、
関係府省】
② こどもに対する性暴力を防止するため、学校設
置者等や認定事業者等に対し、こどもの安全を確
保するための措置等を義務付けること等を内容と
する学校設置者等及び民間教育保育等事業者によ
る児童対象性暴力等の防止等のための措置に関す
る法律（令和６年法律第69号）が令和８（2026）
年12月に施行予定であり、同法の施行に向け、同
年１月に策定した制度の詳細となるガイドライン
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等を踏まえ、対象となる事業者、従事者、こども
や保護者を始めとする国民への周知広報を本格化
する。【こども家庭庁、文部科学省、関係府省】

③ 教育職員等による児童生徒性暴力等の根絶に向
け、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等
に関する法律（令和３年法律第57号）及び同法
に基づく基本指針等を踏まえ、引き続き、被害を
未然に防ぐための環境整備、教育職員等に対する
研修・啓発の充実、相談体制の整備、児童生徒
性暴力等を行った教育職員等に対する厳正な対処
等、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止・
早期発見・対処に関する取組を推進する。【文部
科学省】

④ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者
の児童相談所等への通告義務の周知徹底や児童相
談所等との的確な連携を促すためのこどもと直接
接する業務を行う施設の職員等に対する啓発等の
実施とともに、児童相談所、警察等においては、
性的虐待の認知・把握に努め、被害児童の保護、
被害児童に配慮した聴取（代表者聴取）、加害者
の検挙と適切な処罰等に向けた必要な施策を実施
する。また、児童から最初に話を聞くこととなる
可能性の高い教育機関等に対し、被聴取者の記憶
の汚染を防止する必要性の周知に努める。【警察
庁、こども家庭庁、法務省、文部科学省】

⑤ 監護者による性犯罪・性暴力の実態把握に努め、
厳正かつ適切な対処に努める等必要な処置を講ず
る。【警察庁、こども家庭庁】

⑥ こども間の性暴力事案や性的いじめ事案におけ
る加害者への対応や地域における関係機関との連
携を含めた適切な対応の在り方について、教育委
員会、都道府県及び大学等の担当課等に対し周知
すること等により事案発生時の迅速的確な事実確
認の実施及び相談体制の充実を図る。【文部科学
省】

第４節 配偶者等への暴力の防止
及び被害者の保護等の推進

① 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

5	 �配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基本的な方針（令和５年内閣府・国家公安委員会・法務省・厚生
労働省告示第１号）。

関する法律（平成13年法律第31号。以下「配偶
者暴力防止法」という。）及び同法に基づく基本
的な方針5等に基づき、保護命令制度の活用等を含
め、配偶者等からの暴力の防止並びに被害者の保
護及び支援に取り組む。また、配偶者暴力防止法
を共管する内閣府及び関係省庁が連携し、令和５

（2023）年改正後の同法に基づく取組の状況等に
係る的確な把握及び分析に取り組み、今後の施策
の充実等について検討を行う。【内閣府、警察庁、
法務省、厚生労働省】

② 配偶者等からの暴力の相談者の多様なニーズに
対応できるよう、配偶者暴力相談支援センターの
全国共通番号「#8008（はれれば）」の周知や各
都道府県等におけるＳＮＳ等を活用した相談等の
体制整備を促進するとともに、夜間・休日を問わ
ず相談しやすい体制の充実を促す。【内閣府、厚
生労働省】

③ 配偶者等から暴力を受けた被害者が、身近な地
域において、保護命令の申立ての支援を含め、そ
れぞれの状況に応じた必要な支援を切れ目なく受
けることができるよう、情報の提供や研修機会の
提供等により、配偶者暴力相談支援センターの機
能の充実に係る都道府県や市町村の取組を促進
する。また、地域における被害者支援体制の充実
強化のため、配偶者暴力防止法に基づく法定協議
会の活用等による関係機関・団体等との連携を促
進する。【内閣府、警察庁、法務省、厚生労働省、
関係省庁】

④ 女性相談支援センターにおいて、被害者の安全
の確保や心身の健康回復を十分に行うとともに、
民間シェルター等の積極的活用等による適切かつ
効果的な一時保護を実施する。また、女性相談支
援センター一時保護所や女性自立支援施設におい
て、被害者に対する心理的ケアや自立に向けた支
援、同伴児童への学習支援を推進する。【厚生労
働省】

⑤ 配偶者等への暴力と児童虐待が密接に関連する
ものであることを踏まえ、要保護児童対策地域協
議会や配偶者暴力防止法に基づく法定協議会の活
用等により、児童相談所、こども家庭センター及
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び配偶者暴力相談支援センターと福祉事務所等の
連携を促進する。【内閣府、こども家庭庁、厚生
労働省】

⑥ 都道府県等に対する交付金により、官民連携の
下で行われる先進的な取組等の支援等の必要な援
助を行い、各地域の行政と民間シェルター等の民
間団体との緊密な連携による被害者支援の充実を
図る。【内閣府、厚生労働省】

⑦ 被害者が自立して生活することを促進するた
め、関係機関が連携して、公営住宅の優先入居や
住宅確保要配慮者居住支援法人による支援等の住
宅の確保、入居中の支援、就業の支援、同居する
こどもの就学・保育、住民基本台帳の閲覧等の制
限に関する制度の利用等の情報提供等を行う。ま
た、個人情報に係る閲覧や証明書の制度を不当に
利用した被害者等の住所の探索を防止するなど、
被害者情報の保護の徹底を図る。【内閣府、警察庁、
総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、国土
交通省】

⑧ 警察においては、身体に対する暴力に限らず、
生命、身体、自由、名誉又は財産に対する脅迫が
疑われる場合を含め、配偶者等からの暴力相談等
として幅広く受理し、被害者の安全確保を最優先
に、関係機関と連携して、事案に応じた適切な対
応を行う。また、重大事件等の発生状況等を踏ま
え、被害を防止するための対策を推進するととも
に、配偶者暴力防止法に基づく法定協議会におい
て、当該地域において発生した重大事件等の暴力
被害に関する必要な検証を含め配偶者等への暴力
を防止するための取組等に関する協議が行われる
ときは、当該地域において事件化された事案に係
る情報を適切に共有する等、協議への積極的な参
画に努める。【警察庁】

⑨ 配偶者等に暴力を行う等した保護観察対象者に
ついて、その特性に応じた処遇を実施するほか、
配偶者等暴力を行った受刑者に対して、その問題
性を踏まえた指導を実施する。【法務省】

⑩ 被害者支援の一環として、参加の動機付けを有
する加害者に働きかけることで自らの暴力の責任
を自覚させる加害者プログラムについて、「配偶
者暴力加害者プログラム実施のための留意事項」
等について理解の促進を図るとともに、都道府県
等に対する交付金により、加害者プログラムの

実施等に要する経費への補助を行うことなどによ
り、各地域における官民連携による実施を推進す
る。また、加害者を対象とするＤＶ相談窓口の開
設等の取組を含め、加害防止のための取組に関し
て幅広く知見の蓄積を図り、その全国的な普及に
取り組む。【内閣府】

⑪ いわゆるデートＤＶは、重大な人権侵害であり、
許されない行為であることを踏まえ、被害者に寄
り添った対応を行い、暴行、傷害、脅迫、住居侵入、
器物損壊、ストーカー行為等刑罰法令に触れる行
為を行った場合には、各種法令を適用した措置を
厳正に講ずるとともに、被害者に対する相談支援
の拡充及び相談先の周知、必要な一時保護の適切
な実施並びに若年層に対する教育及び広報啓発を
推進する。【内閣府、警察庁、文部科学省、厚生
労働省】

⑫ 日本司法支援センター（法テラス）において、
ＤＶ、ストーカー、児童虐待を受けている方や受
けるおそれのある方に対し、資力にかかわらず、
弁護士による速やかな法律相談を行う。【法務省】

⑬ 子の利益の実現に向けた父母の離婚後の子の
養育に関する見直しを図る民法等の一部を改正す
る法律（令和６年法律第33号）の施行を踏まえ、
配偶者への暴力を防ぎ、被害者の保護や支援に係
る施策を含め、子の利益を確保する観点から必要
な施策の充実に取り組む。また、令和６（2024）
年の改正により、配偶者からの暴力の被害者の避
難や被害者の支援を行う関係機関等の活動に支障
が生ずることがないよう、その正確な趣旨や内容
について、引き続き適切な周知を図る。【内閣府、
警察庁、こども家庭庁、法務省、厚生労働省、関
係省庁】

⑭ 二次被害を防止し、適切な被害者支援を行うた
め、被害者の保護等に関わる職員等による配慮を
徹底するとともに、職務関係者に対する研修等の
取組を継続して行う。また、被害者は身体的な傷
害やＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等の疾
患を抱えることが多いことから、医学的援助等に
携わる医師、看護師、保健師、精神保健福祉士等
への研修等により、適切な支援を行うための人材
育成を促進する。【内閣府、警察庁、法務省、厚
生労働省】
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第５節 ストーカー事案への対策の
推進

① ストーカー行為は事態が急展開して重大事案
に発展するおそれが大きいものであることを考慮
し、被害者の安全確保及び加害者への厳正な対処
を徹底するとともに、効果的な被害者支援及び被
害の防止に関する広報啓発を推進する。【内閣府、
警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、関係
省庁】

② 相談者やその関係者の心情に寄り添いつつ対応
を行い、被害者等の安全の確保を最優先に、テク
ノロジーの進展も踏まえ、関係法令を駆使した加
害者の検挙による加害行為の防止や被害者の保護
措置等の組織的な対応を推進する。また、被害者
等の安全確保をより確実にするため、ストーカー
行為等の規制等に関する法律（平成12年法律第
81号）に基づく禁止命令等を受けた加害者全員を
対象として、カウンセリング等を受けるよう働き
かける取組のほか、電話連絡や面談によって近況
等を把握し、その都度、加害行為の再発や報復の
おそれの有無等についてのリスク評価を行うとと
もに、被害者等の保護措置を見直す取組を推進す
る。【警察庁】

③ 緊急時における被害者の適切かつ効果的な一時
保護を実施するとともに、避難のための民間施設
における滞在支援等を行うなど、被害者等の安全
確保のための取組を促進するとともに、自立支援
を含む中長期的な支援を推進する。【内閣府、警
察庁、総務省、法務省、厚生労働省、国土交通省】

④ 被害者等の保護、捜査、裁判等に関係のある者
は、被害者等の安全の確保及び秘密の保持に十
分な配慮に努める。また、加害者が個人情報に係
る閲覧や証明書の制度を不当に利用し被害者等の
住所を探索することを防止するなど、被害者情報
の保護の徹底を図る。【内閣府、警察庁、総務省、
法務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省】

⑤ ストーカー事案に係る相談・支援窓口や事案対
処の方法について、広報啓発を推進する。【内閣府、
警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、関係
省庁】

⑥ 加害者に対する迅速・的確な対応を徹底すると
ともに、加害者に対する治療等の有用性の教示や、

精神医学的・心理学的アプローチ、受刑者に対す
るストーカー行為につながる問題性を考慮したプ
ログラムの実施・充実等、警察、刑事施設、医療
機関等の関係機関が連携し、加害者更生に係る
取組を推進する。【警察庁、法務省、厚生労働省、
関係府省】

⑦ 保護観察所において、ストーカー行為等により
保護観察に付された者等に対し、改善更生及び再
犯防止に向けた指導を実施する。また、ストーカー
やＤＶ事案等の恋愛感情等のもつれに起因する暴
力的事案に係る仮釈放者及び保護観察付執行猶予
者について、警察との緊密かつ継続的な連携によ
り、被害者等に接触しようとしているなどの特異
動向等の情報を双方で迅速に把握し、必要な指導
を行う。【警察庁、法務省】

第６節 セクシュアルハラスメント
防止対策の推進

① 教職員が学生に対して行うハラスメント等の防
止及び適切な対応のため、各大学における研修等
で活用できるハラスメント防止の啓発のためのコ
ンテンツ等を周知するなど、必要な情報提供等を
行う。【文部科学省】

② 国公私立学校等に対して、セクシュアルハラス
メントの防止のための取組が進められるようハラ
スメント防止のための窓口の設置等の取組の実施
状況に関する調査や、大学におけるハラスメント
防止に係る研修教材等セクシュアルハラスメント
の防止のための取組に必要な情報提供等を行うな
ど、セクシュアルハラスメントの防止等の周知徹
底を行う。【文部科学省】

③ セクシュアルハラスメントの被害実態を把握す
るとともに、教職員や部活動関係者等の教育関係
者への研修等による服務規律の徹底、被害者であ
る児童生徒等、更にはその保護者が相談しやすい
環境づくり、相談や苦情に適切に対処できる体制
の整備、被害者の精神的ケアのための体制整備等
を推進する。また、被害の未然防止のための児童
生徒、教職員等に対する啓発・教育を実施する。【文
部科学省】

④ 研究・医療・社会福祉施設やスポーツ分野等に
おけるセクシュアルハラスメントの防止に向けた

              



第２部 令和８年度に講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策228

取組を促進するとともに、被害者の精神的ケアの
ための体制整備を促進する。また、セクシュアル
ハラスメントの行為者に対し厳正に対処するとと
もに、行為に至った要因を踏まえた対応を行うな
ど再発防止対策の在り方を検討する。【文部科学
省、厚生労働省、関係府省】

⑤ 上記のほか、「第６次男女共同参画基本計画」第
２分野及び第３分野４（２）におけるセクシュア
ルハラスメントに係る取組を推進する。【全府省、

（人事院）】

第７節 人身取引対策の推進

① 人身取引対策について、関係閣僚から成る人身
取引対策推進会議を随時開催するとともに、「人
身取引対策行動計画2022」（令和４年12月20日
犯罪対策閣僚会議決定）に基づき、国民に対する
情報提供、被害者への支援を含む各種施策を更に
強力に推進する。さらに、人身取引対策行動計画
の改定に向けた作業を行う。【内閣官房、関係府省】

② 出入国在留管理庁の各種手続等において認知し
た人身取引被害者等に関する情報や警察における
風俗営業等に対する立入調査や取締り等あらゆる
警察活動を通じて、人身取引被害の発生状況の把
握・分析に努めるとともに、こうした関係行政機
関の取組や、各国の在京大使館、ＮＧＯ関係者、
弁護士等からの情報提供を通じて得られた情報
を、関係行政機関において共有し、外国人女性及
び外国人労働者の稼働状況や人身取引被害の発生
状況、国内外のブローカー組織の現状等の把握・
分析に努める。【内閣官房、警察庁、法務省、関
係府省】

③ 人身取引の被害申告等を呼びかけるポスター、
リーフレット等を多言語で作成し、上陸審査場、
地方出入国在留管理局、外国人被害者の主な送り
出し国の駐日大使館及び在外日本国大使館等の人
身取引被害者の目につきやすい場所に掲示等する
ことにより、被害を受けていることを自覚してい
ない、又は被害を訴えることができずにいる潜在
的な被害者に対し、多言語に応じた被害の申告先
や相談窓口の周知を図る。【内閣府、警察庁、法
務省、外務省、厚生労働省】

④ 在外公館等における厳格な査証審査を通じて、
引き続き外国人人身取引被害者となり得る者の入
国を未然に防止する水際措置を講じていく。加え
て、我が国で認知された外国人人身取引被害者に
対しては、国際移住機関（ＩＯＭ）への拠出を通じ、
人身取引被害者の帰国及び社会復帰支援を行って
いく。また、人身取引防止に関する啓発活動を継
続する。【外務省】

⑤ 人身取引対策関連法令執行タスクフォースによ
る関係行政機関の連携強化、同タスクフォースに
よる「人身取引取締りマニュアル」の活用等を通
じて、警察、出入国在留管理庁、検察、労働基準
監督署、海上保安庁等の関係機関の職員が認識を
共有し、緊密な連携の下、人身取引事犯、売春事
犯、風俗関係事犯等の人身取引関連事犯の取締り
及び厳正な対処の徹底を図る。【内閣官房、警察庁、
法務省、厚生労働省、国土交通省】

⑥ 人身取引の定義や事例等の人身取引対策に関す
る情報のホームページ等への掲載等を通じて、国
民に対して情報提供を行い、広く問題意識の共有
を図るとともに被害の通報等の協力の確保に努め
る。【内閣官房、内閣府、警察庁、法務省、関係省庁】

⑦ ＡＶ出演被害について、性をめぐる個人の尊厳
が重んぜられる社会の形成に資するために性行為
映像制作物への出演に係る被害の防止を図り及び
出演者の救済に資するための出演契約等に関する
特則等に関する法律（令和４年法律第78号）の
趣旨及び内容等の周知を図るとともに、相談窓口
であるワンストップ支援センターにおける被害者
への相談支援、広報啓発の継続的な実施、厳正な
取締り等により、被害の防止及び被害者の救済を
図る。【内閣府、警察庁、法務省、関係省庁】

第８節 売買春への対策の推進

① 売買春の被害に遭うおそれのある女性について
は、様々な困難を抱え、支援を必要とする女性で
あるという観点から、関係機関における連携を促
進し、総合的な支援の充実を図るとともに、売買
春の被害に遭うおそれのある若年層の女性を早期
に発見し、福祉等の支援につなぐことができるア
ウトリーチ機能を持った民間団体と協力し、福祉
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による生活支援や宿所の提供、自立支援など、売
春を未然に防ぐための施策を推進する。【警察庁、
厚生労働省】

② 売春の周旋行為や海外での売春のあっせん等
の各種事犯に対し、関係法令を厳正かつ適切に運
用し、取締りを一層強化する。【警察庁、法務省、
厚生労働省】

③ 売春の相手方の行為についても、各種法令を適
用し、児童買春その他の刑罰法規に違反する行為
に対して厳正かつ適切に対処するとともに、売春
防止法（昭和31年法律第118号）の更なる見直
しを含め、売買春に係る規制の在り方について検
討を行う。【警察庁、法務省】
④ 違法な海外での売買春についての注意喚起の強
化を図る。【外務省】

第９節 インターネットを利用した
性暴力等への対応

① インターネット上の性的な暴力やハラスメント
の被害者にも加害者にもならないようにするとい
う観点から、関係機関・団体等と連携して、安
全・安心な利用のための広報啓発を行うとともに、
ＩＣＴリテラシーやメディア・リテラシーの向上
のための取組を推進する。特に、自画撮り被害を
防止するため、若年層・児童生徒等や保護者に対
する教育・啓発等の対策を総合的に推進する。（再

掲）【内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、
法務省、文部科学省、経済産業省】
② ＳＮＳに起因する事犯を防止するため、こども
の性被害等につながるおそれのある不適切な書き
込みをサイバーパトロールにより発見し、注意喚
起・警告のためのメッセージを投稿する取組を推
進するとともに、より効果的な手法の導入を検討
する。（再掲）【警察庁】
③ リベンジポルノや人工知能関連技術の研究開発
及び活用の推進に関する法律案の附帯決議にも指
摘されるＡＩ技術を悪用したディープフェイクポ
ルノ等に関し、事案に応じて各種法令の規定に基
づき、違法行為に対する厳正な対処に努めるなど、
必要な対策を検討する。【内閣府、警察庁、こど
も家庭庁、総務省、法務省、文部科学省、経済産
業省】
④ インターネット上の私事性的画像記録、児童ポ
ルノ画像や盗撮事犯に係る画像等の流通防止対策
を推進する。また、インターネット・サービス・
プロバイダによるブロッキング等の自主的な取組
を引き続き支援し、児童ポルノ画像の閲覧防止対
策を推進する。（再掲）【警察庁、総務省、経済産
業省】
⑤ インターネット上に拡散した画像の削除等につ
いて相談・通報を受け付ける窓口の周知に取り組
む。（再掲）【警察庁、総務省、法務省、関係府省】

第１節 貧困等生活上の困難に直面
する女性等への支援

ア 就業・生活の安定を通じた自立に
向けた取組

① 男女の均等な機会及び待遇の確保の徹底、男女
間賃金格差の解消、女性の就業継続や再就職の支
援、女性に対する各種ハラスメントの防止、男女

ともにライフステージに応じて、ワーク・ライフ・
バランスを実現できる働き方の推進等に向けた取
組を行う。【内閣府、厚生労働省】
② 男性に比べ女性の方が雇用者に占める非正規雇
用労働者の割合が高いことが女性が貧困に陥りや
すい背景の一つとなっていることから、公正な待
遇が図られた多様な働き方の普及、同一企業・団
体内における正規雇用労働者と非正規雇用労働者
との間の不合理な待遇差の解消等を推進する。【厚

男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難に
対する支援と多様性を尊重する環境の整備第� 章７
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生労働省】
③ 社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化

のための国民年金法等の一部を改正する等の法律
（令和７年法律第74号）による中小企業等で働く
短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大を着
実に実施するとともに、更なる適用拡大の検討を
進める。【厚生労働省】

④ 生活困窮者の抱える課題は、経済的困窮を始め
として、就労、病気、住まいの不安定、家庭の課題、
家計管理の課題、債務問題など多岐にわたり、か
つこうした課題を複数抱えている場合もある。こ
うした生活困窮者のそれぞれの状況に応じて包括
的な支援を行い、その自立を促進するため、生活
困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に
基づく相談支援、就労支援、居住支援、家計改善
支援等を行う。【厚生労働省】

⑤ 令和６（2024）年４月に施行された女性支援
新法を踏まえ、困難な問題を抱える女性に対して
包括的な支援を実施できるよう、支援体制の強化、
支援員の人材育成、民間団体と地方公共団体との
協働の促進等の各種取組を行う。【厚生労働省】

⑥ 男女共同参画センター等を拠点として、地方公
共団体が実施する、様々な課題や困難を抱える女
性に寄り添った相談支援や、男性の望まない孤独・
孤立の解消等のための相談員の育成を含めた男性
相談の取組など、地域女性活躍推進交付金により
支援する。また、好事例の横展開を図り、相談支
援の取組の充実等を促す。【内閣府】

⑦ 令和10（2028）年10月の週所定労働時間10
時間以上20時間未満の労働者への雇用保険適用
拡大の施行に向けて着実に準備を進めるとともに
必要な周知・広報等を実施する。【厚生労働省】

イ ひとり親家庭等の親子が安心して
生活できる環境づくり

① ひとり親家庭の実情に応じ、マザーズハロー
ワーク、母子家庭等就業・自立支援センター等に
おいて、ひとり親を含む子育て女性等に対するき
め細かな就職支援を実施する。また、ひとり親家
庭の親等の就労支援に資する職業訓練や各種雇
用関係助成金の活用を推進する。さらに、就職に
有利になる資格の取得や主体的な能力開発の取組
を促進し、生活の安定を図るため、ひとり親家庭

の親に対する給付金等により、ひとり親家庭の生
活の安定に資する就業に向けた資格取得を促進す
る。加えて、企業に対して、ひとり親の優先的な
雇用について協力を要請し、助成金を通じて企業
の取組を支援するとともに、マザーズハローワー
ク等において、協力企業に関する情報を提供する。

【こども家庭庁、厚生労働省】
② ひとり親家庭等が安心して子育てをしながら生

活できる環境を整備するため、以下の取組を含め
た総合的な支援を展開する。【内閣府、こども家
庭庁、厚生労働省、国土交通省】
・ ひとり親世帯や住宅困窮度の高い子育て世帯

の公営住宅に係る優先入居等、住宅セーフティ
ネット制度による子育て世帯等の住宅確保要配
慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録促進、居
住支援、住宅の改修や入居者負担の軽減、生活
困窮者に対する家賃相当額や転居費用の支給、
住居借り上げ資金の無利子での貸付け等を通
じ、居住の安定を支援する。

・ ひとり親家庭等のこどもに対し、学校や放課
後児童クラブ等の終了後に生活習慣の習得・学
習支援、軽食の提供等を行うことが可能な居場
所づくりを推進する。

・ 児童扶養手当の支給、母子父子寡婦福祉資金
貸付金の貸付けにより経済的な支援を実施する
とともに、引き続き支給要件の周知等を図る。

・ デジタル化社会到来の中で、女性が経済的に
自立できるよう、女性デジタル人材の育成など、
多様な主体による連携体制の構築の下で地域の
実情に応じて地方公共団体が行う取組を、地域
女性活躍推進交付金により支援する。

③ ひとり親家庭を対象とした様々な支援情報を提
供するため、ひとり親家庭等が活用できる支援施
策や地方公共団体における取組状況、地域で活動
しているひとり親家庭の支援団体等、利用できる
支援等の情報を掲載したポータルサイト「ひとり
親家庭の暮らし応援サイト『あなたの支え』」を
運営し、ひとり親家庭が随時必要な情報を得ら
れる環境を確保する。また、ひとり親家庭の相談
窓口において、ひとり親家庭が直面する様々な課
題や個別のニーズに対応するため、適切な支援
メニューをワンストップで提供する体制を整備す
る。【こども家庭庁】
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④ 養育費の取決め等を促進するため、法定養育
費はあくまでも養育費の取決めをするまでの暫定
的・補充的なものであり、各自の収入などを踏ま
えた適正な額の養育費の取決めをすることが重要
であることなどについて、動画やパンフレット等
による効果的な周知・啓発を行う。養育費・親子
交流相談支援センターや地方自治体における養育
費の相談支援について、身近な地域での伴走型の
支援、専門的な相談を更に充実・強化するととも
に、離婚前後家庭支援事業において、弁護士等に
よる支援を含めた離婚前からの支援の充実や、関
係部署の連携強化を含めた地方自治体の先駆的な
取組への支援を実施する。
「全国ひとり親世帯等調査」において、ひとり

親家庭における養育費受領の実態を把握し、受領
率向上に向けた取組につなげていく。

また、日本司法支援センター（法テラス）にお
いては、資力の乏しい方でも民事裁判等手続を円
滑に利用できるよう、無料の法律相談や弁護士費
用等の立替えの支援（民事法律扶助制度）を行っ
ているところ、令和６（2024）年４月１日から、
養育費の請求を行うなどしたひとり親について
は、相手方から受け取った養育費を子のための資
金として十分に確保できるように、立替金の償還
免除要件を緩和するなど、その支援を拡充したも
のであり、これらの支援制度を適切に運用する。

養育費の確保を含む父母の離婚後の子の養育
に係る制度及び支援施策の在り方等について、民
法等の一部を改正する法律の施行後の各法律の
施行の状況を踏まえた調査研究を実施するなどし
て検討を加える。また、法施行後の家事紛争に適
切に対応するため、家庭裁判所の人的・物的体制
の強化や専門性の向上に努めるよう要請する。ま
た、関係機関と連携した上、家事事件に対応可
能なＡＤＲ事業者に関する情報を分かりやすく発
信し、当事者が自分に合った紛争解決手続に容易
にアクセスできるようにするとともに、ＡＤＲ手
続のオンライン化による全国対応を進めるなど、
ＡＤＲの利便性向上と家事紛争の受入れ体制の充
実を図る。【こども家庭庁、法務省】

⑤ 家庭の経済状況等によってこどもの進学機会や
学力・意欲の差が生じないように、以下の取組を
推進する。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労

働省】
・ 生活困窮世帯等に対する学習支援や進路選択

に関する相談等の支援のほか、こどもや保護者
の居場所づくりや生活に関する支援

・ 学校におけるスクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカー等の配置の充実を図ると
ともに、地域全体でこどもの成長を支える地域
学校協働活動を推進

・ 高校中退を防止するため高等学校における指
導・相談体制の充実を図るとともに、高校中退
者等を対象とした学習相談及び学習支援を実施
する地方公共団体等の取組の支援等

・ 教育費に係る経済的負担の軽減
・ ひとり親家庭等のこどもに対し、学校や放課

後児童クラブの終了後に生活習慣の習得支援、
大学等受験料の支援を含む学習支援等を行うこ
とにより、進学に向けたチャレンジを後押し

⑥ 生まれ育った環境によって、こどもの将来が左
右されることのない社会の実現に向けて、社会全
体でこどもの貧困対策を進めていく「こどもの未
来応援国民運動」を展開する。【こども家庭庁】

ウ こども・若者の自立に向けた力を
高める取組

① 社会人・職業人として自立できる人材を育成す
るため、キャリア教育・職業教育を体系的に充実
する。進路や就職に関する指導も含め、男女とも
に経済的に自立していくことの重要性について伝
えるとともに、自らの学びのプロセスを記述し振
り返ることができる教材「キャリア・パスポート」
の効果的な活用等を通じて、女性が、長期的な視
点に立って人生を展望し、働くことを位置付け、
準備できるような教育を推進する。【文部科学省】

② 若者が充実した職業人生を歩んでいけるよう、
就業等の実態を男女別等きめ細かく把握し、新規
学校卒業者への支援、中途退学者や未就職卒業者
への対応、フリーターを含む非正規雇用で働く若
者への支援等を行う。【文部科学省、厚生労働省】

③ ニート、ひきこもり等、困難を有するこども・
若者が、社会生活を円滑に営むことができるよう、
子ども・若者総合相談センター、地域若者サポー
トステーション、ひきこもり地域支援センター等
において、多様な主体間の連携により、複数の支
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援を組み合わせるなど、地域の実情に合った切れ
目のない支援を行う。【こども家庭庁、文部科学省、
厚生労働省、関係府省】

④ いわゆるヤングケアラーの問題は、表面化しに
くい構造であること等を踏まえ、地方公共団体に
おける実態把握、様々な支援に結び付けるコー
ディネーターの配置や支援窓口の設置等の支援策
を推進する。また、ヤングケアラーについて理解
を深めるため、必要な広報その他啓発活動を行う。

【こども家庭庁】

第２節
高齢者、障害者、外国人等
が安心して暮らせる環境の
整備

ア 高齢者等が安心して暮らせる環境
の整備

① 高齢期の女性の貧困について、年金生活者支援
給付金制度などを活用し、低年金・無年金者問題
に対応する。また、高齢期に達する以前の女性が
老後の生活の備えを十分にできるよう、男女共同
参画の視点から施策の検討を行い、あらゆる分野
で着実に推進する。【内閣府、厚生労働省、関係
省庁】

② 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け
て、65歳までの高年齢者雇用確保措置・70歳ま
での高年齢者就業確保措置の着実・円滑な実施や、
定年引上げ等に係る助成金の拡充等により企業へ
の支援を強化するほか、ハローワークの生涯現役
支援窓口における再就職支援、シルバー人材セン
ターによる多様な就業機会の提供等を通じ、高齢
期の男女の就業を促進するとともに、能力開発の
ための支援を行う。【厚生労働省】

③ 「健康寿命延伸プラン」（令和元年5月29日
2040年を展望した社会保障・働き方本部取りま
とめ）に基づき、次世代を含めた全ての人の健や
かな生活習慣形成、疾病予防・重症化予防、介護
予防・フレイル対策、認知症予防等を中心に取組
を推進し、男女ともに健康寿命の延伸を実現する。

【厚生労働省、経済産業省】
④ 医療・介護保険制度については、効率化・重点

化に取り組みながら質の高いサービスの充実を図

る。【厚生労働省、関係府省】
⑤ 認知症や一人暮らしの高齢者が、社会から孤立

することなく、住み慣れた地域の中で、希望を持っ
て自分らしく暮らし続けられるよう、共生社会の
実現を推進するための認知症基本法（令和５年法
律第65号）及び「認知症施策推進基本計画」（令
和６年12月３日閣議決定）に基づき、「新しい認
知症観」に立ち、認知症施策を総合的かつ計画的
に推進することにより、住民等を中心とした地域
の支え合いの仕組みづくりを促進する。【厚生労
働省、関係府省】

⑥ 高齢者が他の世代とともに社会の重要な一員と
して、生きがいを持って活躍できるよう、高齢者
の多様な学習機会の提供及び社会参加の取組を促
進する。【文部科学省、厚生労働省、関係府省】

⑦ 安定した住生活の確保、建築物、道路、公園、
公共交通機関等のバリアフリー化や無電柱化等、
高齢者を取り巻く環境の整備等を推進する。【内
閣府、警察庁、国土交通省、関係省庁】

⑧ 住宅セーフティネット制度に基づき、高齢者等
の住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅や
入居中の見守り等のサポートを行う賃貸住宅の供
給促進、居住支援等を通じて、高齢者の居住の安
定確保を図る。【国土交通省】

⑨ 企業等による、高齢者のニーズや事故防止・安
全対策等の社会課題に合致した機器やサービス、
その効果的な活用方法の開発等を支援する。【総
務省、厚生労働省、経済産業省、関係府省】

⑩ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支
援等に関する法律（平成17年法律第124号）等
を踏まえ、都道府県や市町村に対する支援等を通
じ、虐待の未然防止、悪化防止、再発防止等迅速
かつ適切な対応が図られるよう取組を推進する。

【厚生労働省、関係府省】
⑪ 消費者安全法（平成21年法律第50号）の「消

費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」
の設置等の規定に基づき、地域における高齢者の
見守り活動の促進を通じて、悪質商法などによる
高齢者の消費者被害の防止を図る。さらに、独立
行政法人国民生活センターでは、高齢者の悪質商
法被害や商品等に係る事故に関する注意情報、相
談機関の情報等について、報道機関への情報提供
や、高齢者やその周りの人々にメールマガジン（令
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和８（2026）年９月30日まで）や同センターの
公式ＳＮＳ、ホームページで伝える「見守り新鮮
情報」の発行等、多様な手段を用いて周知を図る。

【消費者庁、関係府省】
⑫ 今後、単身世帯や単身高齢世帯等の増加によ

り孤独・孤立のリスクを抱える者の増加が見込ま
れ、孤立死についても増加していくことが懸念さ
れる。このため、関係府省や地方公共団体が密接
に連携し、居場所・つながりづくりなど単身者等
の孤独・孤立状態の予防や社会とのつながりを失
い孤立死に至ることを予防する観点からの取組を
推進する。【内閣府、関係省庁】

⑬ 上記のほか、「高齢社会対策大綱」（令和６年９
月13日閣議決定）に基づき必要な取組を推進する。

【内閣府、関係省庁】

イ 障害者が安心して暮らせる環境の
整備

① 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法
律（平成25年法律第65号）によって義務付けら
れている合理的配慮の提供について、行政機関等
や企業に浸透するよう、様々な機会を捉えて周知
に取り組む。【内閣府、関係省庁】

② 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支
援等に関する法律（平成23年法律第79号）等を
踏まえ障害者虐待防止の取組を進める。【厚生労
働省、関係府省】

③ 消費者安全法の「消費者安全確保地域協議会（見
守りネットワーク）」の設置等の規定に基づき、地
域における障害者の見守り活動の促進を通じて、
悪質商法などによる障害者の消費者被害の防止を
図る。さらに、独立行政法人国民生活センターで
は、障害のある人やその周りの人々に悪質商法の
手口等の情報提供を行う。また、最新の消費生活
情報をコンパクトにまとめた「くらしの豆知識」
の発行に当たっては、カラーユニバーサルデザイ
ン認証を取得するほか、デイジー版（デジタル録
音図書）を作成し、全国の消費生活センター、消
費者団体及び全国の点字図書館等に配布するとと
もに、国立国会図書館視覚障害者等用データ送信
サービスにも登録する。【消費者庁、関係府省】

④ 障害者が安心して生活できる住宅の確保、建築
物、道路、公園、公共交通機関等のバリアフリー

化や無電柱化を推進するとともに、障害者に配慮
したまちづくりを推進する。【内閣府、警察庁、国
土交通省、関係省庁】

⑤ 障害者が個人としての尊厳にふさわしい生活を
営むことができるよう、障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するための法律（平成17
年法律第123号）に基づき、自立生活援助、就
労定着支援などの障害福祉サービス等の充実を図
り、障害者の地域における生活を総合的に支援す
る。【厚生労働省】

⑥ 令和８（2026）年７月からの法定雇用率の引上
げに対し、就労支援を着実に行うため、ハローワー
クにおける「企業向けチーム支援」等の支援を引
き続き行うとともに、障害者就業・生活支援セン
ターによる就業面と生活面の一体的な支援や、職
場適応援助者（ジョブコーチ）による専門的な支
援等により、多様なニーズに応じた支援の充実を
図る。【厚生労働省】

⑦ 令和６（2024）年12月に閣僚会議において策
定された「障害者に対する偏見や差別のない共生
社会の実現に向けた行動計画」に基づき、子育て
等の希望する生活の実現に向けた支援や公務員の
障害者差別に係る意識改革等について、政府全体
で取組を進める。【内閣府、関係省庁】

⑧ 上記のほか、「障害者基本計画（第５次）」（令
和５年３月14日閣議決定）に基づき、自立した生
活の支援・意思決定支援、保健・医療、防災・防
犯等の分野における施策を総合的に推進する。【内
閣府、関係省庁】

ウ 外国人が安心して暮らせる環境の
整備

① 外国人が、言語の違い、文化・価値観の違い、
地域における孤立等の困難に加えて、女性である
ことにより更に複合的に困難な状況に置かれてい
る場合があることに留意し、以下の取組を含めた
多文化共生施策を総合的に推進する。【こども家
庭庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、
国土交通省、関係府省】
・ 日本で生活する外国人への教育、住宅、就労

支援、各種の手続・法令・制度等についての多
言語での情報提供や、よりきめ細かな対応を可
能とする相談体制の整備、外国人のこどもへの
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支援等を進める。
・ 外国人の妊産婦が、日本において母子保健

情報を円滑に入手し活用することで安心して出
産・子育てができるよう支援等を進める。

・ 外国人が抱える様々な課題を的確に把握する
ために、専門家の意見等を踏まえつつ、外国人
に対する基礎調査を実施するとともに、関係者
ヒアリングにおいて、地方公共団体や外国人支
援団体等幅広い関係者から意見を聴取し、共生
施策の企画・立案に活用することにより、日本
人と外国人が安心して安全に暮らせる環境整備
を進める。

・ 外国人居住の実情を踏まえつつ、行政情報や
相談窓口の周知など、外国人が行政情報を適切
に把握できるような環境整備を進める。また、
国の行政機関における相談窓口と地方公共団体
等が運営する相談窓口が協力し、更なる連携を
強化する。

・ 外国人受入環境整備交付金等により、地方公
共団体による多言語での情報提供及び相談を行
う一元的な相談窓口の設置・運営の取組を支援
する。また、地方公共団体の行政窓口に対する
通訳支援について、利用状況等を踏まえ、引き
続き、効果的な通訳支援の在り方について検討
する。

② 配偶者等からの暴力の被害者である在留外国人
女性への支援について、人身取引及び配偶者から
の暴力に関する専門的知識を持った母国語通訳者
の養成等を含め、適切に支援する。【厚生労働省】

③ 法務省の人権擁護機関において、日本語を自由
に話すことが困難な外国人等からの人権相談に対
応するため、全国の法務局に「外国人のための人
権相談所」を設け、約80の言語による相談に応
じる。

また、「外国語人権相談ダイヤル」及び「外国
語インターネット人権相談受付窓口」を設けてお
り、電話・インターネットでも10言語による人権
相談を受け付けているところ、相談窓口を引き続
き設置し、更にその内容を充実させるよう努める。

【法務省】

6	� 例えば、アイヌの人々であること、障害があること、性的マイノリティであること、部落差別（同和問題）に関すること、外国人や
ルーツが外国であること。

④ 配偶者等からの暴力を受けた外国人被害者の保
護においては、在留資格の有無やその種類により
被害者の置かれた状況が様々であることや、言語
や文化、習慣の違い等を十分意識し、一時保護等
の必要な支援を受けられるよう努める。【内閣府、
法務省、厚生労働省】

⑤ 「人身取引対策行動計画2022」に基づき、政府
一体となってより強力に、総合的かつ包括的な人
身取引対策に取り組んでいく。さらに、人身取引
対策行動計画の改定に向けて作業を行う。【内閣
官房、関係府省】

エ 女性であることで更に複合的に困
難な状況に置かれている人々への
対応

① 様々な属性 6を持つことに加え、女性であるこ
とで更に複合的に困難な状況に置かれている場合
等を含め、人権教育・啓発活動の促進や、人権侵
害の疑いのある事案を認知した場合の調査救済活
動の取組を進める。また、法務局の人権相談窓口
を相談者が幅広く安心して利用できるよう、研修
等を通じた相談員の専門性の向上、相談窓口の周
知・広報を行うなど人権相談体制を充実させる。

さらに、学校における性的マイノリティに係る
児童生徒等への適切な対応を促すため、相談体制
の充実や関係機関との連携を含む支援体制を整備
する。その他、男女共同参画の視点に立って必要
な取組を進める。【内閣官房、法務省、文部科学省、
厚生労働省、関係府省】

② 多様かつ複合的な困難を抱える人々を地域にお
いて早期に発見し、確実に支援していくため、包
括的な支援体制の整備を推進し、困難な状況が固
定化・連鎖しないようきめ細やかな支援の実現に
向けて、各種施策との連携を図る。【厚生労働省、
関係府省】
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第１節 国の防災・復興行政への
男女共同参画の視点の強化

① 災害応急対策のための会議等において、男女共
同参画の視点からの災害対応について、関係省庁
の間で認識を共有し、取組を促進する。【内閣府、
関係省庁】

② 災害対応のための各種要領やマニュアル等にお
いて、災害時における男女共同参画の視点からの
配慮事項等を充実させる。【内閣府】

③ 災害対応に携わる関係省庁の管理職を含む職員
を対象に、男女共同参画の視点からの災害対応に
ついての理解促進を図る。【内閣府、関係省庁】

④ 地方防災会議委員のうち、「指定行政機関の長
又はその指名する職員（１号委員）」の選定につ
いて、関係省庁に対し、弾力的な女性の登用を促
す。【内閣府】

⑤ 令和６（2024）年能登半島地震やこれまでの
災害を踏まえ、防災庁が果たすべき役割について、
男女共同参画の視点を踏まえ検討を進める。【内
閣官房】

第２節 地方公共団体の取組促進

ア 防災・復興に関する政策・方針決
定過程への女性の参画拡大

① 都道府県防災会議における女性委員の割合につ
いて、各都道府県に対して、女性の参画拡大に向
けた取組を促進するよう要請する。【内閣府、総
務省】

② 市町村防災会議について、女性委員のいない会
議を早期に解消するとともに、女性委員の割合を
増大する取組を促進するため、都道府県と連携し、
女性を積極的に登用している市町村の好事例の展
開などを行う。【内閣府、総務省】

③ 地方公共団体の災害対策本部について、女性職
員や男女共同参画担当職員の配置、構成員となる
男性職員に対する男女共同参画の視点からの取組
に関する理解促進等が図られるよう、平常時から
働きかけを行うとともに、発災時に、現地に国の
職員を派遣することや、被災経験や支援実績のあ
る男女共同参画センター等による協力を含め、支
援の強化を進める。【内閣府、総務省】

④ 東日本大震災の被災地における復興の取組に
男女共同参画を始めとした多様な視点を生かすた
め、行政や民間団体における各種施策や参考とな
る事例等の情報を収集し、その活用促進を図ると
ともに、地方公共団体の復興計画策定委員会等に
おける女性委員の割合の増加も促進する。【復興
庁】

イ 防災の現場における女性の参画拡大
① 地方公共団体が作成する地域防災計画等におい

て男女共同参画の視点が位置付けられ、具体的な
施策が検討・実施されるよう、情報提供や助言等
を行う。【内閣府、総務省】

② 避難所運営等に若年層を含めた女性が参画し、
女性と男性のニーズ等の違いに配慮して取組を行
う。同時に、被災者や支援者が性暴力及び配偶者
等からの暴力の被害者にも加害者にもならないよ
う、暴力は許されない行為であるという認識の普
及・徹底を図る。【内閣府】

③ 初動段階から女性の視点を生かした災害対応を
行うため、平常時から地方公共団体の防災・危機
管理部局の男女比率を、少なくとも庁内全体の職
員の男女比率に近づけ、あらゆる職員が災害対応
に係る知見・経験を日頃から蓄積できるように、
働きかけを行う。同時に、女性職員が安全・安心
に災害対応業務を行うための環境整備や、男女問
わず子育てや介護に携わる職員が災害対応業務に
専念できるようにするためのサポート体制の強化
等について検討するよう、あらゆる機会を通じて

防災・復興における男女共同�
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周知する。【内閣府】
④ 男女共同参画センターが男女共同参画の視点か

らの地域の防災力の推進拠点となるよう、先進的
な取組事例の共有を行うとともに、地方公共団体
に対して男女共同参画センターの役割の明確化を
促す。【内閣府】

⑤ 防災施策に男女共同参画の視点が反映されるよ
う、防災関係者に対して、男女共同参画の視点か
らの防災・復興に係る研修を実施する。特に、防
災担当職員や指導的立場にある者を対象とした研
修の実施に当たっては、予防、応急及び復旧・復
興の各段階における男女共同参画の視点からの災
害対応に関する講義を盛り込む。【内閣府、総務省】

⑥ 地方防災会議委員に対し、男女共同参画の視点
からの防災・復興の取組の重要性について、周知
を図る。【内閣府】

⑦ 自主防災組織等において女性の参画を進める好
事例の展開などを行う。【内閣府、総務省】

⑧ 女性防災リーダーや女性防災士等の育成及び育
成した女性防災人材の活躍を支援する地方公共団
体や民間団体等の事例を展開し、全国的な女性防
災人材のネットワークの構築・拡大に向けた取組
を促す。【内閣府】

⑨ 防災に関する知識の普及において、災害の各段
階において受ける影響やニーズが女性と男性で違
うことや地域防災力を高めるためには女性の参画
やリーダーシップが重要であることの理解促進を
図るため、情報提供や働きかけを行う。その際、
こどもについては、その発達段階に応じた対応を
行う。【内閣府、総務省、文部科学省、関係省庁】

⑩ 被災地における支援者や復興に従事する職員に
対して、地方公共団体、男女共同参画センター等
と連携・協働し、男女共同参画の視点からの対応
についての理解を促進するためのシンポジウム・
ワークショップ・研修等を行う。【内閣府、復興庁】

⑪ 被災地における生活再建や就労支援を推進し、
女性の活躍をより促進するため、各種施策や参考
となる事例等の情報を、地方公共団体等と連携・
協働し、被災地の女性や女性グループを始め、多
様な主体に行き渡るよう工夫して提供する。【内
閣府、復興庁】

⑫ 消防庁では、女性消防吏員の比率について将来
的に10％程度まで引き上げることを目指し、まず

は令和13（2031）年度までに採用者に占める女
性の比率を10％以上とすることを目標として掲げ
ており、各消防本部に対し、消防庁の掲げる目標
を踏まえ、それぞれの実情に応じた数値目標を設
定した上で計画的に取組を推進するよう要請する
とともに、女性消防吏員の採用に向けた積極的な
広報を実施する。また、女性専用施設等の職場環
境の整備について支援を行うとともに、先進的な
取組事例の全国展開、管理職員向け研修会等を実
施する。（再掲）【総務省】

⑬ 消防団への女性の積極的な入団を促進するた
め、女性団員の確保や女性が活動しやすい環境づ
くりに向けた地方公共団体の取組を支援するとと
もに、全国の女性消防団員が一堂に会する大会等
を通じ、女性消防団員の活動をより一層活性化さ
せる。また、消防団の拠点施設等における女性用
トイレや更衣室等の設置、女性を含め、全ての団
員が比較的容易に取り扱える小型・軽量化された
資機材の整備等を進める。【総務省】

ウ 令和６年能登半島地震等を踏まえ
た、今後の災害対応に男女共同参画
の視点を導入するための取組強化

① 「令和６年度 男女共同参画の視点からの能登
半島地震対応状況調査」を踏まえ、「災害対応力
を強化する女性の視点～男女共同参画の視点から
の防災・復興ガイドライン～」の内容の充実や、

「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況
調査」の有効性の検証等、今後の災害対応に男女
共同参画の視点を取り入れるために必要な取組を
進める。【内閣府】

② これまでの災害における男女共同参画の視点か
らの取組事例やノウハウ等を体系的に整理し、平
常時からホームページ等で共有し、発災時に地方
公共団体や民間支援団体等の災害対応に当たる関
係者が迅速に参照できる環境を整備する。【内閣
府】

③ 大規模な災害の発生が予測されたとき又は発生
した後には、必ず、「災害対応力を強化する女性
の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガ
イドライン～」に含まれる「避難所チェックシート」
を関係地方公共団体に通知し、取組を促す。災害
時に「避難所チェックシート」がスムーズに活用
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されるため、平常時から周知に努める。なお、避
難生活の長期化により、被災者のニーズは刻々と
変化するため、「避難所チェックシート」を踏まえ
た段階的なリストや携帯しやすいリーフレット・
チラシの作成等の取組を検討する。【内閣府】

④ 災害時においても性暴力や配偶者等からの暴力
の被害に関する相談窓口が継続して運営されるよ
う、平常時から相談窓口の持続的な体制の必要性
について周知を行う等、関係機関等による検討・
準備を促進する。【内閣府】

⑤ これまでの災害における女性と男性の課題や影
響を把握するため、平常時、初動段階、避難生活、
復旧・復興において必要な男女別データの収集・
活用方法を整理するとともに、被災者の支援ニー
ズを的確に把握・判断できるよう、具体的な活用
事例を示す。【内閣府】

⑥ 平常時に利用している物資等を災害時にも使え
るようにする「フェーズフリー」の観点を踏まえ、
女性用品や乳幼児用品、衛生用品等についても
ローリングストックなどにより住民の備えを促す
等、必要な情報提供を行う。【内閣府、こども家
庭庁、農林水産省、経済産業省】

第３節 国際的な防災協力における
男女共同参画

① 第58回国連女性の地位委員会「自然災害に
おけるジェンダー平等と女性のエンパワーメン
ト」決議7（平成26（2014）年）及び第３回国連
防災世界会議で策定された「仙台防災枠組2015-
2030」（平成 27（2015）年）に沿うよう、防
災分野における男女共同参画について、防災に
関わる国際会議の場や国際機関（ＵＮＤＲＲや
ＵＮＩＴＡＲ等）等との協力を通じて推進する。【内
閣府、外務省】

② 国内の関係府省において、女性・平和・安全保
障（ＷＰＳ）担当官を明確に位置付け、各国との
協力を一層推進するとともに、「第３次女性・平和・
安全保障に関する行動計画（2023－2028年度）」
に基づく取組を対外発信含めて着実に実施してい

7	� 平成24（2012）年に我が国が初めて提案した同名の決議をフォローアップし、我が国が提案した決議（我が国を含む79か国が共
同提案）。災害時における女性のぜい弱性や、防災、災害対応、復旧・復興の過程における意思決定過程への女性の参画確保等を強調。

く。【外務省、関係府省】
③ 「第３次女性・平和・安全保障に関する行動計

画（2023－2028年度）」を踏まえ令和６（2024）
年４月に策定された「防衛省女性・平和・安全保
障（ＷＰＳ）推進計画」に基づき、防衛省一体と
してＷＰＳを強力に推進するため、ＷＰＳハンド
ブック、防災業務計画等の作成、変更等を通じた
自衛隊の活動への反映等に取り組み、女性のエン
パワーメント支援を含む諸外国、機関等との連携
を深める等により、国民の保護や国際社会の平和
と安定に貢献する。【防衛省】

④ 消防分野においても、「第３次女性・平和・安
全保障に関する行動計画（2023－2028年度）」
に基づき、女性消防吏員及び女性消防団員の増加
を図るべく、ソフト・ハード両面からの勤務環境・
活動環境の更なる向上に努める。【総務省】
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第１節
女性が活躍でき、暮らしや
すい地域づくりのための男
女共同参画の推進

ア 企業等における男女共同参画の推進
① 地方公共団体が多様な主体による連携体制の

構築の下で、地域の実情に応じて行う、多様で柔
軟な働き方の定着や女性デジタル人材・女性起業
家の育成、様々な課題・困難を抱える女性への支
援、学び直しやキャリア形成の支援、女性活躍推
進法に基づく事業主行動計画の策定等に係る中小
企業・小規模事業者への支援などの取組を、地域
女性活躍推進交付金により支援する。また、地方
公共団体が行う男女共同参画社会の実現に向けた
取組については、地方財政措置が講じられており、
各地方公共団体の状況に応じて、自主財源の確保
を働きかける。【内閣府】

② 女性や若者等の移住・定着の推進のため、地域
を支える企業等への就業と移住や、地域における
社会課題の解決に資する起業と移住への支援を行
う地方公共団体の取組等について、地域未来交付
金により支援する。【内閣官房、内閣府】

③ 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏ま
えた目標設定、目標達成に向けた取組を内容とす
る事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に関す
る情報公表等の女性活躍推進法に基づく取組によ
り、女性活躍推進に向けて企業等が行う積極的改
善措置（ポジティブ・アクション）等の女性活躍
に向けた取組を促進するとともに、令和７（2025）
年に改正された女性活躍推進法に基づき、女性管
理職比率の公表等の新たに義務付けられる取組内

容について、あらゆる機会を通じて事業主に対し
周知し、円滑な施行及び実効性の確保を図る。【内
閣府、厚生労働省】

④ 公共調達において、女性活躍推進法、次世代法
及び若者雇用促進法に基づく認定の取得等をした
ワーク・ライフ・バランス等推進企業を加点評価
することにより、これらの企業の受注機会の増大
を図る。（再掲）【内閣府、厚生労働省、全省庁】

⑤ 地方においても時間や場所を有効に活用でき柔
軟に働ける環境整備に向け、テレワークの導入・
改善を検討している企業に対するコンサルティン
グや、中小企業事業主に対する助成金等の各種支
援策を推進するとともに、リモートによる副業・
兼業の推進等の地方の課題解決等を図る取組等を
推進する。（再掲）【内閣府、総務省、厚生労働省、
経済産業省、国土交通省】

⑥ 中小企業に対して、仕事と育児を両立する柔軟
な働き方の導入や業務の代替等の支援を実施す
るとともに、男女ともに労働者が円滑な育児休業
の取得や職場復帰、その後の仕事・キャリア形成
と育児との両立が図られる雇用環境を整備するた
め、専門家が中小企業・労働者の状況や課題に応
じた支援を実施する。（再掲）【厚生労働省】

⑦ 建設産業、海運業、自動車運送事業等（トラッ
ク運転者、バス運転者、タクシー運転者、自動
車整備士）、女性の少ない業種・職種において、
ＩＣＴの活用による生産性向上や多様な人材が働
きやすい環境の整備等により、女性の就業及び定
着を促進する。（再掲）【厚生労働省、国土交通省】

⑧ 各地域における交通やまちづくりの分野におい
て、ジェンダー平等及びジェンダーの視点をあら
ゆる施策に反映する「ジェンダー主流化」を進め

地域における男女共同参画の�
状況に応じた取組の推進第� 章９

Ⅱ �男女共同参画社会の実現に向けた
基盤の整備・強化
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るため、業界の枠を超えて交流を深め、横の連
携を図ることのできるコミュニティの構築を推進
することにより、女性活躍の取組や男女の異なる
ニーズを反映したサービス提供の促進を図る。（再
掲）【国土交通省】

⑨ 企業や地方公共団体などの組織における女性人
材の発掘、能力開発、登用、そのための意識変革・
働き方改革などの取組を促進すべく、組織におけ
る意識と行動の変革を目指すリーダーの会につい
て新たな行動宣言の下に女性リーダーの参加を促
し、地方の企業や中小・小規模事業の経営者の賛
同を増やす。【内閣府】

⑩ 女性も含めた後継者の事業承継を後押しし、中
小企業・小規模事業者の事業承継・Ｍ＆Ａを促す
ため、予算・税制等を含めた総合的な支援策を推
進する。また、その活用事例を展開していく。（再
掲）【経済産業省】

⑪ 「女性、若者／シニア起業家支援資金」等によ
る資金調達支援を実施し、女性の起業を後押しす
る。【経済産業省】

⑫ 女性の起業・創業の活性化や女性起業家の成長・
発展を促進するため、多様なロールモデルについ
て、関係機関等に周知・普及を図る。（再掲）【内
閣府】

⑬ 男女共同参画センター等の関係機関とも連携し
つつ、全国各地における女性起業家支援の好事例
についての横展開や女性起業家支援ネットワーク
の構築を図ることで、女性起業家を総合的に支援
する。（再掲）【内閣府、経済産業省】

⑭ 女性がアクセスしやすい男女共同参画センター
等を女性の起業支援の拠点として、地方公共団体
において実施する、女性のための起業セミナーや
チャレンジショップ等の継続的な開催を通じた女
性起業家のネットワーク形成など、女性の起業支
援の取組を、地域女性活躍推進交付金を始めとす
る財政支援等により後押しする。（再掲）【内閣府】

⑮ 女性起業家に対するハラスメントも含め、相談
を受け付ける「みんなの人権110番」等について、
引き続き周知を図る。（再掲）【内閣府、法務省、
経済産業省】

⑯ 大学を核とした地域の人材育成等のための連携
基盤（地域構想推進プラットフォーム）の整備促
進や、推進役となるコーディネーターの活用等を

通じた大学間・産学官連携の強化等を通じて、大
学を活用した、女性活躍を含む地方創生の取組を
推進するとともに、地域に不可欠な人材育成機能
の確保を図るなど、各地域の魅力的な大学づくり
に関する取組を推進する。【文部科学省】

イ 農林水産業における男女共同参画
の推進

① 農業委員や農業協同組合、森林組合、漁業協同
組合の役員及び土地改良区等の理事について、年
齢や性別に著しい偏りが生じないよう配慮しなけ
ればならないとの各根拠法における規定を踏ま
え、女性の割合の向上や女性登用ゼロからの脱却
に向けた取組などを一層推進する。また、地方公
共団体、農業団体の意思決定層等に対し、女性登
用を進めるための意識啓発を図るとともに、具体
的な目標の設定や女性の参画を促進する仕組みづ
くりを働きかける。【農林水産省】

② 幅広い視野と能力を有し、地域をリードできる
女性農業経営者を育成するため、経営力や組織の
管理能力等の修得に向けた研修を実施するととも
に、地域レベルや都道府県域を超えた女性グルー
プの形成やその取組を支援する。【農林水産省】

③ 全国の市町村において策定された、地域の協議
に基づき、地域農業の将来の在り方や農地利用
を明確化する「地域計画」の継続的な見直しやそ
の実現に向けた協議の場において、女性農業者を
始めとする地域の関係者の積極的な参画を推進す
る。【農林水産省】

④ 女性の林業経営への参画等により、地域全体に
おける林業を活性化するため、経営者や従事者に
対する研修やセミナー等を行うとともに、森林・
林業に関心のある女性に対して、女性林業グルー
プの取組の発信を行う。【農林水産省】

⑤ 水産業における女性の参画を推進するととも
に、水産業経営の改善を図るため、起業的取組を
行う女性グループの取組、女性の経営能力の向上
や女性が中心となって取り組む加工品の開発、販
売等の実践的な取組を支援し、優良な取組の全国
各地への普及を図る。【農林水産省】

⑥ 認定農業者制度における農業経営改善計画申請
の際に夫婦などによる共同申請を通じて、女性の
農業経営への参画を推進する。【農林水産省】
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⑦ 「農業女子プロジェクト」や「海の宝！水産女
子の元気プロジェクト」において、企業や教育機
関との連携強化、地域活動の推進により女性農林
水産業者が活動しやすい環境を作るとともに、メ
ンバーの多様な経験・知見を生かした人材育成の
強化に取り組む。【農林水産省】

⑧ 家族経営協定を締結した女性農業者や女性が役
員の過半を占める農業法人等に対する融資の活用
を促進する。【農林水産省】

⑨ 農業や家事の分担・負担度合いを見直すワーク
シートの活用やそれを踏まえた家族経営協定の締
結により家族間での役割分担や就業条件の明確化
を推進する。【農林水産省】

⑩ 女性グループが行う漁業生産活動に対する融資
の活用を推進することにより、女性が行う水産業
に関連する経営や起業等を支援する。【農林水産
省】

⑪ 女性の就農希望者等に対し、就農相談会、農業
法人による会社説明会、就農促進ＰＲ活動、農業
者による高校や大学等教育機関への出前授業等を
通じて、農業への理解を促進する。また、就農に
当たっては、家族経営協定を締結した夫婦等での
共同申請を含め、認定新規就農者制度の活用を推
進する。【農林水産省】

⑫ 女性農業者の農業者年金への加入推進のため、
オンラインセミナーの開催やWeb等を活用した
計画的な広報活動の展開、女性農業者が参集する
研修会やイベント等において制度のＰＲを行う機
会を増やす等女性農業者に対する制度の普及啓発
の取組を強化する。【農林水産省】

⑬ 女性の就農促進や継続的な雇用に向け、女性活
躍推進法等に基づく一般事業主行動計画の策定等
を通じて、子育て等のライフステージにも合わせ
た、女性が働きやすい環境整備等をソフト・ハー
ド両面から推進する。【農林水産省】

⑭ 女性の発想から農山漁村の魅力の掘り起こし・
磨き上げ・発信を促進し、また、農山漁村のポテ
ンシャルを引き出して地域の活性化や所得向上に
取り組む優良事例を選定し、全国へ発信する。【農
林水産省】

⑮ 性別役割分担意識等によるジェンダー・ギャッ
プ解消に向けた啓発及び経営で手腕を発揮する
ロールモデルの提示や女性登用・支援の一層の推

進のための表彰等を通じ、女性が農業分野で活躍
できる環境づくりを促進する。【農林水産省】

⑯ 農作業の自動化等を通じて身体の負担軽減や作
業時間の短縮に資するスマート農業技術により、
女性や高齢者などでも活躍しやすい農業を実現す
るため、多様なプレーヤーが参画したスマート農
業イノベーション推進会議（ＩＰＣＳＡ）において、
生産と開発の連携、情報の収集・発信・共有、関
係者間のマッチング支援、人材育成等を行い、ス
マート農業技術の開発と普及の好循環の形成を推
進する。【農林水産省】

ウ 地方議会・地方公共団体における
取組の促進

① 女性の地方公共団体の長や地方議会議員のネッ
トワークの形成について、政党や地方六団体に要
請する。（再掲）【内閣府】

② 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
が令和７（2025）年６月に取りまとめた報告書に
おいて、特に女性、若者、勤労者等の参画を促進
するため今後も着実に進める必要があるとされた
デジタル技術を活用した議会運営、プライバシー
への配慮に関する取組やハラスメント防止のため
の研修の実施等について普及を図る。また、候補
者となり得る女性の人材育成等にも資する「女性
模擬議会」や「議会モニター」等の優良事例につ
いて情報提供を行う。（再掲）【総務省】

③ 地方公務員の女性職員の活躍に資する取組につ
いて、各地方公共団体の実情に即し、主体的かつ
積極的に取組を推進するよう要請する。また、令
和７（2025）年に改正された女性活躍推進法に
基づく特定事業主行動計画について数値目標を設
定した項目の進捗状況及び取組の実施状況が経年
で公表されることを徹底するとともに、公表義務
が拡大される情報公表について、適切に対応する。
また、各団体の取組について、比較できる形での
更なる「見える化」を行う。【内閣府、総務省】

④ 各都道府県・政令指定都市が設定している審議
会等委員への女性の参画に関する数値目標や、こ
れを達成するための様々な取組、女性比率の現状、
女性が一人も登用されていない審議会等の状況等
を調査し取りまとめて提供し、審議会等委員への
女性の参画を促進する。（再掲）【内閣府、関係省庁】

              



241

第
９
章

地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
状
況
に
応
じ
た
取
組
の
推
進

エ 地域に根強い固定的性別役割分担
意識等の解消

① 固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見
の解消に資する、また、固定観念や無意識の思い
込み（アンコンシャス・バイアス）を生じさせな
い取組に関する情報収集を行うとともに、行動変
容にもつながるよう、啓発手法等を検討し、情報
発信を行う。【内閣府】

② 「男女共同参画週間」（毎年６月23日から同月
29日まで）や「男女共同参画社会づくりに向けて
の全国会議」において、地方公共団体や関係機関・
団体と連携し、男女共同参画に関する意識の浸透
を図る。【内閣府】

第２節 地域活動における男女共同
参画の推進

ア 女性リーダー等の活躍の推進
① ＰＴＡ、自治会・町内会等、地域に根差した組

織・団体の長となる女性リーダーを増やすための
機運の醸成や女性人材の育成を図る。【内閣府、
総務省、文部科学省、関係省庁】

② 学校・保育所の保護者会（ＰＴＡ等）や自治会・
町内会など、学校・園関連の活動や地域活動につ
いて、男女ともに多様な住民が参加しやすい活動
の在り方を提示するとともに、優良事例の横展開
を図る。【内閣府、総務省、文部科学省、関係省庁】

イ 関係人口等との連携による男女共
同参画の推進

① 地方公共団体が三大都市圏等の企業等の人材
を地域の課題解決の即戦力として活用する「地域
活性化起業人」や、都市地域から条件不利地域に
住民票を異動した者を地域の課題解決に活用する

「地域おこし協力隊」の仕組みを通じた地域の担
い手の確保の取組を積極的に支援する。

また、地方公共団体が女性の人材育成や地域企
業とのマッチング等に取り組む場合の経費を支援
する「事業承継等人材マッチング支援事業」や産
官学金の連携により地域の資源と資金を活用した
地域密着型事業の立ち上げを支援する「ローカル

10,000プロジェクト」により、女性の活躍に向け
た取組を支援する。【総務省】

② 一部の地方公共団体においては、ジェンダー・
ギャップ解消のため、地域外からの専門家や企業
と連携するなど、関係人口を活用することにより、
地域の実情に応じた様々なステークホルダーを適
切に捉えた効果的な取組が行われている。全ての
地方公共団体において、それぞれの地域の実情に
応じた取組を選択し実施できるよう、研修や会議
などの場を活用しながら、このような取組事例の
横展開を促進する。【内閣府】

③ 若者や女性の「働きがい」と「働きやすさ」の
両面を向上させていく「地域働き方・職場改革」
を起点とし、無意識の思い込み（アンコンシャス・
バイアス）を含めた地域社会の変革に取り組む。
令和７（2025）年度の取組始動以降、３～５年程
度における先行的な地方公共団体の成果等の蓄積
を通じ、全国的な波及を目指していく。【内閣官房、
内閣府、厚生労働省】

第３節 官民連携による男女共同
参画の推進

ア 地方公共団体における関係機関・
団体との連携

① 男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78
号）で努力義務となっている市町村男女共同参画
計画の策定は、男女共同参画社会を形成していく
上で、極めて重要である。特に、策定が進んでい
ない町村に焦点を当て、都道府県と連携し、策定
状況の「見える化」を含む情報提供や好事例の収
集・発信、専門家派遣などにより、男女共同参画
についての理解を促進し、全ての市町村において
計画が策定されるよう促す。【内閣府】

② 地方公共団体が多様な主体による連携体制の
構築の下で、地域の実情に応じて行う、多様で柔
軟な働き方の定着や女性デジタル人材・女性起業
家の育成、様々な課題・困難を抱える女性への支
援、学び直しやキャリア形成の支援、女性活躍推
進法に基づく事業主行動計画の策定等に係る中小
企業・小規模事業者への支援などの取組を、地域
女性活躍推進交付金により支援する。また、地方

              



第２部 令和８年度に講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策242

公共団体が行う男女共同参画社会の実現に向けた
取組については、地方財政措置が講じられており、
各地方公共団体の状況に応じて、自主財源の確保
を働きかける。（再掲）【内閣府】

③ 地方公共団体の自主性と創意工夫に基づく、地
域独自のジェンダー・ギャップ解消に向けた取組
を、計画から実施まで、地域未来交付金により支
援する。【内閣官房、内閣府】

④ 一部の地方公共団体においては、ジェンダー・
ギャップ解消のため、地域外からの専門家や企業
と連携するなど、関係人口を活用することにより、
地域の実情に応じた様々なステークホルダーを適
切に捉えた効果的な取組が行われている。全ての
地方公共団体において、それぞれの地域の実情に
応じた取組を選択し実施できるよう、研修や会議
などの場を活用しながら、このような取組事例の
横展開を促進する。（再掲）【内閣府】

イ 男女共同参画機構としての取組の
推進

① 男女共同参画機構は、男女共同参画に関する施
策を総合的に行うナショナルセンターとして、男
女共同参画を担う人材の確保等に向けた研修や地
域の男女共同参画に関する専門的な調査研究を行
うとともに、全国各地の男女共同参画センターを
強力に支援するセンターオブセンターズとして、
男女共同参画センターを拠点とした地域における
ネットワーク形成の支援、男女共同参画センター
間のネットワーク形成の促進や男女共同参画セン
ターが行う好事例の収集・提供、個別事業の実施
方法に関する助言等に取り組む。

また、「独立行政法人国立女性教育会館の機能
強化による男女共同参画の中核的組織の整備に向
けて」（令和６年７月30日公表）に基づき、必要
な予算及び人員を確保の上、特定の場所や方法に
とらわれない多様な事業を展開するため、男女共
同参画機構に必要な機能を本館に集約するととも
に、老朽化した宿泊棟、研修棟等を撤去すべく、
速やかな関連工事への着手を目指す。【内閣府、
文部科学省】

② 全国各地の男女共同参画センターが地域におけ
る男女共同参画に関する状況と課題等を把握する
ために必要なノウハウや手法等についても検討・

提供し、男女共同参画センターから情報を集約し、
就労状況など統計データを始め、地域における男
女共同参画の実態をきめ細かく把握する。【内閣
府】

ウ 男女共同参画センターの機能の強
化・充実

① 令和７（2025）年の男女共同参画社会基本法
の改正により、同法に男女共同参画センターが地
域の課題解決を行う関係者相互間の連携と協働を
促進するための拠点であることを規定するととも
に、地方公共団体に対して、その体制確保に努め
る義務を課すこととした。

これを踏まえ、国としては、男女共同参画セン
ターが「男女共同参画センターにおける業務及び
運営についてのガイドライン」も活用し、男女共
同参画社会基本法の理念に即した運営と関係機関
との有機的な連携の下、同法に定められた役割を
十全に果たせるよう不断の効果検証を促す。【内
閣府】

② 男女共同参画機構の保有する歴史的資料のデジ
タル化を進めること等により、男女共同参画セン
ターにおける事業及び各地方公共団体における男
女共同参画に関する施策の企画・立案に、男女共
同参画機構や他の男女共同参画センターの知見及
びノウハウを円滑に生かすことができる環境を整
備する。【内閣府】

③ 男女共同参画センター等を拠点として、地方公
共団体が実施する、様々な課題や困難を抱える女
性に寄り添った相談支援や、男性の望まない孤独・
孤立の解消等のための相談員の育成を含めた男性
相談の取組など、地域女性活躍推進交付金により
支援する。また、好事例の横展開を図り、相談支
援の取組の充実等を促す。（再掲）【内閣府】

第４節 環境問題への取組における
男女共同参画の推進

① 気候変動問題等に係る環境政策や環境に影響を
与える産業・エネルギー政策の政策・方針決定過
程における女性の参画拡大を図る。【経済産業省、
環境省】

② 各都道府県・政令指定都市が設定している審議
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会等委員への女性の参画に関する数値目標や、こ
れを達成するための様々な取組、女性比率の現状、
女性が一人も登用されていない審議会等の状況等
を調査し取りまとめて提供し、審議会等委員への
女性の参画を促進する。（再掲）【内閣府、関係省庁】

③ 環境問題に関する施策の企画立案・実施に当

たっては、男女別データを把握し、女性と男性に
与える影響やニーズの違いを踏まえた対応を行
う。令和８（2026）年度においては、デコ活を展
開する中で、属性等のデータを把握し、デコ活の
取組が女性と男性に与える影響の違いなどに配慮
して、施策の企画立案・実施に取り組む。【環境省】

第１節 男女共同参画の視点に立っ
た各種制度等の見直し

ア 働く意欲を阻害しない制度等の検討
① 働き方の多様化を踏まえつつ、働きたい女性が

就業調整を意識しなくて済む仕組み等を構築する
観点から、税制8や社会保障制度等について、総合
的な取組を進める。
・ 税制については、令和８（2026）年度税制

改正において給与所得控除の最低保障額が74
万円（所得税において令和10（2028）年分以後、
個人住民税において令和11（2029）年度分以
後は69万円）に引き上げられるところ、今後も、
働き方の多様化や待遇面の格差を巡る状況の変
化を注視しつつ、働き方の違いによって不利に
扱われることのない、個人の選択に中立的な税
制の実現に向け、所得再分配機能が適切に発揮
されているかといった観点も踏まえながら、諸
控除の更なる見直しを進める。
� また、働き方の違い等によって有利・不利が
生じないような企業年金・個人年金等に関する
税制上の取扱いや、働き方の多様化を踏まえた
退職給付に係る税制について、企業年金・個人
年金等は企業の退職給付の在り方や個人の生活
設計にも密接に関係することなどを踏まえ、そ
の検討を丁寧に行い、関係する税制の包括的な

8	� 配偶者の所得の大きさに応じて、控除額を段階的に減少させる配偶者特別控除の導入によって、配偶者の給与収入が103万円を超え
ても世帯の手取り収入が逆転しない仕組みとなっており、配偶者については、税制上、いわゆる「103万円の壁」は解消している。

見直しを行う。【総務省、財務省】
・ 社会保障制度については、被用者保険加入に

よるメリットの理解を十分に広めながら、社会
経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のた
めの国民年金法等の一部を改正する等の法律
による中小企業等で働く短時間労働者に対する
被用者保険の適用拡大を着実に実施するととも
に、更なる適用拡大の検討を進める。
� 第３号被保険者については、多様な属性を持
つ者が混在していることを踏まえつつ、被用者
保険の適用拡大を進める中で第３号被保険者を
縮小することを基本的な方針としつつ、その実
態を分析し、制度の在り方の検討を進める。【厚
生労働省】

・ 配偶者の収入要件があるいわゆる配偶者手当
については、税制・社会保障制度とともに、就
業調整の要因となっているとの指摘があること
に鑑み、配偶者の働き方に中立的な制度となる
よう、労使に対しその在り方の検討を促す。【厚
生労働省】

イ 家族に関する法制の整備等
① 現在、身分証明書として使われるパスポート、

マイナンバーカード、運転免許証、住民票、印鑑
登録証明書なども旧氏併記が認められており、旧
氏の通称使用の運用は拡充されつつあるが、婚姻
により氏を変更した人が不便さや不利益を感じる

男女共同参画の視点に立った�
各種制度等の整備第� 章10
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ことのないよう、旧氏の単記も可能とする法制化
を含めた基盤整備の検討を含め、旧氏使用の拡大
やその周知に取り組む。【関係府省】

② 婚姻後も仕事を続ける女性が大半となっている
ことなどを背景に、婚姻前の氏を引き続き使えな
いことが婚姻後の生活の支障になっているとの声
など国民の間に様々な意見がある。そのような状
況も踏まえた上で、家族形態の変化及び生活様式
の多様化、国民意識の動向等も考慮し、夫婦の氏
に関する具体的な制度の在り方に関し、戸籍制度
と一体となった夫婦同氏制度の歴史を踏まえ、ま
た家族の一体感、こどもへの影響や最善の利益を
考える視点も十分に考慮し、国民各層の意見や国
会における議論の動向を注視しながら、司法の判
断も踏まえ、更なる検討を進めるものとされてお
り、引き続き、法務省ホームページ等における情
報提供を行いつつ、国民や国会議員による議論の
動向等を踏まえ、必要な対応を検討する。【法務省、
関係府省】

ウ 男女の多様な選択を可能とする育
児・介護の支援基盤の整備

① 子ども・子育て支援新制度の実施による幼児期
の学校教育、保育、地域の子ども・子育て支援の
充実、幼児教育・保育の無償化、「保育政策の新
たな方向性」に基づく取組、「放課後児童対策パッ
ケージ2026」に基づく放課後児童クラブの受入
児童数の拡大などにより、地域のニーズに応じた
子育て支援の一層の充実を図る。【こども家庭庁、
文部科学省、厚生労働省】
・ 幼稚園・保育所・認定こども園を通じた共通

の給付や小規模保育への給付、地域の事情に応
じた認定こども園の普及、地域子育て支援拠点
や放課後児童クラブ等地域のニーズに応じた多
様な子育て支援策を着実に実施する。

・ 地域の課題に応じた保育の提供体制の確保を
図るとともに、保育人材の確保のための取組を
総合的に推進する。

・ 多様な保育ニーズに対応するため、延長保育、
休日保育、夜間保育、病児保育、複数企業間で
の共同設置を含む事業所内保育等の多様な保育
の拡大を図る。

・ 就業の有無にかかわらず、一時預かり、幼稚

園の預かり保育等により、地域における子育て
支援の拠点やネットワークを充実する。

・ 幼児教育・保育の無償化の着実な実施や保育
利用に係る支援等により、保護者の経済的負担
の軽減等を図る。

・ 放課後等デイサービス等の障害児通所支援に
おける預かりニーズに対応した支援や保育所等
における障害のあるこどもの受入れを進めると
ともに、マザーズハローワーク等を通じ、きめ
細かな就職支援等を行うことにより、障害のあ
るこどもを育てる保護者を社会的に支援する。

② こどもの事故防止に関連する関係府省の連携を
図り、保護者や教育・保育施設等の関係者の事故
防止の意識を高めるための啓発活動や、安全に配
慮された製品の普及等に関する取組を推進し、男
女が安心して子育てができる環境を整備する。【こ
ども家庭庁、関係府省】

③ こどもの安全な通行を確保するため、こどもが
日常的に集団で移動する経路等の交通安全環境の
整備や、地域ぐるみでこどもを見守るための対策
等を推進する。【警察庁、こども家庭庁、文部科
学省、国土交通省】

④ 男女の多様な選択を可能とする介護の支援基盤
の整備を推進する。【厚生労働省】
・ 都道府県や介護事業者等を主体とし、イベン

トの企画、マスメディア、ネット広告などの発
信、パンフレット作成などの情報発信を行い、
介護の仕事のイメージや社会的評価の向上、理
解の促進を図る。

・ 介護現場において多様な働き方（朝夕のみ、
夜間のみ、季節限定のみの勤務、兼業・副業、
選択的週休３日制等）が可能となるような環境
整備に向けた事業所の取組への支援を行う。

・ 介護に関する入門的な知識・技術を習得する
ための研修（介護に関する入門的研修）を実施
し、事前の周知から研修受講後の介護施設等と
のマッチングまでの一体的な支援を行う。

⑤ 安心して育児・介護ができる環境を確保する観
点から、住宅及び医療・福祉・商業施設等が近接
するコンパクト・プラス・ネットワークの取組や、
住宅団地における子育て施設や高齢者・障害者施
設の整備、各種施設や公共交通機関等のバリアフ
リー化、全国の高速道路のサービスエリアや「道
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の駅」における子育て応援施設の整備等を推進す
る。【国土交通省】

⑥ 医療・介護保険制度については、多様な人材に
よるチームケアの実践等による効率化・重点化に
取り組みながら質の高いサービスの充実を図る。
その際、医療・介護分野における多様な人材の育
成・確保や、雇用管理の改善を図る。

そのため、介護労働者の雇用管理改善を促進す
る介護雇用管理改善等計画（令和３年厚生労働省
告示第117号）に基づき、介護労働者の雇用管
理改善等を図る。また、人材不足分野（医療、介
護、保育、建設、警備、運輸等）における人材確
保支援の強化を図るため、主要なハローワークに
人材確保支援の総合専門窓口となる「人材確保対
策コーナー」を設置し、関係機関・業界団体との
連携により、求人者及び求職者に対する支援を実
施するとともに、アウトリーチによる医療・介護・
保育分野の求人充足支援を強化する。【厚生労働
省】

⑦ 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最
期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・
住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地
域包括ケアシステム）の構築を推進し、家族の介
護負担の軽減を図る。【厚生労働省】

⑧ 多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提
供できる体制を構築するため、都道府県・保健所
の支援の下、市区町村が中心となって、地域の医
師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の
連携体制の構築を推進する。【厚生労働省】

⑨ 男女ともに子育て・介護をしながら働き続ける
ことができる環境の整備に向けて、育児・介護休
業法の履行確保を図る。また、仕事と育児の両立
支援の促進のため、次世代法の周知を行うととも
に、仕事と子育ての両立を推進する企業を対象と
した認定及び特例認定の取得を促進する。あわせ
て、仕事と介護の両立支援の促進のため、「企業
による社員の仕事と介護の両立支援に向けた実務
的な支援ツール」や付属資料の積極的な活用促進
を図る。【厚生労働省】

⑩ 認知症や一人暮らしの高齢者が、社会から孤立
することなく、住み慣れた地域の中で、希望を持っ
て自分らしく暮らし続けられるよう、共生社会の
実現を推進するための認知症基本法及び「認知症

施策推進基本計画」に基づき、「新しい認知症観」
に立ち、認知症施策を総合的かつ計画的に推進す
ることにより、住民等を中心とした地域の支え合
いの仕組みづくりを促進する。（再掲）【厚生労働
省、関係府省】

⑪ 就職を希望する女性医師に対して医療機関や再
研修先の紹介等を行う女性医師バンク事業の実施
や都道府県における女性医師の復職に関する相談
窓口の設置等、女性医師等が働きやすい環境の整
備を進める。【厚生労働省】

第２節
男女の人権尊重の理念と法
律・制度の理解促進及び救
済・相談の充実

① 学校や社会において、法令等により保障される
人権に関し、正しい知識の普及を図るとともに、
国民一人一人の人権意識を高め、人権への理解を
深めるため、様々な教育・啓発活動や、人権教育
の在り方等についての調査研究を行う。【内閣府、
法務省、文部科学省、関係省庁】

② 男女共同参画に関連の深い法令・条約等につい
て、分かりやすい広報の工夫等により、その内容
の周知に努める。また、権利が侵害された場合の
相談窓口、救済機関等の周知に努める。【内閣府、
法務省、外務省、関係省庁】

③ 政府の施策についての苦情の処理及び人権が侵
害された場合における被害者の救済について、行
政相談制度や法務省の人権擁護機関等を積極的に
活用する。その際、相談に当たる職員、行政相談
委員、人権擁護委員等の研修の充実を図るととも
に、男女共同参画に関する苦情処理等に関する実
態把握を行う。

民生委員・児童委員が人権に関する内容を含め、
地域住民の抱える様々な課題に的確に対応できる
よう、その資質向上を図るため、生活困窮者就労
準備支援事業費等補助金等を通じて、各都道府県
等における研修の実施を促す。

また、法務省の人権擁護機関においては、男女
共同参画社会の実現のために、啓発活動に積極的
に取り組むとともに、法務局の人権相談窓口や、

「みんなの人権110番」において、人権相談、人
権侵犯事件の調査救済活動に、関係機関と連携し
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第１節
男女共同参画を推進し多様
な選択を可能にする教育・
学習の充実

ア 校長を始めとする教職員への研修
の充実

① 男女共同参画機構において、教育長、教育委員、
教育委員会や教育センターの職員、学校の管理職
等が、学校における男女共同参画に関する現状・
課題を把握し、女性の管理職登用促進や教職員
のキャリア形成支援等の意義・必要性について理
解を深め、地域の実情に合わせた課題解決の方策
を検討できるよう研修や教育・学習支援等を実施
する。また、研修を効果的なものとするため現状
の把握と課題の抽出のためのアンケート調査を行
う。（再掲）【内閣府、文部科学省】

イ 男女平等を推進する教育・学習の
充実

① 未就学児がジェンダーバイアスにより自分の可
能性を狭めてしまわないよう、幼少期の教育現場
等における固定的な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に
資する方策について周知・普及に努める。（再掲）

【文部科学省】

② 初等中等教育において男女共同参画の重要性に
ついての指導が充実するよう、教員研修の充実、
固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見の
解消と固定観念の打破を図るために開発した学校
教育や社会教育で活用できる学習プログラムの普
及等を行う。また、こどもたちへの教育や、理工
系進学等の進路選択の支援に臨むに当たって、固
定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（ア
ンコンシャス・バイアス）の解消に向けて、こど
もたちの身近な存在である教員の理解促進を図
る。【文部科学省】

③ 図書館や公民館等の社会教育施設において、学
校や男女共同参画センター、民間団体等と連携し、
情報・資料の提供等を通じて学習機会の充実を図
る。【文部科学省】

④ 男女共同参画機構において、地域における男
女共同参画が推進されるよう、男女共同参画セン
ター、女性団体等を対象とした研修や教育・学習
支援等を行う。【内閣府、文部科学省】

ウ 大学、研究機関、独立行政法人等
による男女共同参画に資する研究
の推進

① 男女共同参画機構において、男女共同参画に関
する専門的・実践的な調査研究や情報・資料の収
集・提供・デジタル化を行う。【内閣府、文部科学省】

つつ積極的に取り組む。【内閣府、こども家庭庁、
総務省、法務省、厚生労働省】

④ 法務省の人権擁護機関において、日本語を自由
に話すことが困難な外国人等からの人権相談に対
応するため、全国の法務局に「外国人のための人
権相談所」を設け、約80の言語による相談に応
じる。

また、「外国語人権相談ダイヤル」及び「外国
語インターネット人権相談受付窓口」を設けてお
り、電話・インターネットでも10言語による人権

相談を受け付けているところ、相談窓口を引き続
き設置し、更にその内容を充実させるよう努める。

（再掲）【法務省】
⑤ 男女共同参画に関連の深い法令・条約等につい

て、政府職員、警察職員、消防職員、教員、地方
公務員等に対して、研修等の取組を通じて理解の
促進を図る。また、法曹関係者についても、同様
の取組が進むよう、情報の提供や講師の紹介等可
能な限りの協力を行う。【全府省】

教育・メディア等を通じた男女
双方の意識改革、理解の促進第� 章11
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エ 多様な選択を可能にする教育・能
力開発・学習機会の充実

① 大学や地方公共団体、男女共同参画センター等
と連携し、学び直しを通じて女性のキャリアアッ
プやキャリアチェンジ等を総合的に支援する取組
を推進する。【文部科学省】

第２節
国民的広がりを持って地域に浸透
する広報活動の展開とメディア分
野等と連携した積極的な情報発信

① 固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見
の解消に資する、また、固定観念や無意識の思い
込み（アンコンシャス・バイアス）を生じさせな
い取組に関する情報収集を行うとともに、行動変
容にもつながるよう、啓発手法等を検討し、情報
発信を行う。（再掲）【内閣府】

② 政府広報も活用し、幅広く丁寧に、男女共同参
画に関する国民的関心を高めていく。【内閣府、関
係省庁】

③ 「男女共同参画週間」（毎年６月23日から同月

29日まで）や「男女共同参画社会づくりに向けて
の全国会議」において、地方公共団体や関係機関・
団体と連携し、男女共同参画に関する意識の浸透
を図る。（再掲）【内閣府】

④ 家事・育児等の手間やストレスの軽減に資する
様々な活動や商品・サービスの活用に関する広報
活動を展開する。【内閣府、こども家庭庁】

⑤ 男女共同参画を阻害する固定観念の撤廃を目指
すための各種取組と連携する。【内閣府】

⑥ インターネット上の性的な暴力やハラスメント
の被害者にも加害者にもならないようにするとい
う観点から、関係機関・団体等と連携して、安
全・安心な利用のための広報啓発を行うとともに、
ＩＣＴリテラシーやメディア・リテラシーの向上
のための取組を推進する。特に、自画撮り被害を
防止するため、若年層・児童生徒等や保護者に対
する教育・啓発等の対策を総合的に推進する。（再
掲）【内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、
法務省、文部科学省、経済産業省】

⑦ インターネット上に拡散した画像の削除等につ
いて相談・通報を受け付ける窓口の周知に取り組
む。（再掲）【警察庁、総務省、法務省、関係府省】

第１節
持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
や女子差別撤廃委員会など国連
機関等との協調

ア 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
達成に向けた連携及び推進

① 全国務大臣を構成員とする持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）推進本部（平成28（2016）年５月設
置）において決定された「ＳＤＧｓ実施指針改定
版」（令和５年12月19日ＳＤＧｓ推進本部決定）
を踏まえ、同本部で決定されたＳＤＧｓ達成に向
けた実行計画を広範なステークホルダーと連携し
て推進・実施する。【外務省、関係府省】

② ＳＤＧｓ目標５（ジェンダー平等の実現）の達
成度を的確に把握するため、データに基づくグ
ローバル指標を活用し、進捗結果を国内外に適切
な形で公表する。また、海外及び国内の研究機関
等による評価、グローバル指標の検討・見直し状
況、ローカル指標の検討状況等に留意し、進捗
評価体制の充実と透明性の向上を図る。【内閣府、
総務省、外務省、関係省庁】

イ 女子差別撤廃条約の積極的遵守等
① 女子差別撤廃条約第９回政府報告最終見解にお

ける勧告について、男女共同参画会議は、各府省
における対応方針の報告を求め、必要な取組等を
政府に対して要請する。また、政府として同勧告

男女共同参画に関する国際的な
協調及び貢献第� 章12
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中のフォローアップ事項について適切な時期に女
子差別撤廃委員会に対し、その進捗状況等につい
て報告する。【内閣府、外務省、関係省庁】

② 女子差別撤廃条約の選択議定書については、早
期締結について真剣な検討を進める。【外務省、
関係府省】

③ 男女共同参画に関連の深い未締結のＩＬＯ条約
について、世界の動向や国内諸制度との関係を考
慮しつつ、締結する際に問題となり得る課題を整
理するなど具体的な検討を行い、締結を追求する
ための継続的かつ持続的な努力をする。【内閣府、
外務省、厚生労働省、関係省庁】

ウ 北京宣言・行動綱領に沿った取組
の推進

① 国連女性の地位委員会や国連アジア太平洋経済
社会委員会（ＥＳＣＡＰ）等に積極的に参加し、
参加各国との連携を図るとともに、我が国の男女
共同参画・女性活躍に係る取組等の情報発信、共
有により国際的な政策決定、取組方針への貢献に
努める。【内閣府、外務省、関係省庁】

エ 国際機関等との連携・協力推進
① ＵＮ Ｗｏｍｅｎを始めとする国際機関等への

積極的貢献を図るとともに、連携の強化等を図る。
特に、「ビジネスと人権」等、近年の国際的な基
準に基づくジェンダーに係る情報公開等を企業に
求める国際的な潮流を踏まえ、関連する国際機関
等による取組の紹介等に努める。【内閣府、外務省、
関係省庁】

第２節
Ｇ７、Ｇ20、ＡＰＥＣ等に
おける各種コミットメント
等への対応

① Ｇ７、Ｇ20、ＡＰＥＣやその他の女性に関連す
る国際会議の場における首脳級・閣僚級のジェン
ダー平等に係る各種の国際的なコミットメントや
議論を、国内施策に適切に反映して実施する。コ
ミットメントに至る議論の過程においては、我が
国の経験や取組等に基づく情報発信、共有により、
政策決定、取組方針に貢献する。【内閣府、外務省、
経済産業省、関係省庁】

② 我が国が国際会議の議長国となる場合には、成
果文書にジェンダー平等や女性のエンパワーメン
トに関する事項を盛り込むとともに、全ての大臣
会合においてアジェンダとして取り上げることを
検討する。【外務省、関係府省】

第３節
男女共同参画・女性活躍に
関する分野における国際的
なリーダーシップの発揮

ア 開発協力大綱に基づく開発協力の
推進

① 「開発協力大綱」（令和５年６月９日閣議決定）
及び「女性の活躍推進のための開発戦略」（平成
28年５月20日策定）に基づき、ジェンダー主流
化の視点及び女性の権利を含む基本的人権の尊重
を重要なものとして考え、開発協力を適切に実施
する。【外務省、関係府省】

イ ＷＰＳの理念を踏まえた女性の平和
等への貢献や紛争下の性的暴力へ
の対応

① 国連安保理決議第1325号等を踏まえ、女性・
平和・安全保障に関する行動計画を国際機関、有
識者及びＮＧＯ等市民社会とも連携しつつ効果的
に実施し、平和構築及び復興開発等のプロセスへ
の女性の参画を一層促進する。【外務省、防衛省、
関係府省】

② 紛争下の性的暴力防止について、関係国際機関
との連携の強化を通じて、犯罪者の訴追増加によ
る犯罪予防や被害者保護・支援等に一層取り組む
とともに、紛争関連の性的暴力生存者のためのグ
ローバル基金への支援等を行う。【外務省、関係
府省】

ウ 国際分野における政策・方針決定
過程への女性の参画拡大

① 国際機関等の専門職、国際会議の委員や日本政
府代表等に、幅広い年齢層、分野の女性等がより
多く参画することにより、国際分野における政策・
方針決定過程への参画を一層促進し、国際的な貢
献に積極的に努める。特に、海外留学の促進や平
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和構築・開発分野における研修等の充実により、
将来的に国際機関等で働く意欲と能力のある人材
の育成や、若者や子育てが一段落した世代等に対
する国際機関への就職支援を強化する。また、ジェ
ンダー平等と女性のエンパワーメントの分野にお

いて国際的に活躍できる人材を増やすため、若者
の育成にも取り組む。【外務省、文部科学省、関
係府省】

② 在外公館における主要なポストの任命に際し
て、女性の登用を進める。【外務省】

第１節 国内の推進体制の充実・強化

① 内閣府に置かれる重要政策会議である男女共同
参画会議（男女共同参画社会基本法により設置。
内閣官房長官を議長とし、関係する国務大臣及び
学識経験者によって構成。）が、適時適切に重要
な政策に関する提言を行う。また、国内の推進体
制の中で重要な役割を果たすため、男女共同参画
会議の下、専門調査会等において、ＥＢＰＭの観
点を踏まえつつ、学識経験者等の知見を積極的に
取り入れ、各府省等の施策の総合調整やその効果
を高めるための方策等について、調査審議を行う。

【内閣府、関係省庁】
② 男女共同参画推進本部（閣議決定により設置。

内閣総理大臣及び全ての国務大臣によって構成。）
の下で、男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策の円滑かつ効果的な推進を図る。本部長の指
名により関係行政機関に置かれた男女共同参画担
当官（局長級）は、男女共同参画社会の形成に直
接・間接に影響を及ぼすあらゆる施策へ男女共同
参画の視点を反映させるとともに、相互の機動的
な連携を図る。【内閣府、全省庁】

③ すべての女性が輝く社会づくり本部（閣議決定
により設置。内閣総理大臣及び全ての国務大臣に
よって構成。）の下で、様々な状況に置かれた女
性が、自らの希望を実現して輝くことにより、我
が国最大の潜在力である「女性の力」が十分に発
揮され、我が国社会の活性化につながるよう、施
策の一体的な推進を期す。【内閣官房、内閣府、
全省庁】

④ 男女共同参画社会基本法で努力義務となってい

る市町村男女共同参画計画の策定は、男女共同参
画社会を形成していく上で、極めて重要である。
特に、策定が進んでいない町村に焦点を当て、都
道府県と連携し、策定状況の「見える化」を含む
情報提供や好事例の収集・発信、専門家派遣など
により、男女共同参画についての理解を促進し、
全ての市町村において計画が策定されるよう促
す。（再掲）【内閣府】

⑤ 有識者及び地方六団体・経済界・労働界・教育
界・メディア・女性団体等の代表から成る男女共
同参画推進連携会議の場を活用し、重要課題に関
する意見交換や情報共有、市民社会との対話、各
団体における中央組織から地方の現場への取組の
浸透等を通じて、各界各層の若年層を含めた様々
な世代との連携を図る。【内閣府】

⑥ 国内の推進体制の運営に当たっては、男女共同
参画機構に加え、多様な主体（地方公共団体・男
女共同参画センター、大学、企業、経済団体、労
働組合、ＮＰＯ、ＮＧＯ、地縁団体等）との連携
を図り、男女共同参画に識見の高い学識経験者や
女性団体、若年層など国民の幅広い意見を反映す
る。【内閣府】

⑦ 国際機関及び諸外国との連携・協力の強化に努
める。【内閣府、外務省、関係省庁】

第２節
男女共同参画の視点を取り
込んだ政策の企画立案及び
実施等の推進

① 男女共同参画会議及びその下の計画実行・監
視専門調査会は、「第６次男女共同参画基本計画」
の実効性を高めるために集中的に議論すべき課題

Ⅲ �男女共同参画社会の実現に向けた
推進体制の整備・強化
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や新たな課題について調査審議を行うとともに、
必要に応じ内閣総理大臣及び関係各大臣に対して
意見を述べるなど、更なる取組を促す。【内閣府、
関係省庁】

② すべての女性が輝く社会づくり本部及び男女共
同参画推進本部は、６月を目途に「女性活躍・男
女共同参画の重点方針」（女性版骨太の方針）を
決定し、各府省等の概算要求に反映させる。【内
閣官房、内閣府、全省庁】

③ 男女の置かれている状況を客観的に把握するた
めの統計（ジェンダー統計）について、過年度の
調査結果を基にジェンダー統計の更なる充実に向
けた取組を進める。業務統計を含む各種調査の実
施に当たり、可能な限り男女別データを把握し、
年齢別・都道府県別にも把握・分析できるように
努める。また、男女共同参画に関する重要な統計
情報は、国民に分かりやすい形で公開するととも
に、統計法（平成19年法律第53号）に基づく二
次的利用を推進する。【全府省】

④ ジェンダー統計の更なる充実に向けて、人に
よってジェンダーアイデンティティの在り方が多
様であることに配慮しつつ、その重要性について、
周知啓発に取り組む。【内閣府、総務省】

⑤ 政治・司法・行政・経済分野等あらゆる分野に
おける政策・方針決定過程への女性の参画状況等
を調査し、公表する。【内閣府】

⑥ 男女共同参画会議において、税制や社会保障制
度等について、男女共同参画社会の形成に及ぼす
影響を調査し、必要に応じ、内閣総理大臣及び関
係各大臣に対して意見を述べる。【内閣府】

⑦ 政府の施策及び社会制度・慣行が男女に実質的
にどのような影響を与えるかなど、男女共同参画
社会の形成に関する課題についての調査研究を行
う。【内閣府】

⑧ 国民の意識、男女の家事・育児・介護等の時間、
企業等における働き方の把握や、男女別データの
利活用の促進等を含め、男女共同参画社会の形成
に関する調査研究を進める。【内閣府、総務省】

⑨ 国の各府省や関係機関が実施している男女共同
参画に関わる情報を集約整理し、情報発信・広報
活動を積極的に実施する。国民、企業、地方公共
団体、民間団体等に分かりやすく提供することで、
各主体による情報の活用を促進する。【内閣府】

⑩ 若年層の声を踏まえて政策を立案することが望
ましいことを踏まえ、様々な機会を捉えて、意見
交換等を行い、若年層の政策立案への関与を図る。

【内閣府】
⑪ 各府省は、男女共同参画の視点に立ち、男女共

同参画機構の知見も参考にしつつ、あらゆる分野
の政策・事業の計画、実施及び評価において、男
女別の影響やニーズの違いを踏まえた検討・立案
を行う。その前提として、男女の性差を考慮する
とともに、関連するデータの男女別の把握・分析
を強化する。【全府省】

⑫ あらゆる分野における政策・方針決定過程への
女性の参画を促進する。国の審議会等委員又は審
議会等専門委員等に加え、行政運営を補佐するた
め各行政機関において開催される複数の外部有識
者が含まれるあらゆる合議体（複数の外部有識者
から個別に意見聴取を行い、それらの意見を総合
的に参考とするような場合を含む。）において、そ
の外部有識者たる構成員についても性別の偏りが
ないよう取組を進める。（再掲）【全府省】

              




